
ⅠⅠ  野野菜菜価価格格安安定定事事業業ののああららまましし 

 

野菜生産出荷安定法（以下「野菜法」といいます。）は、昭和41年の第51

回国会で成立し、同年７月１日法律第 103号として公布されました。法制定

後10年目に当たる昭和51年には、野菜の農業生産及び国民消費生活に占める

重要性の増大、野菜消費の多様化及び平準化、流通の広域化の進展等の野菜

に関する諸事情の変化に対応して、①指定消費地域の拡大、②野菜供給安定

基金の設立（野菜生産出荷安定資金協会と（財）野菜価格安定基金を統合）、

③都道府県の野菜価格安定法人に対する助成制度の創設を柱とする法改正が

行われました。 

さらに、野菜生産を取り巻く環境変化に対応するため、平成14年６月に①

実需者（加工業者、外食業者、量販店等）との契約取引に伴い生産者が負う

リスクを軽減するための新たな制度（契約野菜安定供給制度）の創設、②指

定消費地域の廃止、③大規模な野菜生産者が直接加入する制度の導入、④全

国的な需給の見通しの掲示を柱とする法改正が行われました。 

その後同年12月には、平成15年10月１日の独立行政法人農畜産業振興機構

（以下「機構」といいます。）の設立に伴い、野菜供給安定基金の業務等の

規定が削られる等の改正が行われました。また、平成19年度には、運用の改

善として、消費者ニーズ等に的確に対応した生産を行う担い手の育成・確保、

担い手を中心とした安定的な野菜の生産・出荷体制を確立する観点から、①

契約取引の推進、②需給調整の的確な実施、③担い手を中心とした産地への

重点支援を柱とする野菜制度の見直しが行われました。 

続いて同年12月24日に閣議決定された独立行政法人整理合理化計画におい

ては、「重要野菜等緊急需給調整事業及び指定野菜価格安定対策事業につい

て、農畜産業振興機構への機能・実施体制の集約を行う。」とされたことを

受け、従来、国が実施していた供給計画数量と出荷実績数量との乖離度の認

定に関する業務については平成20年２月申込のものから、また（社）全国野

菜需給調整機構が実施してきた野菜の緊急需給調整に係る交付金の交付業務

については、平成21年度から機構において実施しているところです。 

平成22年４月には、行政刷新会議による事業仕分けが行われ、これを受け、

同年12月７日に「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」が閣議決
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定されました。野菜関係の事業については、「事業規模の縮減、制度設計の

見直し」、「廃止を含めた抜本的な制度の見直し」等の指摘を受け、平成23

年度８月申込みから指定野菜・特定野菜の生産者に対する経営安定の支援の

強化について、①登録生産者の面積要件の緩和、②生産者の負担金の軽減、

③燃油等生産資材高騰時の保証基準額の引上げ等が措置されました。契約取

引への一層の支援強化については、①六次産業化法の特例措置により、指定

産地によらずリレー出荷による周年供給に取組む生産者の事業への参加、②

豊凶にかかわらず収入が確保されるセーフティネット支援を新たにモデル事

業として実施されることとなりました。 

このほか、野菜価格高騰等への適切な対応に向けた需給調整対策の強化に

ついては、出荷前倒しの支援対象品目の拡大等が行われました。 

平成25年度補正予算においては、輸入野菜からのシェア奪還に向けて、加

工・業務用野菜生産基盤強化事業が措置されました。 

また、平成31年１月から農業保険法第175条に規定する農業経営収入保険

事業（以下「収入保険」といいます。）が開始されました。当初、収入保険

は、野菜価格安定事業のうち指定野菜価格安定対策事業、契約指定野菜安定

供給事業（価格低落タイプ）、特定野菜等供給産地育成価格差補給交付金等

交付事業、契約特定野菜等安定供給事業（価格低落タイプ）及び契約野菜収

入確保モデル事業（収入補填タイプ）と同時利用できないとされ、収入保険

の保険関係が成立した者又は成立する見込みのある者は、該当する交付予約

申込の減少又は解約の申し込み等を行うよう措置されました。 

しかし、令和３年から令和５年の間に初めて収入保険に加入される方は、

３年間まで（令和６年から同時利用を開始された方については２年間まで）、

収入保険と野菜価格安定対策事業を同時利用することができるよう見直され

ました。 

このほか、令和２年度は昨今の野菜価格安定事業を取り巻く情勢を踏まえ、

指定野菜価格安定対策事業においては、８月申込から、①生産者の負担金の

軽減の見直し、②計画出荷の促進が実施されました。 

また、令和３年度には、緊急需給調整への参加促進措置が令和３年８月申

込みから適用され、 主産地が連携して取り組み、産地間の不公平感やフリ

ーライドが抑止されるよう緊急需給調整事業の対象となる重要野菜・調整野

菜の価格の大幅な低落時に、一定規模以上の登録出荷団体・登録生産者等が

緊急需給調整実施時に参加しなかった場合、翌年度の産地区分を一段階引き

下げる措置が講じられました。 

令和４年度は、緊急需給調整事業では、①交付積立資金の算定式の変更、

②交付積立資金の全体プール管理方式の変更、③申込期限ごとの交付金の上

限額の設定が措置されました。 

令和５年度は、契約指定野菜安定供給事業等の出荷調整タイプにおいて、

資金造成単価（補填率）の引き上げが実施されました。また、契約野菜収入

確保モデル事業では、出荷促進タイプが廃止されました。 

令和６年度は、指定野菜価格安定対策事業及び契約指定野菜安定供給事業

（登録生産者のみ）並びに大規模契約栽培産地育成強化推進事業において、

環境負荷低減のコンプライアンスの導入が措置され、契約指定野菜安定供給

事業において、六次産業化の計画認定を受けた生産者に対する数量確保タイ

プの発動要件の緩和が廃止されました。また、令和６年10月に、スマート農

業技術活用促進法が施行され、六次産業化法と同様の特例が措置されました。 

令和７年度における主な改正事項については、別表「令和７年度野菜関係

事業の主要改正事項」を参照ください。 

 

野菜法の目的は、主要な野菜について、一定の生産地域の生産及び出荷の

近代化を計画的に推進するとともに、その価格が著しく低落した場合の生産

者補給金の交付、あらかじめ締結した契約に基づきその確保を要する場合に

おける交付金の交付等の措置を定めることによって、主要な野菜についての

当該生産地域における野菜の生産及び出荷の安定と価格の安定を図り、もっ

て野菜農業の健全な発展と国民消費生活の安定に寄与することです（第1

条）。 

ここでいう「主要な野菜」を野菜法では「指定野菜」（第２条）、「一定

の生産地域」を「野菜指定産地」（第４条）と称しています。 

これらは、機構の業務に直接かかわる基本的な事柄ですので、若干説明を

加えておきます。
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１１..  指指定定野野菜菜    

指定野菜とは、消費量が相対的に多く、又は多くなることが見込まれる野

菜であって、その種類、通常の出荷時期により、現在では第Ⅰ－1表のとお

り30の種別に属する14種類の野菜です（野菜法施行令第1条）。 

なお、たまねぎ、ばれいしょ及びほうれんそうについては、出荷時期区分

はされていません。 

第Ⅰ－１表 指定野菜の種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野 菜 の 種 類 種 別 主な出荷時期 (参考) 
指定産地数 

キ ャ ベ ツ 
春 キ ャ ベ ツ 
夏 秋 キ ャ ベ ツ 
冬 キ ャ ベ ツ 

４月～６月 
７ 月 ～ 10月 
11月 ～ ３ 月 

26 

27 

36 

き ゅ う り 
夏 秋 き ゅ う り 
冬 春 き ゅ う り 

７ 月 ～ 11月 
12月 ～ ６ 月 

70 

49 

さ と い も 秋 冬 さ と い も ６月～３月 13 

だ い こ ん 
春 だ い こ ん 
夏 だ い こ ん 
秋 冬 だ い こ ん 

４月～６月 
７月～９月 
10月 ～ ３ 月 

11 

29 

27 

ト マ ト 
夏 秋 ト マ ト 
冬 春 ト マ ト 

７ 月 ～ 11月 
12月 ～ ６ 月 

70 

59 

な す 
夏 秋 な す 
冬 春 な す 

７ 月 ～ 11月 
12月 ～ ６ 月 

30 

24 

に ん じ ん 
春 夏 に ん じ ん 
秋 に ん じ ん 
冬 に ん じ ん 

４月～７月 
８ 月 ～ 10月 
11月 ～ ３ 月 

20 

17 

25 

ね ぎ 
春 ね ぎ 

夏 ね ぎ 

秋 冬 ね ぎ 

４月～６月 
７月～９月 
10月 ～ ３ 月 

13 

18 

47 

は く さ い ＊ 
春 は く さ い 
夏 は く さ い 
秋 冬 は く さ い 

４月～６月 
７月～９月 
10月 ～ ３ 月 

8 

9 

23 

ピ ー マ ン 
夏 秋 ピ ー マ ン 
冬 春 ピ ー マ ン 

６ 月 ～ 10月 
11月 ～ ５ 月 

17 

13 

レ タ ス 
春 レ タ ス 
夏 秋 レ タ ス 
冬 レ タ ス 

４月～５月 
６ 月 ～ 10月 
11月 ～ ３ 月 

14 

13 

31 

た ま ね ぎ た ま ね ぎ  44 

ば れ い し ょ ば れ い し ょ  30 

ほ う れ ん そ う ほ う れ ん そ う  38 

   851 

 注１：＊結球はくさい及び半結球はくさいに限る。 

注２：指定産地数は、令和７年５月現在の全国計である。 

２２..  野野菜菜指指定定産産地地  

指定野菜の生産、出荷の近代化を計画的に進め、その価格の安定を図るた

め、指定野菜の集団産地として形成していく必要があると認められる産地を

「野菜指定産地」として農林水産大臣が都道府県知事の申出を受けて指定す

ることになっています。その指定に当たって産地が具備すべき要件は、野菜

法第４条第２項及び同法施行規則（以下「施行規則」といいます。）で次の

ように定められています。 

なお、一度指定された野菜指定産地でも、指定野菜の生産や出荷の事情そ

の他経済事情の変動等によって必要と認められた場合には区域を変更し、指

定の要件を欠くようになった場合には指定を解除することになっています。 

（野菜指定産地の指定の基準） 

(1) 作付面積（野菜法第４条第２項第１号及び施行規則第１条関係） 

指定野菜の種別ごとに第Ⅰ－２表に定める作付面積に達しているか、又

はこれに達する見込みが確実であること。 

                                             
第第ⅠⅠ－－２２表表  野野菜菜指指定定産産地地のの面面積積要要件件  

区 分 指 定 野 菜 の 種 類 
面 積 

ﾍｸﾀｰﾙ 

葉茎菜類 

根 菜 類 

キャベツ、さといも、だいこん、たまねぎ、にんじ

ん、ねぎ、はくさい、ばれいしょ、ほうれんそう、レ

タス 

20(16) 

果 菜 類 
きゅうり、トマト 

なす、ピーマン 

夏秋きゅうり、夏秋トマト、夏

秋なす、夏秋ピーマン 
12(10) 

冬春きゅうり、冬春トマト、冬

春なす、冬春ピーマン 
8(6) 

   注：( ）内は、既に他の種別に係る野菜指定産地として指定されている区域等を 
    野菜指定産地として指定する場合の特例措置 
  

 (2) 指定野菜についての出荷に関する条件（野菜法第４条第２項第２号及

び施行規則第２条関係） 

ア. その区域内で生産される共同出荷組織又は野菜法第10条第１項に基づ

き機構の登録を受ける資格を有することとなる生産者（以下「大規模生

産者」といいます。）による出荷数量の合計がその区域内の出荷数量の
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３分の２を超えているか又はこれを超える見込みが確実であること。 

ただし、その区域内の指定野菜であって、作付面積が第Ⅰ－３表の面

積欄に掲げる面積以上である場合は３分の２という割合を２分の１とす

る。 

 

第第ⅠⅠ－－３３表表  共共同同出出荷荷割割合合のの特特例例のの適適用用要要件件  

指 定 野 菜 の 種 類 面 積 

キャベツ、だいこん、たまねぎ、にんじん、 

はくさい、ばれいしょ及びレタス 
50ヘクタール 

きゅうり、トマト、なす及びピーマン 夏秋きゅうり、夏秋トマト、夏秋

なす及び夏秋ピーマンにあっては

30ヘクタール 

冬春きゅうり、冬春トマト、冬春

なす及び冬春ピーマンにあっては

20ヘクタール 

さといも及びほうれんそう 20ヘクタール 

ねぎ 25ヘクタール 

  

イ. 区域内の当該指定野菜の出荷が全体として合理的でしかも計画的に行

われているか又は行われる見込みが確実であること。 

令和７年５月末現在の野菜指定産地数は、851産地です（第Ⅰ－１表参

照）。 

なお、野菜指定産地については、指定野菜価格安定対策事業及び契約

指定野菜安定供給事業の対象産地となるほか、当該野菜指定産地の生産

出荷近代化計画が策定され、この計画に基づいて野菜集団産地育成のた

めの生産出荷の指導等が、国及び都道府県等により行われます。 

 

 

 

 

 

 

【別表】 

令令和和７７年年度度野野菜菜関関係係事事業業のの主主要要改改正正事事項項  

 

 

  

区 分 主要改正事項 

１ 指定野菜価格

安定対策事業 

１ ブロッコリーの保証基準額等の設定（令和８年度から適用） 

２ 夏秋キャベツの対象出荷期間延長（令和７年度は移行措置とし

て、従来の区分 7/1～10/31 に加え、11/1～11/15 の区分を追加し、

令和８年度から 7/1～11/15 の区分を設定） 

３ 環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシートの導入

（令和７年２月申込みから登録出荷団体も対象） 

２ 契約指定野菜

安定供給事業 

１ ブロッコリー保証基準額等の設定（令和８年度から適用） 

２ 環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシートの導入

（令和７年２月申込みから登録出荷団体も対象） 

３ 特定野菜等供

給産地育成価格

差補給事業 

１ ブロッコリー（特定特定）の削除（令和８年度から適用） 

２ ブロッコリー（特定指定）保証基準額等の設定（令和８年度から

適用） 

３ 夏秋キャベツの対象出荷期間延長（令和８年度から適用） 

４ 環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシートの導入 

４ 契約特定野菜

等安定供給促進

事業 

１ ブロッコリー（特定特定）の削除（令和８年度から適用） 

２ ブロッコリー（特定指定）保証基準額等の設定（令和８年度から

適用） 

３ 環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシートの導入 

５ 緊急需給調整

事業 

１ 環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシートの導入 

２ 夏秋キャベツの対象出荷期間延長（令和７年度は移行措置とし

て、従来の区分 7/1～10/31 に加え、11/1～11/15 の区分を追加し、

令和８年度から適用から 7/1～11/15 の区分を設定。） 

６ 国産野菜周年

安定供給強化推進

事業 

１ 事業の拡充 

２ 対象品目の見直し（アスパラガスの削除） 

３ 対象契約の相手方の拡充 

４ 加算ポイントの見直し（周年安定供給計画の追加等） 
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ⅡⅡ  独独立立行行政政法法人人農農畜畜産産業業振振興興機機構構  
 

１１..  農農畜畜産産業業振振興興機機構構設設立立のの経経緯緯  

機構は、独立行政法人農畜産業振興機構法（以下「機構法」といいま

す。）の施行に伴い、平成15年10月１日に設立されました。 

機構が設立される以前における野菜対策の実施機関としては、野菜法に基

づき昭和51年に設立された野菜供給安定基金（以下「基金」といいます。）

がありました。 

基金は、あらかじめ造成した資金（国及び都道府県（以下「県」といいま

す。）からの補助金と登録出荷団体又は登録生産者の負担金）によって、指

定野菜の価格が著しく低落した場合に、登録出荷団体を通じて又は直接に指

定野菜の生産者に生産者補給金を交付すること、また、野菜の実需者との間

であらかじめ締結された契約に基づき指定野菜を確保する必要がある場合に

おける交付金の交付、さらに指定野菜の安定的な供給を図るためのその買入

れ、保管及び売渡し、その他野菜の安定的な供給を図るための業務等を行っ

てきましたが、特殊法人等改革の一環として、農畜産業振興事業団と統合し、

独立行政法人である機構へと移行しました。 

この改革においては、163の特殊法人及び認可法人を対象とし、「特殊法

人等改革基本法」等に基づき、全法人の事業について徹底した見直しを行う

とともに、その結果を踏まえ、組織形態についても見直しが行われました。

組織形態に係る見直しの結果は、「特殊法人等整理合理化計画」として平成

13年12月に閣議決定され、その中で、各事業のうち、近年、実績のないもの、

民間が対応し得るもの等については徹底した見直しを行った上で、価格安定

事業業務や補助事業等必要なものについてはこれを継承することとされまし

た。 

この結果、基金が行ってきたキャベツ等の買入れ、保管及び売渡しの業務、

保管施設の設置及び管理の業務が廃止とされましたが、一方で、情報収集・

提供業務が法律で明記されることとなりました。 

 

 

 

２２..  農農畜畜産産業業振振興興機機構構のの目目的的、、業業務務  

機構の目的及びその野菜関係の業務については機構法において次のように

規定されています。 

(1) 目的 

機構は、畜産経営の安定、主要な野菜の生産及び出荷の安定並びに砂糖

及びでん粉の価格調整に必要な業務を行うとともに、畜産業及び野菜農業

の振興に資するための事業についてその経費を補助する業務を行い、もっ

て農畜産業及びその関連産業の健全な発展並びに国民消費生活の安定に寄

与することを目的としています（機構法第３条）。 

(2) 野菜関係業務 

現在実施している機構の業務のうち野菜関係業務を具体的にいいますと、

おおよそ次のとおりです。 

ア．指定野菜の価格が著しく低落した場合において、指定野菜の生産者に登

録出荷団体を通じて、又は登録生産者に直接生産者補給金を交付する業務

（指定野菜価格安定対策事業並びに契約指定野菜安定供給事業のうち価格

低落タイプ及び出荷調整タイプ）（機構法第10条第３号イ及び野菜法第10

条） 

イ．登録出荷団体又は登録生産者（以下「登録出荷団体等」といいます。）

と実需者があらかじめ締結した契約に基づき、同一の種別に属する指定野

菜を確保する必要がある場合において、その登録出荷団体等に交付金を交

付する業務（契約指定野菜安定供給事業のうち数量確保タイプ）（機構法

第10条第３号ロ及び野菜法第12条） 

ウ．都道府県の野菜価格安定法人が行う特定野菜等の価格差補給交付金等交

付事業又は契約特定野菜等安定供給促進事業に対する経費の補助の業務

（特定野菜等供給産地育成価格差補給事業及び契約特定野菜等安定供給促

進事業）（機構法第10条第３号ハ及び野菜法第14条） 

エ．野菜の生産又は流通の合理化を図るための事業その他の野菜農業の振 

興に資するための事業に対する経費を補助する業務（機構法第10条第４

号）。具体的には、機構が農林水産省と連携しながら供給過剰時等におい

て、野菜の需給安定に向けた検討等を行うための野菜需給情報等交換会の

開催並びに新聞広告等による消費拡大等の業務（緊急需給調整推進事業）、
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緊急需給調整等に係る交付金の交付業務（緊急需給調整事業）、野菜の契

約取引の確実な履行に対して補助する業務（契約野菜収入確保モデル事

業）及び国内産が需要に応えきれていない品目や作型の作付拡大、輸出先

国の規制やニーズに適合した生産等を推進するため、大規模面積で実需者

との契約栽培に取り組む産地に対して補助する業務（大規模契約栽培産地

育成強化事業）。 

オ．野菜の生産及び流通に関する情報を収集し、整理し、及び提供する業務

（機構法第10条第６号） 

カ．ア～オの業務に附帯する業務（機構法第10条第７号） 

これらの業務については、機構法、野菜法及びこれらの政省令並びにそ

れぞれの業務についての実施要領等によるほか、機構が農林水産大臣の認

可（農林水産大臣は評価委員会の意見を聴取）を受けて定めた独立行政法

人農畜産業振興機構業務方法書（以下「業務方法書」といいます。）、さ

らには機構が定めた独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書実施細則

（以下「実施細則」といいます。）、各種補助業務に係る実施要綱等によ

って、その適正な運営を行っています。これらはいずれも機構の業務を進

める上での基本となるものです。なお、業務方法書、実施細則、実施要綱

等は業務の変更に伴って改正されますので、その内容等には十分注意して

ください。 

<<参参考考>>  野野菜菜関関係係事事業業のの適適正正なな執執行行ににつついいてて  

例年のお願いになりますが、関係団体の皆様におかれましては、引き続き事業の適正な

執行をよろしくお願いいたします。 

 

野菜関係事業の適正な執行について 
 

野菜業務部 

野菜振興部 
 

１．独立行政法人改革等に関する基本的な方針 

平成25年12月24日に閣議決定された「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

において、法人の事務・事業の特性に応じたガバナンスの高度化等の制度・運用につ

いて、以下のとおり見直されました。 

 
 

法人が運営費交付金等を用いて、個人、団体等に対して資金の助成、給付を行 

う事務・事業 

【制度・運用の見直し事項】 

○ 不正受給、不正使用を防ぐため、交付後の調査を的確に実施するとともに、 

受給団体の法令遵守体制の確保のためガバナンス強化の支援に努める。 

○ 不正受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁 

措置の導入を図る。 

○ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号。 

以下「補助金等適正化法」という。）が適用又は準用される補助金・助成金等 

については、不正の手段により補助金等の交付を受け、又は他の用途への使 

用をした者には、交付の取消や返還命令が行われ、また場合によっては刑事罰 

が科せられることを補助金等申請のためのパンフレット等に記載し周知する。 

 

２．適正な事業執行に向けての取組み 

指定野菜価格安定対策事業や契約指定野菜安定供給事業などの制度事業及び契約野 

菜収入確保モデル事業や緊急需給調整事業、国産野菜周年安定供給強化事業などの補 

助事業については、要領等の関係規程に不正受給等に係る事項が既に規定されていま 

す。 

 

野菜価格安定法人及び登録出荷団体等においては、これまでも諸規定に基づき適正 

な実施を心掛けていただいているところですが、本基本方針を踏まえ、適正な執行に 

向けて一層の取組みをお願いします。 

具体的には、農協や生産者への事業説明用パンフレットや会議資料等に、本基本方 

針を踏まえて事業の適正執行について記載していただき、広く関係者に周知していた 

だくなどの取組みをお願いします。 

 

なお、機構におきましても、事業の適正な執行を確認するための交付金調査や補助 

事業に係る現地調査を引き続き行う予定にしていますので、ご理解とご協力の程よろ 

しくお願いします。  
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ⅢⅢ  出出荷荷団団体体及及びび生生産産者者のの機機構構へへのの登登録録  

 

出荷団体又は生産者が指定野菜価格安定対策事業及び契約指定野菜

安定供給事業に加入するためには、あらかじめ機構へ申請し登録して

いただく必要があります。この登録は指定野菜価格安定対策事業及び

契約指定野菜安定供給事業に共通です。既に登録出荷団体等となって

おり、指定野菜価格安定対策事業に加入している者が、別途、契約指

定野菜安定供給事業又は緊急需給調整事業に加入しようとする場合、

新たに登録申請をしていただく必要はありません。 

登録を受けるための要件及び登録の申請に係る手続きは以下のとお

りです。 

  

１１..  出出荷荷団団体体のの登登録録要要件件  

登録を受ける資格を有する出荷団体は、少なくとも一つの野菜指定

産地の区域の全部をその活動地区の全部又は一部とする①農業協同組

合、②農業協同組合連合会、③事業協同組合（商業協同組合など）、

④協同組合連合会又は⑤農業協同組合若しくは農業協同組合連合会が

主な構成員となっている団体となっています（野菜法第 11 条第 1 項、

業務方法書第 86 条第１項）。 

これらの団体のうち③と④は、登録を受ける前３年間の各年におい

て野菜指定産地の区域内で生産された指定野菜（以下「対象野菜」と

いいます。）を生産者の委託を受けて出荷した実績がなければなりま

せん（施行規則第５条第 1 号、業務方法書第 86 条第１項）。また、

⑤の団体は、対象野菜の出荷の委託を受けた生産者に対する価格差補

給金の交付及び負担金の分担の方法が衡平を欠くものでないこと、代

表者の選任の手続を明らかにしていること、代表権の範囲を不当に包

括的なものとしていないこと及び意思決定に対する構成員の参加を不

当に差別していないことの要件を備えている規約を有するものに限ら

れています（施行規則第５条第２号）。 

その他、いくつかの市町村が野菜指定産地の区域として指定されて

いる場合、出荷団体はその区域の全部が活動地区として定款や規約で

指定されていることが必要ですので注意してください。複数の野菜指

定産地が指定されている場合は、そのうちの一の野菜指定産地が上記

のように定款等に規定されている活動地区の要件を満たせば、登録資

格を有することとなります。なお、交付予約できる野菜の種別は、③

と④の団体（２に掲げる生産者も同様です。）を除き、資格を有する

こととなった種別に限りません。 

 

２２..  生生産産者者のの登登録録要要件件   

（１） 資格及び作付面積要件 

登録を受ける資格を有する生産者は、対象野菜を生産して出荷す

る個人、法人又はその他の団体であって、当該対象野菜の作付面積

がおおむね２ヘクタールに達しているものです（野菜法第 11 条第

２項、施行規則第６条、業務方法書第 86 条第２項）。 

なお、登録を受けようとする者が法人格のない団体である場合は、

２以上の者が、生産、出荷及び収支決算を共同して行っているもの

であって、その旨を規約で定めているものに限ります。（「指定野

菜価格安定対策事業及び契約指定野菜安定供給事業の実施につい

て」（平成 14 年８月２日付け 14 生産第 3628 号農林水産省生産局

長通知。以下「事業実施通知」といいます。）の記の１の(1)及び

(2)）。 

この「共同して行う」ことの基準は、第Ⅲ－１表のとおりです。 
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第第ⅢⅢ－－１１表表    

２２以以上上のの者者がが、、生生産産、、出出荷荷及及びび収収支支決決算算をを共共同同でで行行ううここととのの基基準準  

生産を共同して行う基準 ２以上の者が次に掲げる事項のすべてを行うこ

と。 

・生産資材の共同購入及び機械若しくは施設等

の共同購入又は共同利用 

・品種及び作付体系の統一 

・播種、防除及び収穫の基幹作業の共同実施 

出荷を共同して行う基準 ２以上の者が選別及び集荷を共同で行うこと。 

収支決算を共同して行う

基準 

２以上の者が共同で出荷した野菜の販売金額を

プールして分配すること。 

  

（２） 面積要件の詳細 

ア. 面積要件の原則 

（１）の面積要件は、少なくとも一つの野菜指定産地の区域内で

満たされる必要があります（事業実施通知の記の１の(1)）。 

このため、ＡとＢの異なる野菜指定産地において、Ａ、Ｂそ

れぞれの区域内で同一種別の野菜を１ヘクタールずつ合計２ヘク

タール作付けする場合は、たとえ農地が隣接している場合であっ

てもそれぞれの指定野菜産地の区域内における面積要件を満たさ

ないため登録を受けることはできません。 

イ．作付面積の合算 

（ア）登録を受けようとする生産者のほ場が、複数の指定野菜に係

る野菜指定産地として重複して指定された区域にある場合、

第Ⅲ－２表の種別及び季節区分ごとの対象野菜に限り、当該

複数の指定野菜の作付面積を合計することができます。 

（イ）一つの対象野菜について、１年に複数回の作付けが行われる

場合の当該対象野菜の作付面積は、当該複数回作付される面

積の延べ面積とすることができます。 

第第ⅢⅢ－－２２表表  作作付付面面積積をを合合計計すするるここととががででききるる対対象象野野菜菜  

種 別 季節区分 対 象 野 菜 

葉茎菜類 春 も の 春キャベツ、春だいこん、たまねぎ、春夏にんじん、春ね

ぎ、春はくさい、ばれいしょ、春ブロッコリー、ほうれん

そう、春レタス 

根 菜 類 夏秋もの 夏秋キャベツ、秋冬さといも、夏だいこん、たまねぎ、秋

にんじん、夏ねぎ、夏はくさい、ばれいしょ、夏秋ブロッ

コリー、ほうれんそう、夏秋レタス 

 冬春もの 冬キャベツ、秋冬さといも、秋冬だいこん、たまねぎ、冬

にんじん、秋冬ねぎ、秋冬はくさい、ばれいしょ、冬ブロ

ッコリー、ほうれんそう、冬レタス 

果 菜 類 夏秋もの 夏秋きゅうり、夏秋トマト、夏秋なす、夏秋ピーマン 

 冬春もの 冬春きゅうり、冬春トマト、冬春なす、冬春ピーマン 

※ブロッコリーは令和８年度事業から適用 

具体的には、複数の野菜指定産地として重複して指定された

地域において、同一季節区分の夏秋レタス１ヘクタール、夏秋キ

ャベツ１ヘクタールを作付けしている場合、合算することができ

るため合計で２ヘクタールとなるので要件を満たします。他方、

季節区分の異なる春レタス（主な出荷時期４－５月）を１ヘクタ

ール、夏秋レタス（同６－10 月）を１ヘクタール作付けしてい

る場合、季節区分の異なる種別の作付面積を合算することができ

ないため、要件は満たされないこととなります。 

複数の季節区分に該当している、ほうれんそう、ばれいしょ

及びたまねぎについては、記載されているそれぞれの季節区分に

該当するものとして位置づけられていますので、例えば、「春も

の」の春ねぎの後作として「夏秋もの」のばれいしょを作付けて

いる場合など異なる季節区分の種別が前後作として作付けが行わ

れている場合は、同一季節区分とみなされないことから、作付面

積を合算することはできません。 
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ほうれんそう等のように一つの対象野菜が 1 年間で複数回に

わたり作付けされる場合の当該対象野菜の作付面積は、（イ）に

該当し、当該回数の作付けに係る延べ面積となります。 

（３）面積要件の確認 

新たに登録を受けようとする生産者は、登録申請時に申告した対

象野菜の作付面積について、機構の確認を受ける必要があります。

また、既に登録を受けている登録生産者にあっては、毎年、所定の

報告書にて対象野菜の作付面積について報告をする必要があります

（業務方法書第 87 条及び第 88 条）。 

ア．新たに登録を受けようとする生産者 

登録申請時に申告した作付面積（当該年又は当該年１年前作

付面積）について、確認します。なお、確認は効率的かつ的確に

行う観点から、対象野菜を生産する農地の所在する都道府県の野

菜価格安定法人（以下「県法人」といいます。）等にその業務の

一部を委託して実施しています。 

イ．既に登録を受けている登録生産者 

登録簿に記載された対象野菜の前年の作付面積及び当該年の

作付計画面積について報告書を提出いただきます。報告書に基づ

き、当該対象野菜の作付面積が(1)の要件を満たしているかどう

かを確認します。 

なお、この報告書の提出期限は、業務方法書に定める業務区

分ごとの価格差補給交付金又は価格差補給金（以下「価格差補給

交付金等」といいます。）の交付に関する申込期限（登録された

対象野菜が複数の種別に係る場合にあっては、これら対象野菜に

係る業務区分の申込期限のうち最初に始まる業務区分の申込期

限）までとなります。 

 

 

 

３３．．登登録録のの手手続続きき  

（１）登録の申請 

１又は２の資格を備えている出荷団体等が登録を受けようとする

場合は、登録申請書に所要の添付書類を添えて機構に提出してい

ただく必要があります（業務方法書第 87 条、実施細則第１条）。 

登録申請の書類は、具体的には次のとおりとなっています。 

ア．出荷団体（実施細則別記様式第１－１号） 

登録申請書に、申請者の名称、事務所の所在地、代表者氏名及

び地区を記載し、定款又は規約、登記簿謄本又は抄本（代表者

の氏名及び住所を記載した書面）、出荷委託契約書（農業協同

組合又は農業協同組合連合会以外の法人は、出荷に関する委託

関係等登録出荷団体たる資格を有することを証明する書面）、

対象野菜の種別ごとの過去３年間の出荷実績を添付します。 

イ．生産者（実施細則別記様式第１－２号） 

（ア）個人 

登録申請書に、申請者の氏名、住所、野菜指定産地名及び

当該野菜指定産地の区域内で生産される対象野菜名を記載し、

当該対象野菜の作付面積が２の(1)の要件に達していることを

証明する書面を添付します。 

なお、添付資料については、次のとおりです。 

①対象野菜の作付けをする農地が所在する市町村の農業委員会

が発行する耕作証明書、農地台帳又は農地の利用権設定に係

る契約書等の写しを添付してください。そして、これらの面

積を合計したものが申請書の作付面積の数値に合致するよう

にしてください。このほか、農地の地図（写）を添付してい

ただく場合があります。なお、この書類は、２の(３)アに記

載する県法人による作付面積の確認が実施される場合、県法

人へ提供していただきます。 

②付属資料として、対象野菜の種別ごとの直近年の出荷実績を
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月ごとに整理したもの、当該年の任意の月についての日別出

荷実績を整理したものを添付してください。さらに、出荷実

績を証するものとして、当該任意の月のうち任意の１日につ

いて、出荷先、出荷品目、出荷数量がわかる出荷伝票の写し

を添付してください。 

（イ）法人その他の団体 

   ①法人格のある団体 

登録申請書に、申請者の名称、事務所の所在地、代表者氏名、

野菜指定産地名及び当該野菜指定産地の区域内で生産される対

象野菜名を記載し、当該対象野菜の種別別作付面積が２の(1)

の要件に達していることを証明する書面、当該団体の定款又は

規約（参考として設立総会議事録）、登記簿謄本又は抄本を添

付します。作付面積に係る添付資料の留意事項は（ア）と同様

です。 

②その他の団体（協業経営体） 

２の(1)の説明のとおり、２以上の者が、生産、出荷及び収

支決算を共同して行っていることが要件となっていますので、

それを証明する書面(各種活動を協同で行う旨が明示された規

約、直近の作業日誌、種子等の共同購入伝票、直近の決算書や

販売代金計算書、振込書等の写し等)を添付してください。こ

のような「共同」に関する確認についても、作付面積の確認と

併せて機構から県法人等に委託して行ってもらうこととしてい

ます。 

 （２）登録簿への登録 

機構は、出荷団体等から登録申請書を受領した場合には、その出

荷団体等が、①１又は２の要件を満たしていないとき、②以前に登

録を取り消され（取消しの要件は４の(２)を参照）、その取消しの

日から３年を経過していないときを除き、登録簿に登録します（業

務方法書第 87 条第２項）。 

登録簿に登録したときは、機構は登録を申請した出荷団体等、当

該対象野菜が生産される野菜指定産地をその区域内に含む都道府県

知事（以下「県知事」といいます。）及び当該県に事務所が所在し

機構が登録に関する業務の一部を委託した県法人等に、通知を行い

ます（業務方法書第 87 条第３項）。 

 

４４．．登登録録後後のの届届出出等等 

（１）届出事項 

登録出荷団体等が、その資格を失い、又は定款や規約、代表者の

氏名、事務所の所在地（個人の場合は氏名又は住所）に変更があっ

たときは、遅滞なくその旨を書面で機構に届け出なければなりませ

ん（業務方法書第 89 条）。 

（２）登録の取消し 

ア．機構は、登録出荷団体等に、登録出荷団体等たる資格の喪失、

解散又は死亡があったときには、その登録を取り消します（業務

方法書第 90 条第１項）。 

イ．また、登録出荷団体等が、①１年間価格差補給交付金等の交付

に関する申込みを行わなかったとき、②負担金の未納、登録出荷

団体が生産者に価格差補給金を交付しなかったときその他機構に

対する義務を怠ったとき、③機構の業務を妨げる行為をしたとき、

④法令、行政庁の処分、機構の業務方法書に違反し、その他故意

又は重大な過失により、機構の信用を失わせるような行為をした

ときは、登録を取り消すことができます（業務方法書第 90 条第

２項）。 

なお、機構は、この登録の取消しを行った場合には、その旨

及びその理由を明らかにした書面をもって、当該出荷団体等、当

該対象野菜が生産される野菜指定産地をその区域内に含む県知事

及び当該県に事務所が所在し機構が登録に関する業務の一部を委

託した県法人等に書面で通知します（業務方法書第 90 条第４
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項）。 

（３）登録の取消しの申請 

登録の取消しには、(２)のような登録の要件を欠く場合等のほか、

登録出荷団体等からの登録の取消しの申請に基づいて行う場合があ

ります（業務方法書第 91 条）。 

この場合、登録出荷団体等は、機構の事業年度の終わりの日の６

ヵ月前までに、当該事業年度の終わりに当該出荷団体等の登録を取

り消すべき旨を書面により申請します。これにより、機構は、当該

登録出荷団体等の登録を当該事業年度の終わりの日に取り消します。

ただし、機構の業務の遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認

められた場合には、当該事業年度の終わりと異なる日に登録を取り

消す場合があります。 

なお、機構は、このようにして登録の取消しを行った場合には、

(２)のイと同様の相手先に同様の方法で通知します。 

（４）登録出荷団体等に係る承継 

個人、法人又はその他の団体が登録出荷団体等から、その農業経

営（野菜作に限る。）の全部を承継した場合は、新たな登録申請を

行う必要はなく、「全部を承継した」旨の申請を機構に行ってくだ

さい（業務方法書第 87 条、実施細則第１条第 2 項）。  

  

５５．．交交付付予予約約ままででののそそのの他他のの諸諸手手続続  

（１）供給計画の作成、提出 

登録出荷団体等は、登録後、交付予約の申込みを行うにあたって

は、あらかじめ供給計画(当初計画)を作成し、（登録生産者は、県

知事経由）農林水産省農産局長あて届出(申請)を行います。 

その後、供給計画(確定計画)の届出(申請)を行います。 

（重要野菜(キャベツ、秋冬だいこん、たまねぎ、秋冬はくさい)は、

農林水産省農産局長の承認が必要なので「申請」となります。) 

 

（２）産地強化計画の策定、提出 

指定野菜価格安定対策事業において特例申込み 50 又は特例申込

み 55（重要野菜を除く。）（Ⅳ 指定野菜価格安定対策事業３の

(２)を参照してください。）の交付予約申込みを行う場合やきゅう

り、トマト、なす、ピーマン、春夏にんじん及び冬レタスにおいて、

生産資材費高騰時の特例の交付予約申込を行う場合及び加工業務用

対応の特例の交付予約申込を行う場合は、あらかじめ産地強化計画

（生産資材費高騰時の特例については、資材の利用を削減する計画。

加工業務用対応の特例については、加工・業務用野菜の安定供給に

関する計画。）を策定し県知事に提出して、認定を受ける必要があ

ります。(Ⅳ 指定野菜価格安定対策事業３の(６)を参照してくださ

い。） 

（３）緊急需給調整事業への加入 

緊急需給調整事業は、重要野菜及び調整野菜を対象とした生産出

荷団体緊急需給調整事業がありますが、登録出荷団体等は、指定野

菜価格安定対策事業の交付予約の申込みを行う場合は、生産出荷団

体緊急需給調整事業への加入が必要です。 

（４）交付予約の申込み 

都道府県と、あらかじめ対象野菜の種類、数量、申込時期をよく

ご相談の上で、手続きしてください。 

 
(参考)指定野菜の区分    ※ブロッコリーは令和８年度から適用 

重要野菜 
キャベツ(春・夏秋・冬)、秋冬だいこん、たまねぎ、秋冬は

くさい 

調整野菜 
だいこん(春・夏)、にんじん(春夏・秋・冬)、はくさい(春・

夏)、レタス(春・夏秋・冬) 

一 般 指 定

野菜 

きゅうり(夏秋・冬春)、秋冬さといも、トマト(夏秋・

冬春)、なす（夏秋・冬春）、ねぎ(春・夏・秋冬)、ば

れいしょ、ピーマン(夏秋・冬春) 、ブロッコリー（春

・夏秋・冬）、ほうれんそう 
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第第ⅣⅣ－－１１表表  対対象象市市場場群群にに属属すするる市市場場等等のの一一覧覧  

対象市場群名 対象市場群に属する市場等 

北海道ブロック 北海道 

東北ブロック 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県及び福島県 

関東ブロック 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、 

神奈川県、山梨県、長野県及び静岡県 

北陸ブロック 新潟県、富山県、石川県及び福井県 

東海ブロック 岐阜県、愛知県及び三重県 

近畿ブロック 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県  

中国ブロック 鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県岩国市 

四国ブロック 徳島県、香川県、愛媛県及び高知県 

九州ブロック 山口県（岩国市を除く）、福岡県、佐賀県、長崎県、 

熊本県、大分県、宮崎県及び鹿児島県 

沖縄ブロック 沖縄県 

注：各対象市場群に属する市場等は、都道府県及び市の区域に立地する機構が指定した

中央卸売市場、地方卸売市場及び野菜取扱市場等である（令和２年６月21日施行）。 

 

(3) 対象出荷期間 

対象出荷期間は、価格差補給交付金等の交付の業務の対象となる対象野菜

の出荷時期の区分として対象野菜ごとに定められています。 

対象出荷期間を定めているのは同じ対象野菜であっても、その出荷時期に

よって価格の水準にかなりの差があり、その価格形成の実態に即して、より

適正な価格差補てんが行われるようにするためです。 

対象出荷期間は、野菜法施行令で定める対象野菜の種別の期間（標準的な

作型を基礎として定める期間）とすることを原則としていますが、種別の期

間が比較的長いもので、その期間の前・後半によって価格の水準にかなりの

差が認められる場合等には、産地の事情等も十分勘案して種別の期間を更に

区分して対象出荷期間を定めることとしています。 

ⅣⅣ  指指定定野野菜菜価価格格安安定定対対策策事事業業  

 
１１..  事事業業のの仕仕組組みみ  
(1) 対象野菜 

指定野菜価格安定対策事業の対象となる野菜は、野菜法で定める14品目の

指定野菜であって、次の要件をすべて満たさなければなりません（野菜法施

行令第１条、「指定野菜価格安定対策事業に係る価格差補給金の交付の指針

について」）。 

①  野菜指定産地の区域内で生産される指定野菜(加工専用品種を含む)で

あること 

②  登録出荷団体が生産者の委託（直接又は農協等を経由）を受けて、又 

は登録生産者が出荷するものであること 

③ 機構の定める対象市場群に属する市場等へ出荷するものであること 

④ 一定の出荷期間（対象出荷期間）内に出荷するものであること 

⑤ 機構の定める対象野菜の規格に適合するものであること 

(2) 対象市場群 

機構の定める対象市場群とは、全国にある卸売市場等を10のブロックに区

分し、そのブロックごとに属する卸売市場等を指します（業務方法書第93条

第１号）。 

この対象市場群に属する卸売市場等は、中央卸売市場、機構が定める地方

卸売市場及び野菜の販売施設（現在は、ＪＡ全農青果センター(株)の３事業

所）に限られます。 

なお、卸売市場法の改正（令和２年６月21日施行）に伴い、「指定野菜価

格安定対策事業の推進について」（農林水産省生産局長通知）が改正され、

業務方法書の対象市場群の定義の規定の変更等を行いました。 
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第第ⅣⅣ－－１１図図  指指定定野野菜菜のの種種別別及及びび対対象象出出荷荷期期間間（（令令和和７７年年度度））  
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4～5/15 5/16～6

春ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ 夏秋ブロッコリー

春キャベツ 夏秋キャベツ

9

春はくさい 夏はくさい 秋冬はくさい

冬ブロッコリー

冬キャベツ

10～11/15
10/16～12

10/16～11

3

11～12

7 8 9 10 11 12 1 2

1～37～10

5～6/15 6 7 8 9 12 1

  
注１：野菜の種類ごとの上段は種別であり、中段は複数月の対象出荷期間（月又は月／

日）及び下段は単月の対象出荷期間（月又は月／日）を示す。 

(1) 夏秋キャベツＡの対象出荷期間は11/1～11/15である。（令和７年度限り。） 

(2)冬レタスＢの対象出荷期間は10/16～10/31である。 

(3)冬春ピーマンＣの対象出荷期間は6/1～6/15である。 

注２：ほうれんそう、たまねぎ、ばれいしょは季節による区分はない。 

注３：さといもの空白部分は、価格補てんの対象外の期間である。 

注４：単月の対象出荷期間は、次の(1)～(13)の場合を除き、対象出荷期間を月単位ご

とに分割したものである。 

(1) 春キャベツは単月化しない。 

(2) 春はくさいの3/16～6月は3/16～4/30、5月、6月の3区分とする。 

(3) 夏はくさいの7/1～8/10は単月化しない。 

(4) 夏はくさいの8/11～10/15は8/11～8/31、9/1～10/15の2区分とする。 

(5) 春ブロッコリーの4月～6/15は4月、5/1～6/15の2区分とする。 

(6) 夏秋ブロッコリーの10/1～11/15は単月化しない。 

(7) 冬ブロッコリーの10/16～12月は10/16～11/30、12月の2区分とする。 

(8) 冬レタスの10/16～11月は10/16～10/31、11月の2区分とする。 

(9) 冬春ピーマンの4月～6/15は4月、5月、6/1～6/15の3区分とする。 

(10) 夏秋ピーマンの5/16～7月は5/16～6/30、7月の2区分とする。 

(11) 冬春ピーマンの10/21～12月は10/21～11/30、12月の2区分とする。 

(12) 春だいこんの3/16～6月は3/16～4/30、5月、6月の3区分とする。 

(13) 春夏にんじんの3/16～5月は3/16～4/30、5月の2区分とする。 

注５：ブロッコリーは、令和８年度からの適用である。 

 

２２..業業務務のの組組立立てて  

(1) 業務区分 

業務区分は、事業を実施する上での基本的な単位であり、価格差補給交付

金等の交付に関する契約（以下「交付予約」といいます。）、保証基準額等

の単価の算定、交付金単価の決定、資金の管理、価格差補給交付金等の交付

の業務等は、すべてこの業務区分ごとに行われます。 

業務区分は、①対象野菜、②対象市場群、③対象出荷期間の３つの要素に

より構成されています。具体的には、例えば、キャベツを７月～10月の間に

東京都卸売市場へ出荷する予定であれば、「夏秋キャベツ・７～10月・関東

ブロック」という一つの業務区分について、交付の業務が行われます（業務

方法書第96条、実施細則別表１から別表６）。 

なお、業務区分数（令和７年４月現在）は下の表のとおりです。 

第第ⅣⅣ－－２２表表  業業務務区区分分数数一一覧覧  ※ブロッコリーは除く  

複数月業務区分・重要野菜 （実施細則別表１）     107 

  〃   ・調整野菜 （  〃 別表２）       228 

 〃   ・一般指定野菜 （  〃 別表３）       462 

単月業務区分  ・重要野菜 （  〃 別表４）       230 

  〃    ・調整野菜 （  〃 別表５）       433 
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 〃    ・一般指定野菜 （  〃 別表６）     1,066 

合 計   2,526 

(2) 業務対象年間 

業務対象年間は、交付予約の契約期間のことであり、対象出荷期間を３回

含むおおむね３か年を基本として、業務区分ごとにその期間が定められてい

ます。例えば、10月１日から12月31日までの対象出荷期間であれば、令和７

年10月１日から令和９年12月31日までが業務対象年間となります（業務方法

書第93条第３号、実施細則別表１から別表６）。 

原則、業務対象年間の初年度に造成した資金を原資として、業務対象年間

において必要な価格差補給交付金等の交付の業務が実施されます。ただし、

価格差補給交付金等を交付したことにより、指定野菜価格安定対策資金が著

しく減少し、この事業を行うことが困難と認められる場合、登録出荷団体等

の交付予約数量の適正化を図る必要がある場合、登録出荷団体等の最低基準

額等の特例等の申込みをする機会を与える必要がある場合、農業保険法（昭

和22年法律第185号）に基づく農業経営収入保険事業の実施に伴い必要があ

る場合その他やむを得ない場合には、当該業務対象年間を短縮することがで

きるとされています。 

これを踏まえて近年では、１年ごとに業務対象年間を短縮して翌年度に新

たな業務対象年間を定め、交付予約をし直すことにより、毎年度、資金を造

成（再造成）しています。 

(3) 保証基準額 

野菜法第10条の規定では、機構は、対象野菜の価格の「著しい低落」があ

った場合に生産者補給交付金等を交付するとされていますが、この「著しい

低落」がどの程度の下落であるのかは、野菜法には明記されていません。保

証基準額は、この「著しい低落」の具体的な判断基準を示すものであり、対

象野菜の平均販売価額（６の(１)を参照してください。）がその額を下回っ

た場合には登録出荷団体等に対して価格差補給交付金等が交付されます。 

この保証基準額は、野菜の種類、地域の生産及び流通の実態に応じて価格

差補給交付金等が交付されるよう業務区分ごとに定め、また、過去６か年の

卸売市場の卸売価格を平均した価格を基に算出した価格（以下「平均価格」

といいます。）の90％相当としています（業務方法書第93条５号、実施細則

別表１から別表６）。 

(4) 最低基準額 

対象野菜の平均販売価額が保証基準額を下回った場合、その差額に補てん

率を乗じて得た額が価格差補給交付金等として交付されますが、価格差補給

交付金等の交付の対象となる価格差には上限が設けられています。最低基準

額は、その上限を示す価格であり、平均販売価額がその額を下回った場合、

保証基準額と最低基準額との差額に補てん率を乗じて得た額が価格差補給交

付金等として交付されます。 

また、最低基準額は、業務区分ごとに平均価格の50％、55％、60％、65％

及び70％に相当する額の中から産地の実情に応じて登録出荷団体等が自主的

に選択できることとなっており、特例申込み50、特例申込み55、標準申込み、

特例申込み65及び特例申込み70という名称で区別しています。 

なお、特例申込み50又は特例申込み55（重要野菜を除く。以下同じ。）は、

「野菜の産地強化計画の策定について」（平成13年11月16日付13生産第6379

号農林水産省生産局長通知）に定める産地強化計画（以下「産地強化計画」

といいます。）を策定しなければ、その交付予約の申込みを行うことができ

ません。登録出荷団体にあってはその申込に係る野菜の出荷の委託を行おう

とする全ての出荷団体が産地強化計画を策定していること、登録生産者にあ

っては自ら産地強化計画を策定していることが必要です。 

さらに、この特例申込み50又は特例申込み55の交付予約をした場合であっ

ても、野菜価格安定対策費補助金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産

第3943号農林水産事務次官依命通知）の別記１野菜需給均衡総合推進対策事

業実施要領（以下「需給均衡要領」といいます。））に定める供給計画と出

荷実績との乖離が±20％以上あるときは、重要野菜にあってはその最低基準

額を特例申込み55の最低基準額まで、それ以外の野菜にあっては標準申込み

まで引き上げます（業務方法書第93条６号から第10号、実施細則別表１から

別表６）。 
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３３..  交交付付予予約約  
(1) 交付予約の申込み 

交付予約の申込みは、登録出荷団体等が機構に対して行うこととなってい

ます。 

登録出荷団体等は、管内の生産・出荷状況、野菜の価格動向、生産者にお

ける負担金の許容度合、野菜生産における国等の計画等を十分把握した上で、

業務区分ごとに定められている対象野菜、対象出荷期間、対象市場群、資金

造成単価、保証基準額及び最低基準額をよく検討して、どの業務区分に何ト

ンの申込みをするかを決めます。この場合、道府県の補助金も価格差補給交

付金等の原資の一部となっている関係もあるため、道府県の主務課とよく調

整しておくことが大切です。交付予約の申込みは、価格差補給交付金等の交

付を受けようとする最初の年の対象出荷期間の開始前の申込期限（表Ⅳ-３

表）までに実施細則に定める様式の申込書により行います（業務方法書第97

条）。 

申込みを行うに当たってのその他の注意事項は以下のとおりです。 

ア．業務区分には、おおむね１か月を対象出荷期間とする業務区分（以

下「単月」といいます。）と、一定の期間を対象出荷期間とする業務

区分（以下「複数月」といいます。）があります。いずれの業務区分

も適用される資金造成単価、保証基準額等は同じですが、同一の対象

野菜について単月と複数月を重複して交付予約の申込みを行うことは

できません。 

 イ．農業保険法第175条に規定する収入保険と指定野菜価格安定対策事業

は令和３年から令和５年の間に初めて収入保険に加入される方は、３

年間まで（令和６年から同時利用を開始された方については、２年間

まで）、収入保険と野菜価格安定対策事業を同時利用することができ

るよう見直されたことから、登録出荷団体にあっては委託生産者、特

定登録生産者（登録生産者のうち構成員に対して当該構成員の出荷実

績に応じて価格差補給金を配分している者をいいます。）にあっては

その構成員に対し、収入保険との同時利用に関係する周知等について、

次のとおり行うこととしています。 

  ①指定野菜価格安定対策事業と収入保険の同時利用できない者が指定野

菜価格安定対策事業の利用期間が収入保険の保険期間と重複する場合、

収入保険の保険資格者に該当しないことを周知する。 

  ②収入保険の保険関係が成立した者又は成立する見込みのある者で①の

収入保険の保険資格者に該当しない者は、登録出荷団体（ＪＡ等）又

は特定登録生産者に対し、指定野菜価格安定対策事業を利用しない意

思及び期間を書面（以下「申告書」という。）により、当該利用しな

い期間が始まる前に申告するよう促す。また、登録出荷団体及び特定

登録生産者は、申告が適切に行われるよう促す。 

なお、登録生産者及び申告書を受けた特定登録生産者は、機構に対し、同

様の申告をします。 

その上で、登録出荷団体等は、指定野菜価格安定対策事業を利用しない委

託生産者又は特定登録生産者の構成員から交付予約の申込みの前に、提出が

あった申告書について、その申告書の内容を踏まえて交付予約の申込みを行

うようにしてください（交付予約の申込み後に収入保険の保険関係が成立し

た者又は成立する見込みのある者については、（７）を参照）。 

また、指定野菜価格安定対策事業と収入保険の同時利用できない者の同時

利用の発生を防ぐため、収入保険の実施主体との間で、互いの事業の利用状

況についての問合せに対して回答できるようにしておく必要があります。こ

のため、申告書の提出の際は、「指定野菜価格安定対策事業の適正な実施を

図るため、委託生産者の同事業の利用状況について、収入保険の実施主体に

必要な範囲において情報提供する場合がある」旨の個人情報の取扱いについ

て同意を書面で取っておくように努めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 29 ―　― 28 ―　



第第ⅣⅣ－－３３表表  交交付付予予約約のの申申込込期期限限  

春 キ ャ ベ ツ ４ ～ ５ /15 夏 秋 キ ャ ベ ツ ７ ～ 10 夏 秋 キ ャ ベ ツ 11 ～ 11/15 注

〃 ５ /16 ～ ６ 夏 秋 き ゅ う り ７ ～ ９ 冬 キ ャ ベ ツ 11 ～ 12

冬 春 き ゅ う り ５ ～ ６ 〃 10 ～ 11 〃 １ ～ ３

秋 冬 さ と い も ６ ～ ７ 秋 冬 さ と い も ８ ～ ９ 冬 春 き ゅ う り 11/21 ～ 12

春 だ い こ ん ３ /16 ～ ６ 夏 だ い こ ん ７ ～ ９ 〃 １ ～ ２

たま ねぎ （即 売 ） ４ たま ね ぎ （即 売 ） ８ ～ 12 〃 ３ ～ ４

〃 ５ ～ ６ 夏 秋 ト マ ト ７ ～ ９ 秋 冬 さ と い も 10 ～ 12

た ま ね ぎ ７ ～ 10 〃 （ ミ ニ ） ７ ～ ９ 〃 １ ～ ３

冬 春 ト マ ト ５ ～ ６ 夏 秋 ト マ ト 10 ～ 11 秋 冬 だ い こ ん 10 ～ 12

〃 （ ミ ニ ） ５ ～ ６ 〃 （ ミ ニ ） 10 ～ 11 〃 １ ～ ３

冬 春 な す ５ ～ ６ 夏 秋 な す ７ ～ ９ たま ね ぎ （即 売 ） １ ～ ４

春 夏 に ん じ ん ３ /16 ～ ５ 〃 10 ～ 11 たま ね ぎ （貯 蔵 ） 11 ～ 12

〃 ６ ～ ７ 秋 に ん じ ん ８ ～ 10 〃 １ ～ ３

春 ね ぎ ４ ～ ６ 夏 ね ぎ ７ ～ ９ 冬 春 ト マ ト 11/21 ～ 12

春 は く さ い ３ /16 ～ ６ 夏 は く さ い ７ ～ ８ /10 〃 （ ミ ニ ） 11/21 ～ 12

ばれいしょ（即売） ４ ～ ６ 〃 ８ /11 ～ 10/15 冬 春 ト マ ト １ ～ ２

ば れ い し ょ ７ ～ ９ 夏 秋 ブ ロッコ リー ８ ～ ９ 〃 （ ミ ニ ） １ ～ ２

冬 春 ピ ー マ ン ４ ～ ６ /15 〃 10 ～ 11/15 冬 春 ト マ ト ３ ～ ４

夏 秋 ピ ー マ ン ５ /16 ～ ７ ほ う れ ん そ う ７ ～ ９ 〃 （ ミ ニ ） ３ ～ ４

〃 ８ ～ 10 夏 秋 レ タ ス ８ ～ 10 冬 春 な す 11/21 ～ 12

春 ブ ロ ッ コ リ ー ４ ～ ６ /15 〃 （ 非 結 球 ） ８ ～ 10 〃 １ ～ ２

夏 秋ブ ロッコ リー ６ ～ ７ 〃 ３ ～ ４

ほ う れ ん そ う ４ ～ ６ 冬 に ん じ ん 11 ～ 12

春 レ タ ス ４ ～ ５ 〃 １ ～ 3

〃 （ 非 結 球 ） ４ ～ ５ 秋 冬 ね ぎ 10 ～ 12

夏 秋 レ タ ス ６ ～ ７ 〃 １ ～ 3

〃 （ 非 結 球 ） ６ ～ ７ 秋 冬 は く さ い 10

〃 11 ～ 12

〃 １ ～ 3

ば れ い し ょ 10 ～ 12

〃 １ ～ ３

ばれいしょ (即売) １ ～ ３

冬 春 ピ ー マ ン 10/21 ～ 12

〃 １ ～ ３

冬 ブ ロ ッ コ リ ー 10/16 ～ 12

〃 １ ～ ２

〃 ３

ほ う れ ん そ う 10 ～ 12

〃 １ ～ ３

冬 レ タ ス 10/16 ～ 11

〃 （ 非 結 球 ） 10/16 ～ 11

冬 レ タ ス 12

〃 （ 非 結 球 ） 12

冬 レ タ ス １ ～ ２

〃 （ 非 結 球 ） １ ～ ２

冬 レ タ ス ３

〃 （ 非 結 球 ） ３

27 21 47計 計計

2月20日 5月20日 8月31日

野菜の種別 対象出荷期間 野菜の種別 対象出荷期間 野菜の種別 対象出荷期間

 

注：夏秋キャベツ11～11/15は、令和７年度限り。令和８年度以降は、7～11/15の区

分を設定。 

※「単月」の業務区分の申込期限は、その月をこの表の対象出荷期間に含むものと同

一とする。 

※ブロッコリーは、令和８年度から適用。 

(2) 特例申込み 

最低基準額は、産地の実情に応じて業務区分ごとに、平均価格の50％、55

％、60％、65％及び70％に相当する額の中から１つを選択する特例申込みを

行うことができます（業務方法書第97条第２項第２号及び第５号）。 

特例申込み50又は特例申込み55は、標準申込みに比べ造成に必要な資金を

多く拠出する必要がありますが、価格差補てんの幅が広く、より多くの価格

差補給交付金等が得られます。他方、特例申込み65又は特例申込み70は、標

準申込みに比べ得られる価格差補給交付金等が少なくなる可能性があります

が、比較的少額な資金で事業に参加することができます。 

交付予約の申込みをするに当たっては、標準申込み及び各特例申込みそれ

ぞれのメリット、デメリットを十分に比較検討した上で、業務区分ごとにい

ずれか１つを選択することとなります。 

(3) 特別補給交付金等の交付の申込み 

指定野菜価格安定対策事業は、対象野菜の平均販売価額が保証基準額を下

回って低落した場合、原則、その差額に産地区分に応じた補てん率を乗じた

額を単価として価格差補給交付金等が交付されます。 

しかしながら、野菜の需給動向に鑑み、重点的に需給・価格の安定を図る

必要のある重要野菜についてはその供給確保と価格の安定が強く要請されて

いること等を考慮し、出荷団体による計画的な出荷を促進するため、一定の

計画に即して出荷が行われた場合には産地区分に応じた補てん率に１割を上

積みし、価格差補給交付金等が交付されます。この１割に相当する価格差補

給交付金等を特別補給交付金等といいます。 

一方、重要野菜以外の野菜にあっては、特別補給交付金等の交付を受ける

べき旨の申込みをすることができます。 

なお、特別補給交付金等の交付を受けるべき旨の申込みをする場合、造成

に必要な資金が申込みをしない場合に比べおおむね１割増加します。 

(4) 緊急需給調整事業の実施について 

特に需給の安定を図る必要のある野菜（キャベツ、秋冬だいこん、たまね

ぎ、秋冬はくさい、春だいこん、夏だいこん、にんじん、春はくさい、夏は

くさい及びレタス）については、価格低落時における出荷の後送り、加工用

販売若しくは市場隔離又は価格高騰時における出荷の前倒しを実施した場合
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に交付金が交付されます。これらの対象野菜の交付予約の申込みをする場合、

この交付金の交付に当てるための資金を別途納入する必要があります。事業

の仕組み、内容等は、「Ⅸ緊急需給調整事業」を参照してください。 

(5) 生産資材費高騰の特例申込み 

近年、国際的な原油価格、原材料価格の高騰により、生産資材、肥料等が

急激に値上がりしています。しかし、こうした生産コストの増加分は、販売

価格に十分転嫁できず、農業経営の収益を大きく圧迫しています。 

こうした現状を踏まえ、野菜の価格下落時において、生産資材費が高騰し

た場合、その影響を緩和するための仕組みとして、生産資材費高騰の特例申

込みを措置しています。具体的には、平均販売価額が保証基準額を下回った

場合であって、かつ、生産資材費が高騰している場合、保証基準額を平均価

格の95％に相当する額まで引き上げ、この額との差額に産地区分に応じた補

てん率を乗じた額を単価として価格差補給交付金等が交付されます。ただし、

この申込みの対象となる野菜は、生産費に占める暖房費等の割合が高い冬春

きゅうり、冬春トマト、冬春なす及び冬春ピーマン、生産費に占める被覆資

材費等の割合が高い夏秋きゅうり、夏秋トマト、夏秋なす、春夏にんじん、

夏秋ピーマン及び冬レタス（対象出荷期間10/16～11を除く）に限られます。

また、この申込みをする登録出荷団体等は、あらかじめ資材低減に係る産地

強化計画を策定している必要があります（業務方法書第97条第２項第４号）。 

なお、この特例申込みによって追加負担が発生することはありません。こ

の仕組みは、対象野菜ごと対象出荷期間ごとに、登録出荷団体等の属するブ

ロックごとに定める加温期間等における次式で得られる月ごとの指数の平均

が機構の定める発動率を超えたときのみ発動されます。 

 
算定式 

冬春きゅうり、冬春トマト 

冬春なす、冬春ピーマン 

（Ａ×1.441×Ｂ＋Ｃ×1.205×Ｄ×9/10）/

（Ｂ＋Ｄ×9/10） 

夏秋きゅうり、夏秋トマト、夏秋なす、

春夏にんじん、夏秋ピーマン、冬レタス 

（Ａ×1.441×Ｂ＋Ｅ×1.246×Ｆ×9/10）/

（Ｂ＋Ｆ×9/10） 

注１：Ａは肥料の月別指数、Ｂは肥料のウエイト、Ｃは光熱動力の月別指数、Ｄは光熱

動力のウエイト、Ｅは諸材料の月別指数、Ｆは諸材料のウエイトとし、ＡからＦま

での数値は、農業物価指数（農林水産省大臣官房統計部作成）によります。 

注２：上記の結果は、機構のホームページで公表しています。 

 

［仕組みのイメージ］ 

 
 【通常】 【生産資材費の高騰時】 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(6) 加工・業務用対応の申込み 

造成に必要な資金の登録出荷団体等の負担割合は、原則５分の１（キャベ

ツ、秋冬だいこん、たまねぎ及び秋冬はくさいは1000分の175）と定められ

ています。ただし、特例申込み50又は特例申込み55の申込みをした登録出荷

団体等の負担割合は、造成に必要な資金のうち平均価格の60％に相当する額

と当該特例申込みの最低基準額との差額（以下「加算額」といいます。）

（キャベツ、秋冬だいこん、たまねぎ及び秋冬はくさいは平均価格の55％に

相当する額と特例申込み50の最低基準額との差額。）については、４分の１

と定められています。 

平成25年８月申込みから、この加算額に係る負担割合について、特例申込

み50又は特例申込み55に係る野菜の出荷の委託を行おうとする出荷団体又は

登録生産者が加工・業務用推進タイプの産地強化計画を策定しているときは、

原則の負担割合を適用することになりました。これにより、加工・業務用推

進タイプの産地強化計画を策定していない場合に比べ資金造成に必要な額が

軽減されます。 

 

 

 

 

 

 
  

平均販売価額

保証基準額
【平均価格の90％】

【平均価格の60％】
最低基準額

補てん対象

平均販売価額

 【5％ UP】

 【5％ UP】

補てん対象

補てん対象の拡大 

保証基準額の引上げ 

最低基準額の引上げ 

※ 

※発動要件： 

「平均販売価額＜保証基準額」かつ 

「生産資材費高騰」のとき 
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【【加加算算額額軽軽減減ののイイメメーージジ（（重重要要野野菜菜以以外外のの野野菜菜のの例例））】】  

【加算額】

加算額の軽減

平均価格の60％
加算額

最低基準額

2255%% 2255%%5500%%

2200%%6600%% 2200%%

6600%% 2200%% 2200%%

国 県 団体

保証基準額

平均販売価額

 
(7) 交付予約数量の減少及び交付予約の解約の申込み 

特定登録生産者の構成員、登録生産者又は委託生産者において、収入保険

の保険関係が成立した又は成立する見込みである場合、交付予約数量の減少

又は交付予約の解約（以下「交付予約数量の減少等」といいます。）を申し

込むことができます（業務方法書第101条の２及び第101条の３）。この交付

予約数量の減少等を行うことで、当初の交付予約数量に基づく負担金から交

付予約数量の減少等分を返戻する手続きが行えます（５の（７-２）及び

（７-３）参照）。 

この交付予約数量の減少等に係る申込期限は、複数月の業務区分にあって

は、交付予約数量の減少等をしようとする年の対象出荷期間が開始される月

の前月の10日まで、単月の業務区分にあっては、その対象出荷期間の全期間

が含まれる複数月の業務区分の対象出荷期間が開始する月の前月の10日まで

で、当該申込期限までに実施細則に定める様式の申込書により行います。 

交付予約数量の減少等にあっては、交付予約の申込みのように、道府県の主

務課との調整は必要ありませんが、あらかじめ道府県の主務課及び県法人に

連絡することが必要です。 

なお、交付予約数量の減少を行ったとしても、指定野菜価格安定対策事業

と収入保険の同時利用できない者の同時利用を防止することはできません。

同時利用できない者の同時利用を防止するためには、指定野菜価格安定対策

事業を利用しない期間における出荷数量を価格差補給交付金等の交付の対象

としない数量として除外することが必要です（実施細則第29条の２）。 

(8) 交付予約数量の増加の申込み 

交付予約数量の増加の申込みは、業務対象年間が短縮されず継続している

場合であって、２年目以降のそれぞれの年の対象出荷期間の開始前の申込期

限（表Ⅳ-３表）までに実施細則に定める様式の申込書により行います（業

務方法書第101条）。 

 (9) 契約の更改 

業務対象年間の途中において資金造成単価又は登録出荷団体等の負担金の

負担割合が変更された場合は、既に成立している交付予約の内容を変更（更

改）することができます。この場合には、交付予約数量及び特例申込み及び

特別補給交付金等の交付の申込みの変更は認められません。ただし、災害等

機構がやむを得ないと認めるときは、対象出荷期間の開始日の前日の1月前

までに交付予約の内容の変更の申出を行うことができます（業務方法書第

102条）。 

機構では、この申込みを受けると、関係者と協議して予算の範囲内で事業

が実施できるかどうか判断した上で、それぞれの登録出荷団体等に承諾の通

知をします。  

(10) その他 

以下の事項について、事業実施通知の記の６に定められています。 

ア．委託生産者及び登録生産者が園芸施設を設置した上で対象野菜を生産

する場合には、機構にあっては登録生産者、登録出荷団体にあっては委

託生産者に対し、農業保険法に基づく園芸施設共済又は民間の建物共済

や損害補償保険等（天災等に対する補償を必須とする。）への積極的な

加入を促すことにより、経営の安定が図られるよう努める。 

イ．農林水産省が開催する農業の「働き方改革」検討会により取りまとめ

られた農業の｢働き方改革｣経営者向けガイド（以下｢働き方改革ガイド｣

といいます。）の趣旨を踏まえ、機構にあっては登録生産者、登録出荷

団体にあっては委託生産者に対し、働き方改革ガイドに準拠するよう促

すことにより、農業における働き方が適正に行われるよう努める。 
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４４..  資資金金造造成成  

価格差補給交付金等を交付するための資金は、業務区分ごと産地区分ごと

の資金造成単価に登録出荷団体等の交付予約数量を乗じて得た額（以下「資

金造成額」といいます。）の合計額が機構に造成されています。この資金は、

登録出荷団体等の負担金と道府県及び国の補助金によって造成されています。 

資金造成単価は、業務対象年間における価格差補給交付金等の交付に充て

るために必要な対象野菜１キログラム当たりの資金をいい、業務区分ごと産

地区分ごとに定められています。 

この資金造成単価は、保証基準額と最低基準額の差額に産地区分に応じた

補てん率を乗じて得た額を単価とする一般補給資金造成単価と、特別補給交

付金等の交付に充てるための特別補給資金造成単価に区分して定められてい

ます。具体的には、保証基準額と最低基準額との差額に産地区分が第Ⅰ区分

にあっては10分の９、第Ⅱ区分にあっては10分の８、第Ⅲ区分にあっては10

分の７を乗じて得た額を一般補給資金造成単価として定め、保証基準額と最

低基準額との差額の10％相当を特別補給資金造成単価として定めています。 

また、資金造成単価のうち特例申込み50又は特例申込み55の加算額に充て

るための資金造成単価を特定造成単価といい、それ以外の単価を標準造成単

価といいます。 

なお、業務区分ごとの価格差補給交付金等は、資金造成額の範囲において

交付されますが、価格差補給交付金等の交付単価は資金造成単価を超えるこ

とはありません。 

(1) 負担金の額 

機構と登録出荷団体等との間で交付予約が成立すると、登録出荷団体等は

所定の期日までに負担金を納入しなければなりません。負担金の額は、資金

造成額に登録出荷団体等の負担割合を乗じて得た額により算出します。登録

出荷団体等、道府県（県法人）及び国の負担割合は、表Ⅳ-４のとおりです

（業務方法書第100条）。 

なお、造成する資金のうち標準造成単価による造成を標準造成といい、特

定造成単価（特例申込み50又は特例申込み55のみ）による造成を特定造成と

いいます。 

  

第第ⅣⅣ－－４４表表  資資金金造造成成にに係係るる負負担担割割合合及及びび補補助助割割合合  

 負担者区分 負担金 納付金 補助金 
計 

 指定野菜の種類  登録出荷団体等 県法人 国 

 重 要 野 菜 標準造成 17.5％ 17.5％ 65.0％ 100.0％ 

 特例50加算部分 特定造成 25.0％ 25.0％ 50.0％ 100.0％ 

 特例50加算部分に係る特例分 17.5％ 17.5％ 65.0％ 100.0％ 

 調整野菜・一般野菜 標準造成 20.0％ 20.0％ 60.0％ 100.0％ 

 特例50､55加算部分 特定造成 25.0％ 25.0％ 50.0％ 100.0％ 

 特例50､55加算部分に係る特例分 20.0％ 20.0％ 60.0％ 100.0％ 

（参 考） 

造成資金の種類  

指  定 

業務資金 

指定助成 

業務資金 

指定共通 

業務資金  

注１:機構への国の補助金については、国庫債務負担行為による補助を含んでいる。 
２:県法人は、当該県の負担軽減後資金造成計画額－資金造成計画額×農産局長

が定める割合を限度として債務負担行為形式を導入することができることと
なっている(野菜価格安定対策事業の推進について別記２第18の２の(２)の
ア)。 

３：特例分は、加工・業務用野菜への対応を強化する産地強化計画を策定した
産地にあって、生産者負担の軽減を図ることになっている。 

 

新たな業務対象年間において、前の業務対象年間と同一の業務区分に交付

予約をする場合であって、前の業務対象年間の業務区分に残額があるときは、

上記により算出した業務区分ごとの負担金の額からその残額を控除した額の

合計額が納付額となります。 

また、登録出荷団体等の指定特別業務資金に残額がある場合は、その額の

全部又は一部を納付額に充当することができます。 

したがって、造成すべき負担金の額があっても業務区分の残額又は指定特

別業務資金の活用によっては、実際に納付する必要がない場合があります。

また、業務区分の残額を全額負担金の額に充当しても、なお残額がある場合、

その額を返戻又は特別業務資金に繰入れすることができます。 
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ア．特例申込み65の場合の負担金 

特例申込み65の場合は、平均価格の65％を最低基準額とみなすため、

この場合の資金造成単価は、次の計算のとおり、標準申込みの場合の30

分の25となります。 

平均価格…………Ｔ 

保証基準額………0.9Ｔ（円以下の単位は00又は50にラウンドする。） 

最低基準額………0.6Ｔ 

標準申込みで、産地区分が第Ⅰ区分の場合の資金造成単価……a 

ａ＝（0.9Ｔ－0.6Ｔ）×0.9 

（第Ⅱ区分の場合は0.8、第Ⅲ区分の場合は0.7を乗じる。以下同じ。） 

特例申込み65の場合の資金造成単価……ｂ 

ｂ＝（0.9Ｔ－0.65Ｔ）×0.9  

ａ：ｂ＝(0.30Ｔ×0.9 )：(0.25Ｔ×0.9 )＝30：25 

ａ＝
25
30

ｂ
 

負担金の額は、産地区分ごとの資金造成単価に産地区分ごとの交付予

約数量と一定の負担割合を乗ずるだけですから、標準申込みの場合の30

分の25の額となります。 

 

イ.特例申込み70の場合の負担金 

特例申込み70の場合は、平均価格の70％を最低基準額とみなすため、

この場合の資金造成単価は次のようになります。 

特例申込み70の場合の資金造成単価………ｃ 

ｃ＝（0.9Ｔ－0.7Ｔ）× 0.9 

ａ：ｃ＝（0.30Ｔ×0.9）：（0.20Ｔ×0.9）＝30：20 

ａ
20
30

ｃ＝
 

つまり、標準申込みの場合の30分の20の額となります。 

 

 

 

ウ．特例申込み55の場合の負担金 

（ア）重要野菜の場合 

特例申込み55の場合は、平均価格の55％を最低基準額とみなすため、

この場合の資金造成単価は次のようになります。 

特例申込み55の場合の資金造成単価   ………d 

ｄ＝（0.9Ｔ－0.55Ｔ）×0.9 

ａ：d＝（0.30Ｔ×0.9）：（0.35Ｔ×0.9）＝30：35 

ｄ＝ ａ
35
30  

つまり、標準申込みの場合の30分の35の額となります。 

（イ）調整野菜及び一般指定野菜の場合 

資金造成単価＝標準申込み単価＋（標準申込み単価×5/30） 

＝ ）ａ
5

（
30

＋ a×
 

標準申込み部分の造成割合と特例申込み部分の造成割合が異なる（第

Ⅳ－４表参照）ため、上記の算式により算出した額となります（エにお

いて同じ）。 

 

エ．特例申込み50の場合の負担金 

（ア）重要野菜の場合 

資金造成単価＝特例申込み55の資金造成単価＋(標準申込み単価

×5/30） 

×
5

）
30

（a×
35

）
30

＋（a＝
 

（イ）調整野菜及び一般指定野菜の場合 

資金造成単価＝標準申込み単価＋（標準申込み単価×10/30） 

10
）

30
＝ａ＋（a ×
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(2)負担率の導入 

登録出荷団体等は、原則、「資金造成単価×交付予約数量×負担割合」に

よって算出された負担金の額の全額を造成します。しかしながら、過去の価

格差補給交付金等の交付状況を鑑みると、業務対象年間においてその全額を

造成しなくても価格差補給交付金等の交付が可能である対象野菜がいくつか

ありました。そこで、平成23年８月申込みから登録出荷団体等が造成すべき

資金は、負担金の額に下表の負担率を乗じて得た額に据え置くこととしまし

た。これはあくまで一時的な負担軽減措置であるため、業務対象年間の途中

において、万一、資金の全額を取り崩してもなお支払うべき価格差補給交付

金等に不足が生じる場合は、その不足額（登録出荷団体等に係るもの。）を

納入することとなります。不足額を納入しない選択肢もありますが、この場

合、本来交付すべき価格差補給交付金等の額が不足した状態のまま価格差補

給交付金等が交付されます。昨今、資金の全額を取り崩してもなお支払うべ

き価格差補給交付金等に不足が生じる場合が増えていることから、負担率に

ついて、令和２年８月申込みから、過去の交付金の交付状況等を考慮し、よ

り実態に合った率に見直すことになりました。 

なお、道府県が県法人を経由して造成する納付金についてもこの負担率の

適用を受けます（業務方法書第100条第2項、実施細則付録第１及び第２）。 

対象野菜 負担率 

秋にんじん、夏はくさい、冬レタス、春ブロッコリ

ー、夏秋ブロッコリー、冬ブロッコリー※ 
10分の10 

秋冬はくさい、冬春ピーマン、夏秋レタス 10分の９ 

春だいこん、夏秋なす、春夏にんじん、夏秋ピーマ

ン、ばれいしょ 
10分の８ 

夏秋キャベツ、冬キャベツ、秋冬だいこん、たまね

ぎ、冬にんじん、夏ねぎ、春はくさい、春レタス 
10分の７ 

冬春トマト 10分の６ 

春キャベツ、夏秋きゅうり、冬春きゅうり、秋冬さ

といも、夏だいこん、夏秋トマト、冬春なす、春ね

ぎ、秋冬ねぎ、ほうれんそう 

10分の５ 

※ブロッコリーは、令和８年度から適用。 

(3-1)負担金の納入 

負担金の納入期限は、交付予約の申込みをした業務区分の対象出荷期間の

開始日の前日の10日前の日（その日が休日等に当たるときは、その日後最初

に到来する休日等以外の日）と定められています。実務上は、機構が発行す

る納入通知書に記載されている納入期日までに納付してください（実施細則

第20条第１項）。 

負担金が納入期限までに支払われなかった場合には、納入期限の翌日から

起算して納入した日までの日数に応じて延滞金が課せられます（実施細則第 

25条）。 

また、交付予約数量の減少を行う場合であっても、必ず当初の交付予約が

締結された交付予約数量に基づく負担金を納入期限までに納付してください。

交付予約数量の減少に伴う返戻の手続きは、この当初の交付予約数量に基づ

く負担金の納入後となります。 

なお、交付予約の解約が承諾された場合は、当初の交付予約が締結された

交付予約数量に基づく納入通知書の効力が失われることから、当該交付予約

に係る負担金を納付していなければ、納付する必要はありません。 

(3-2)負担金の追加納入 

上記(２)の負担率の導入により、万一、資金の全額を取り崩してもなお支

払うべき価格差補給交付金等に不足が生じる場合は、不足分の負担金の額に

ついて追加で納付するか否かを道府県の主務課又は県法人と協議の上、決定

することとなります。 

追加納入に応ずる場合は、機構が発行する追加納入に係る納入通知書の発

行日から１か月を経過する日（その日が休日等に当たるときは、その日後最

初に到来する休日等以外の日）までに不足する負担金の額を納入しなければ

なりません。 

なお、追加納入に代えて、登録出荷団体等の指定特別業務資金を充当する

こともできます。 

(4-1)納付金の納付 

道府県の資金は、道府県の補助を受けた県法人の納付金として造成されま

す。登録出荷団体等と同様に、前の業務対象年間に資金を造成し、その資金

に残額がある場合には、造成すべき納付金の額から当該資金残額を控除した
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額を納入します（業務方法書第105条）。 

また、県法人の指定特別業務資金に残額がある場合は、その額の全部又は

一部を納付額に充当することができます。 

なお、道府県の補助金の効率的な運用を図るという観点から、道府県の県

法人に対する補助は、現金での補助以外に、債務負担行為の形式による補助

も認めています。その場合、債務負担行為の形式による補助を受けた県法人

は、あらかじめ機構との間で債務負担契約書を締結しなければなりません。 

(4-2)納付金の追加納付 

県法人は、登録出荷団体等と同様に、上記(２)の負担率が適用されます。

しかし、道府県の資金は登録出荷団体等と異なり、業務区分ごとの資金管理

は行っていません。したがって、例え業務区分の道府県に係る資金が不足し

たとしても道府県の資金（納付金）の全額が不足しない限り、追加納付を行

う必要ありません。しかし、(3-2)負担金の追加納付が頻繁に発生する場合等

において、道府県の資金（納付金）に不足が生じる可能性があることに留意

してください。 

(4-3) 交付予約数量の減少等に伴う納付金の納付 

登録出荷団体等による交付予約数量の減少等の申込みは、業務区分ごと及

び申込期限ごとに行うことから、複数回申込みをすることが想定されます。 

このため、８月31日申込期限後に暫定版の資金造成計画表（簡易版）を機

構が県法人に送付しますが、交付予約数量の減少等の申込み後、３月上旬を

目途に、交付予約数量の減少等を反映した確定版の資金造成計画表（簡易

版）を送付することとなりますので、当該確定版の資金造成計画表（簡易

版）に基づき納付金を納付するようにしてください。 

なお、暫定版の資金造成計画表（簡易版）に基づいて納付金を納付した場

合、交付予約数量の減少等に伴い生じた剰余金は、指定助成業務資金から指

定特別業務資金に繰り入れられ、返戻ができないので、十分ご留意ください。 

 

５５..  資資金金のの管管理理  

機構は、登録出荷団体等の負担金、県法人の納付金及び国の補助金を価格

差補給交付金等の交付に充てるための資金として造成していますが、これら

の資金はその財源により指定業務資金、指定助成業務資金、指定共通業務資

金、指定特別資金及び指定特別業務資金に区分して整理しています（野菜勘

定における資金の管理等に関する細則（以下「資金管理細則」といいま

す。）第１条）。 

(1)指定業務資金 

登録出荷団体等の負担金が機構に納入されると、機構ではこれを「指定業

務資金」として管理します。また、指定業務資金には、指定特別業務資金か

ら資金の繰入れが行われることがあります（野菜生産出荷安定資金管理規程

（以下「野菜資金管理規程」といいます。）第６条）。 

機構は、この指定業務資金を業務区分ごと、登録出荷団体等ごとに区分し

て管理しています。これは、価格差補給交付金等が交付されたときの資金残

高を明らかにしておき、次の交付予約のときに登録出荷団体等の負担金の額

からこの残額を控除して納入すべき額を決めることになっているからです

（業務方法書第100条）。 

(2)指定助成業務資金 

県法人から納付金が納付されると、機構ではこれを「指定助成業務資金」

として管理します。指定助成業務資金は、同一県内であれば登録出荷団体等

及び業務区分相互間で共通して効率的に使用することができます。 

また、指定助成業務資金には、指定特別業務資金から資金の繰入れが行わ

れることがあります（野菜資金管理規程第６条）。 

(3)指定共通業務資金 

機構では、国の補助金を各業務区分に共通して使えるように「指定共通業

務資金」として一括管理しています。 

また、指定共通業務資金には、指定特別資金、指定特別業務資金から資金

の繰入れが行われることがあります（野菜資金管理規程第４条、第６条）。 

(4)指定特別業務資金 

ある業務区分について、業務対象年間が終わって新しい業務対象年間に入

るときに国庫補助率の引上げ、資金造成単価の減額改定、あるいは、登録出

荷団体等の交付予約数量の減少があれば、前の業務対象年間から持ち越され

る資金の額に比べて新しい業務対象年間の必要資金額が少なくて済むことと

なり、指定業務資金又は指定助成業務資金に剰余を生ずることとなります。

このようなときには、その剰余資金分を別に管理していますが、この資金を
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「指定特別業務資金」といいます（資金管理細則第１条）。 

この指定特別業務資金は、登録出荷団体等、県法人及び国ごとにそれぞれ

管理しており、資金造成のために登録出荷団体等、県法人及び国が新たな負

担をしなければならないときは、それぞれ指定業務資金、指定助成業務資金

及び指定共通業務資金に繰り入れることができます（野菜資金管理規程第6

条）。 

この場合、登録出荷団体等は指定業務資金への繰入分だけ負担金額から控

除されて納入額が少なくてすむわけです。通常この繰り入れられる資金は、

次の最も近い時期の交付予約に係る業務区分の負担すべき額の全部又は一部

に充てられます。 

なお、指定特別業務資金には、指定野菜価格安定対策資金及び契約指定野

菜安定供給資金の運用によって生じた利子その他当該資金の運用又は使用に

伴い生ずる収入から繰り入れることができます（資金管理細則第１条）。 

(5)指定特別資金 

ある業務区分について価格差補給交付金等が交付されると、その業務区分

に積み立てた資金は、当然交付金額だけ減少します。この額があまりに多く

なり、資金残額が少なくなれば、次の価格低落のときの価格差補給交付金等

の交付に充てる資金に不足を生ずるおそれがあります。指定共通業務資金に

ついてこのようなことが生じないようにするため、あらかじめ国から機構に

補助金が交付されています。この補助金によって造成される資金が「指定特

別資金」です。 

この指定特別資金は、必要なときに指定共通業務資金へ繰り入れられます

（野菜資金管理規程第４条）。 

(6)価格差補給交付金等の交付の財源 

価格差補給交付金等の交付の財源は、交付されるべき業務区分ごとの指定

業務資金、指定助成業務資金及び指定共通業務資金が充てられます（野菜資

金管理規程第3条）。この充当の方法は、指定業務資金、指定助成業務資金及

び指定共通業務資金の各資金の造成割合に応じて行います。 

(7-1)負担金等の返戻 

登録出荷団体等において、業務対象年間の短縮に当たって交付予約数量が

直前の業務対象年間より減少したときは、それに伴う剰余の資金が生じるこ

とがあります。この資金については、指定特別業務資金に繰り入れるか、負

担金を構成員に賦課している関係で構成員に返戻することができます。また、

このほか、業務方法書に基づき、登録出荷団体等の取り消された場合及び当

該登録出荷団体等の申し出があった場合は、負担金相当額又は指定特別業務

資金に積み立てられた金額を返戻することができます（業務方法書第121条）。 

(7-2)交付予約数量の減少に係る指定特別業務資金の返戻 

交付予約数量の減少の申込みに係る承諾をしたときは、当初の交付予約が

締結された交付予約数量に基づく納入通知書に記載された負担金額により納

入した金額から当該承諾した交付予約数量による負担すべき金額を控除した

残額を指定特別業務資金に積み立て、登録出荷団体等の申し出があった場合

は、当該指定特別業務に積み立てられた金額を返戻することができます（業

務方法書第121条）。 

(7-3)交付予約の解約に係る負担金の返戻 

 交付予約の解約の申込みに係る承諾をし、登録出荷団体等の申し出があっ

た場合は、負担金相当額を返戻することができます（業務方法書第121条）。 
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（８）計算例

国 道府県 団体等 国 道府県 団体等

計 計

(t) (円/Kg)

<1> <2> <3> <4> <5> <6> <7> <8> <9> <10>
.500 .500 .500 .500

102.33 1,841 613 614 3,069 1,841 306 307 2,455

79.59 954 318 319 1,591 954 159 159 1,272
.500 .500 .500 .500

計 2,795 931 933 4,660 2,795 465 466 3,727
※負担軽減後資金造成計画額とは、資金造成計画額に負担率を反映した実際に資金造成を必要とする額のこと

　〔産地区分が第Ⅰ区分の段で計算を行います。〕

【資金造成計画額の算出法】

①

②
　 国 　： 3,069 千円 × ０．６ = 1,841 　千円  <3> （国分は、千円未満は切捨て）
道府県： 3,069 千円 × ０．２ = 　613.5 千円  <4> （県分は、500円未満は切捨て、500円以上１千円未満は500円。）
団体等： 3,069 千円 －（ 1,841 千円 + 613.5千円 ） =  614.5千円   <5>（団体等分は、計〈６〉 － 国<3> - 道府県〈４〉となる。 ）

【負担軽減後資金造成計画額の算出法】

③

　 国 　： 1,534 千円 × ０．６ = 　920 　 千円　　　　　　　　　　　（端数処理の方法は、②と同様です。）
道府県： 1,534 千円 × ０．２ = 　306.5 千円　<8>
団体等： 1,534 千円 －（ 920 千円 + 306.5 千円 ） =  307.5 千円　<9>

【差引資金造成額の算出法】

④

　 国 　： 1,841 千円<7> -　886 千円<11>  =  955 　 千円　　　<15>
道府県： 306.5 千円<8> -　 54 千円 <12>  =　252.5 千円　　　<18>
団体等： 307.5 千円<8> -　 54 千円 <13>  =　253.5 千円　　　<21>

⑤

　 国 　： 955 千円 ＋    294  千円  =  1,249 千円 　<15> 
道府県： 252.5 千円 ＋ －61 千円  =  191.5 千円 　<18> 　
団体等： 253.5 千円 ＋ －62 千円  =  191.5 千円 　<21> 　　
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〈1〉の交付予約数量に〈2〉の資金造成単価を乗じて、〈6〉の資金造成計画額計を求めます。
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●●「「負負担担軽軽減減後後資資金金造造成成計計画画額額　　≧≧　　前前年年度度ににおおけけるる交交付付金金等等交交付付後後のの資資金金残残額額  」」のの場場合合

30 トン × 102.33 円/kg = 3,069千円 （千円未満は切捨て）

〈6〉の資金造成計画額計から、国〈3〉、道府県〈4〉、団体等〈5〉それぞれの内訳を求める。　（国：道府県：団体等＝６：２：２）
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資 金 造 成 計 画 額

　道府県と団体等の負担軽減後の資金造成計画額を算出するために、国分についても算出しましたが、実際には国分につい
ては負担軽減を行わず、１００％造成を行いますので、国分の資金造成計画額は、〈3〉と同額の 1,841 千円 〈７〉となります。

〈６〉で求めた資金造成計画額計に負担率（この種別の場合は、５０％）を乗じ、〈10〉の負担軽減後資金造成計画額を求めます。
3,069 千円 × ５０％ = 1,534 千円 （千円未満は切捨て）　となります。この額に②と同様の方法で、それぞれの内訳を求めます

　それぞれの項目において、第Ⅰ区分と第Ⅲ区分の額を合算して、業務区分としての額（計）を求めます。これにより当該業務
区分の資金造成計画額や負担金額等が算出されます。

　上の資金造成計画表を見ると、④で求めた第Ⅰ区分と第Ⅲ区分の合計額が、資金造成額（負担金または納付金）となってお
り、本業務区分における、差引資金造成額は以下のとおりとなります。

　　　　　　　　　　【【剰剰余余金金がが発発生生ししたた場場合合】】

●●「「業業務務区区分分ととししててのの額額のの算算出出」」　　　　「「第第ⅠⅠ区区分分　　＋＋　　第第ⅢⅢ区区分分」」

負担軽減後資金造成計画額<10>は、上記で算出した〈７〉国分＋〈８〉道府県分＋〈９〉団体等を合計した2,455千円となります。

第Ⅰ区分については、「　負担軽減後資金造成計画額　≧　前年度における交付金等交付後の資金残額　」となっており、
差引資金造成額は、　負担軽減後資金造成計画額 - 前年度における交付金等交付後の資金残額 となり、これが第Ⅰ区分
の資金造成必要額となります。

　産地区分Ⅰ～Ⅲを合計した計の欄に、剰余金（マイナス表示）が発生した場合は、当該業務区分において資金造成の必要
はなく、指定特別業務資金に繰り入れられ、表の一番右の欄に、記載されます。
　右ページに例を示しました。
　道府県の剰余資金は、指定特別業務資金に積み立てられ、必要に応じて他の業務区分の資金造成に繰入れが出来ます。
　団体分の剰余資金は、団体等の意向により、指定特別業務資金に積み立てを行う（必要に応じて他の業務区分の資金造成
に繰入れ）か、あるいは返戻することができます。

国 道府県 団体等
国 道府県 団体等 返戻額

積立額 又は

計 小計 小計 計 積立額

<11> <12> <13> <14> <15> <16> <17> <18> <19> <20> <21> <22> <23> <24>
.500 .500

886 54 54 994 955 252 253

660 220 221 1,101 294 -61 -62
.500 .500

1,546 274 275 2,095 1,249 191 191

　〔産地区分が第Ⅲ区分の段で計算を行います。〕

【資金造成計画額の算出法】　（左ページと同様）

①

②

【負担軽減後資金造成計画額の算出法】　（左ページと同様）

③

　　国　　 795 千円 × ０．６ = 477　千円　  <7>　　（端数処理の方法は、②と同様です。）
道府県　 795 千円 × ０．２ = 159  千円　　<8>　　（端数処理の方法は、②と同様です。）
団体等　 795 千円 －（ 477 千円 + 159 千円 ） = 159 千円　　<9>

【差引資金造成額の算出法】

④

　 国 　：  954 千円 <7> -  660 千円 <11>  =    294 千円　　<15>　　　　　　　　　　
道府県：  159 千円 <8> -　220 千円 <12>  =  -  61 千円　　<18>
団体等：  159 千円 <9> -　221 千円 <13>  =  -  62 千円　　<21>

登 録 出 荷 団 体 等
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●●道道府府県県及及びび団団体体等等がが「「　　負負担担軽軽減減後後資資金金造造成成計計画画額額　　＜＜　　前前年年度度ににおおけけるる交交付付金金等等交交付付後後のの資資金金残残額額  」」のの場場合合

　左ページとは反対に、「負担軽減後資金造成計画額」が、「前年度における交付金等交付後の資金残額」より少ない場合に生じる
剰余資金額は、差引資金造成額にマイナス表示されます。①から③までは左ページと同様の計算法となります。

〇年度
負担金

1,591 千円×５０％ =  795千円（千円未満は切捨て）となります。この額に左ページと同様の方法で、それぞれの内訳を求めます。

※国分の資金造成計画額は〈３〉と同額の 954 千円 〈７〉となります。
（左ページ参照。）

〈1〉の交付予約数量に〈2〉の資金造成単価を乗じて、〈6〉の資金造成計画額計を求めます。
20 トン × 79.59  円/kg =1,591千円 （千円未満は切捨て）

国<3> ： 954 千円　、　道府県<4> ： 318 千円　、　団体等<5> ： 319 千円　　
〈6〉の資金造成計画額計から、国〈3〉、道府県〈4〉、団体等〈5〉それぞれの内訳を求める。　（国：道府県：団体等＝６：２：２）

〈６〉で求めた資金造成計画額計に負担率（この種別の場合は、５０％）を乗じて、〈10〉の負担軽減後資金造成計画額を求めます。

　　　　　　　　　　【【剰剰余余金金がが発発生生ししたた場場合合のの資資金金造造成成表表（（例例））】】

指定共
通業務
資　金

　負担軽減後資金造成計画額<10>は、上記で算出した〈７〉国分＋〈８〉道府県分＋〈９〉団体等を合計した1,272千円となります。

第Ⅲ区分の道府県及び団体等の資金については、「 負担軽減後資金造成計画額　＜　前年度における交付金等交付後の資金残
額　」 となっており、差引資金造成額は、以下のとおりとなります。
　　　　　　　　※道府県及び団体等の差引造成額に「マイナス」がつきます。

　国分の造成額に余剰資金が発生した場合は、国分の造成額は国庫債務負担行為を導入しているため、指定特別業務資金へ積み立てる
ことが出来ません。そこで、この場合には、差引資金造成額の指定共通業務資金合計欄に「－」の符号を付して整理しています。

　この欄は、当該業務区分の計の額の値がマイナスの場合には表示せず、道府県の小計<18>の欄にマイナスが出た場合は、道府県の積
立額<23>に表示し、道府県の指定特別業務資金に繰入れを行います。

（注１）

（注２）

　団体等の小計〈21〉にマイナスが出た場合は、返戻額又は積立額<24>に表示され、団体等の希望により指定特別業務資金に繰入れを
行うか、返戻を行います。

国国 道道府府県県 団団体体等等

〇〇
年年度度

納納付付金金

指指定定特特別別業業
務務資資金金かからら
のの受受入入額額

小小計計
〇〇
年年度度

負負担担金金

指指定定特特別別業業
務務資資金金かからら
のの受受入入額額

小小計計

<<1155>> <<1166>> <<1177>> <<1188>> <<1199>> <<2200>> <<2211>> <<2222>> <<2233>> <<2244>>

885500 220000 330000 11,,335500

..550000 ..550000
--11,,000000   注注11 --330000 660000 --669999

..550000 ..550000
--115500 注注22 注注22 990000 665500 110000

指指 定定 業業 務務 資資 金金

積積立立額額
返返戻戻額額
又又はは

積積立立額額

ⅠⅠ

ⅢⅢ

計計

産産
地地
区区
分分

差差 引引 資資 金金 造造 成成 額額 指指定定特特別別

道道 府府 県県 登登 録録 出出 荷荷 団団 体体 等等

計計指指定定共共
通通業業務務
資資金金

指指 定定 助助 成成 業業 務務 資資 金金
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６６..  価価格格差差補補給給交交付付金金等等のの交交付付  

指定野菜の価格の著しい低落を判断する基準として保証基準額が定められ

ていることは、２の（３）に述べたとおりです。次に、この保証基準額と対

比させる指定野菜の価格等の算定について、説明していきます。 

業務方法書（第108条）によると、その価格は、業務区分ごとに、①交付

予約をしている全ての登録出荷団体が生産者の委託を受けて、または②交付

予約をしている全ての登録生産者が直接に、対象市場群へ出荷した対象野菜

の販売実績額を加重平均したもの（これを「平均販売価額」という。）とさ

れています。この平均販売価額が保証基準額を下回ったときが、「指定野菜

の価格が著しく低下したとき」に当たります。この場合に、機構は価格差補

給交付金等を登録出荷団体等に交付します。 

(1)平均販売価額等の算定 

機構は、平均販売価額を、対象出荷期間について旬別（さといも、たまね

ぎ及びばれいしょにあっては月別。以下同じ。）に算定します。 

例えば、11月１日から12月31日までを対象出荷期間とする冬キャベツで、

関東ブロックを対象市場群とする業務区分の場合、機構は、この業務区分に

交付予約を行っている全ての登録出荷団体等からこの期間に当該対象市場群

に出荷された冬キャベツ（さきに述べた野菜指定産地の区域内で生産され、

実施細則別表７の規格に適合するものに限る。）の数量と販売金額について、

当該対象市場群に属する市場等の卸売業者が発行する仕切書、買付計算書等

の売買データに基づき、旬別に集計して、キログラム当たりの価額を算出し

ます。これを旬別平均販売価額と呼んでいます。 

この平均販売価額の算定に当たっては、業務区分のうち、同一対象野菜、

同一対象市場群であって対象出荷期間が複数月のものと単月のものとが重複

しているものについては、合算して算定することとなっています（業務方法

書第111条第１項）。上記の例であれば、実施細則別表１（複数月の業務区

分）の冬キャベツ11～12月（関東ブロック）に交付予約をしている登録出荷

団体等の11月上旬の販売実績と、実施細則別表４（単月の業務区分）の冬キ

ャベツ11月（関東ブロック）に交付予約をしている登録出荷団体等の11月上

旬の販売実績は、合算して平均販売価額を算定します。 

この平均販売価額を算定する過程で、業務区分ごと及び産地区分ごとの対

象野菜の出荷数量（業務方法書第109条第１項の価格差補給交付金等の交付

の対象としない数量を含む。）及び価格差補給交付金等の交付の対象とする

出荷数量（当該対象野菜の出荷数量から当該交付の対象としない数量を除い

た数量をいう。）も同時に算定され、これらは対象出荷期間の終了後、機構

から関係登録出荷団体等に通知しています（業務方法書第111条第３項）。 

また、価格差補給交付金等の交付の対象としない数量は、平成30年度の規

程改正により、実施細則第29条の２において、次のとおり規定されています。 

 

なお、平均販売価額等の算定に使用する売買データについては、以前は卸

売業者の委託集荷に係るもののみを対象としていましたが、市場取引の中で

買付集荷の割合が高まっている等の実態を踏まえて、平成14年度の制度改正

により、平成14年７月以降に対象出荷期間が開始する業務区分からは買付集

荷に係るものも対象としています。 

これらの売買データは、ほとんどを「ベジフルネット」（平成15年11月か

（価格差補給交付金等の交付の対象としない数量） 

第２９条の２ 業務方法書第 109 条第１項の価格差補給交付金等の交付

の対象としない数量は、次の第１号又は第２号のとおりとする。 

（１）登録出荷団体にあっては、次のイ及びロの数量を合計した数量とす

る。 

イ 登録出荷団体から業務方法書第 100 条第１項の負担金相当額の全

部又は一部を当該登録出荷団体の直接又は間接の構成員（以下「登

録出荷団体構成員」という。）に賦課している場合において、当該

負担金相当額の全部又は一部を賦課された登録出荷団体構成員以外

の登録出荷団体構成員が当該登録出荷団体に出荷を委託した数量 

ロ 委託生産者が登録出荷団体に対して、価格差補給金の交付を受け

ないものとして申告した価格差補給金を交付する事業（以下この条

において「事業」という。）を利用しない期間における出荷を委託

した数量（イの数量と重複するものを除く。） 

（２）登録生産者にあっては、当該登録生産者が機構に対して、価格差補

給金の交付を受けないものとして申告した事業を利用しない期間にお

ける出荷数量（登録生産者が業務方法書第 101 条の２の特定登録生産

者であって、その一部の構成員が事業を利用しない場合は、当該一部

の構成員が事業を利用しない期間における出荷数量に限る。）とす

る。 

２ 前項第２号において、登録生産者は機構に対して、事業を利用しない

期間が始まる前に、別記様式第 11 号により当該申告を行うものとする。 
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ら稼働）から収集しています。 

また、旧来、外部の計算会社に委託していた平均販売価額等の算定につい

ては、平成25年度から新たに開発したシステムにより機構が算定することと

なりました。 

 

以下、平均販売価額等の算定に係る事務処理の流れを第Ⅳ－２図で説明します。 

①  卸売会社は、ベジフルネットにより登録出荷団体と機構に対し指定

野菜に係る売買データを送信します。 

卸売会社は、ベジフルネット未導入の登録出荷団体等の売買データ

のうち、機構が必要とする売買データについてもベジフルネットを通

じて機構へ送信します。 

② 卸売会社からベジフルネットを通じて機構に送信された売買データ

は機構の受信サーバで受信し、出荷数量及び平均販売価額の算定業務

やデータ管理の必要性から機構においてデータの蓄積を行います。 

③ ベジフルネット未導入の卸売会社の売買データについては、卸売会

社から売買情報である仕切書等の送付を受け、機構において必要なデ

ータ入力処理を行います。 

④ 出荷数量及び平均販売価額の計算は、②及び③において収集した売

買データを基に行い、概算データ（仕切書一覧表）を作成します。 

⑤ 機構は、概算データをチェックし登録出荷団体等へ送信、照合（概

算データに脱漏や修正がないか売買データ等によりチェック）を依頼

します。 

⑥ 登録出荷団体等は、⑤の結果を修正リストとして機構へ報告します。 

⑦ 機構は、登録出荷団体等からの報告を受け、内容を確認した上で修

正リストをシステムに取り込み修正処理を行い、その結果を登録出荷

団体等へ先行確定データとして送信（内容の確認依頼）します。 

⑧ 機構は、最終的な仕切書一覧表を作成し、確定データ（出力帳票）

として各登録出荷団体等に送信します。 

 

この流れによる事務処理は、平均販売価額等の早期算定、価格差補給交付

金等の早期交付に期待された成果を上げておりますが、より早く適正な処理

を行うには、登録出荷団体等、卸売会社及び機構において、緊密な連携・協

調が必要です。 

そして、ベジフルネットを通じて指定野菜価格安定対策事業に必要なデー

タを機構が間違いなく選別・収集するためには、以下に掲げる事項を徹底し

て頂く必要があります。 

登録出荷団体等、卸売会社にあっては、卸売会社が送信する売買データに、

本事業に必要な事項を的確に表示させるため、産地の出荷段階、卸売会社の

売買データ作成段階で、品名及びそのコード、農協名及びそのコード、量目、

規格（特に、規格外品の表示）等を適正かつ明確に記入する必要があります

ので、その適正化・明確化に一層努めて下さい。 

また、広域の農協において、野菜指定産地の区域内で生産された指定野菜

と区域以外で生産された指定野菜を同一の出荷コードで出荷しますと、指定

野菜価格安定対策事業の対象とする出荷数量の確認が困難となりますので、

これらを区分できる出荷コードを利用して野菜指定産地内と産地外とを分け

るよう出荷段階の送り状から整備して下さい。 

登録生産者の場合も同様です。指定野菜価格安定対策事業の対象となるに

は野菜指定産地の区域内で生産された指定野菜でなければなりませんので、

出荷段階の送り状から区分する必要があります。この点には十分ご留意くだ

さい。 

対象市場群に属する市場等の卸売会社においては、指定野菜価格安定対策

事業の対象数量とそれ以外の数量を明確に区分するため、対象市場群に属さ

ない市場等にある支社等の売買データを対象市場群に属する本社等の販売数

量に一括計上しないよう十分留意して下さい。 

さらに、登録出荷団体等では日々売買データを管理しており、通常、間違

いがあった場合には売買データが赤黒訂正されて再度ベジフルネットを経由

して処理されますので問題は生じませんが、軽微な訂正（例えば、量目訂

正）として売買データが赤黒訂正されない場合は問題が生じます。登録出荷

団体等では１箱当たりの販売実績管理で構いませんが、機構は、キログラム

当たりの平均販売価額を算定しますので、量目も重要な項目です。原則とし

て、売買データに間違いがあれば、軽重を問わず必ず赤黒訂正をお願いしま

す。 
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第第ⅣⅣ－－２２図図  事事務務処処理理のの流流れれ図図  

平平均均販販売売価価額額等等算算定定処処理理フフロローー図図

③

（データ）

先行確定

データ

卸卸売売会会社社 登登録録出出荷荷団団体体

売売買買デデーータタ 売売買買デデーータタ

①データ送信
ベジフルネット端末

修正リスト

(確定データ)

確定帳票

指定野菜事業
関連データ

登録出荷団体、登録生産者

照合担当者

仕切データ FAX又は郵送

農畜産業振興機構

②データ
受信

④概算処理

ベベジジフフルルネネッットト端端末末

FAX又は郵送

概算データ

（仕切書一覧表）

平平均均販販売売価価額額等等のの確確定定

⑦修正処理

⑧データ確定

・仕切データを各種マスターにより

　抽出、分類、集計（概算処理）

・登録出荷団体等が行った修正を反映

　させた仕切データを再度分類、集計

　（確定処理）

仕切書

ベジフルネット

以外の仕切書受

理・データ入力

ベベジジフフルルネネッットト

ベジフルネットを

経由しない仕切書等

算算定定シシスステテムム 照照

合合

事事

務務

⑤ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸ

の依頼

⑥ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸ

の結果

   

 

(2)指定野菜の供給計画数量と出荷実績数量との乖離の度合いの認定・勘案

認定の申請 

先の独立行政法人整理合理化計画（19.12.24閣議決定）を受けて、農林水

産省が実施していた指定野菜の供給計画数量と出荷実績数量との乖離の度合

いの認定（以下「認定」という。）は、平成20年２月申込期限の業務区分か

ら機構において実施しています。 

この結果は、機構が平均販売価額等を通知する際に、同時に通知します。 

なお、認定の通知を受けた登録出荷団体等は、緊急的な需給調整を実施し

た場合又は異常な気象条件による例年にない収穫減若しくは出荷期間のズレ

が生じた場合等において、その度合いに応じた認定の変更（勘案認定）を機

構に対して申請することができます。機構は、その申請について地方農政局

等の意見を聴いて勘案認定を行うことになりますので、機構への申請と同時

に地方農政局等に勘案認定申請した内容を連絡していただきますようお願い

します。 

この異常な気象等による勘案認定申請の流れは、第Ⅳ－３図のようになり

ますが、このとき、気象と出荷減の関連性を示す資料等が重要となります。

事前に機構ホームページ「指定野菜価格安定対策事業の勘案認定業務に関す

るマニュアル」を熟読願います。

【https://www.alic.go.jp/content/001243759.pdf】 

第第ⅣⅣ－－３３図図  事事務務処処理理のの流流れれ図図
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(3)生産者補給交付金等 

平均販売価額が保証基準額を下回ると価格補てんが行われますが、その際、

交付される交付金の名称については、野菜法第10条第１項では、「指定野菜

の価格の著しい低落があった場合において……対象野菜の生産者の経営に及

ぼす影響を緩和するため、その登録出荷団体に対しその委託生産者に生産者

補給金を交付するための生産者補給交付金を、その登録生産者に対し生産者

補給金を交付すること。」と定めています。 

さらに、交付金が交付される目的（性格）に応じ、また、ケースに応じ、

機構の業務方法書では第Ⅳ－４図のように整理しています。 

  

第第ⅣⅣ－－４４図図  交交付付金金等等のの種種類類 

登 録 出 荷 団 体 登 録 生 産 者

機 構 生産者補給交付金

価格差補給交付金

登 録 出 荷 団 体 等 一 般補 給 交 付 金 特 別 補 給 交 付金

生産者補給金

価格差補給金

一 般 補 給 金 特 別 補 給 金

登 録 出 荷 団 体 生 産 者 補 給 金

価 格 差 補 給 金

生 産 者 一 般 補 給 金 特 別 補 給 金

農 協 等

 

 

ア. 価格差補給交付金等 

平均販売価額が保証基準額を下回ったときに機構から登録出荷団体等

へ交付されるのが価格差補給交付金等です。これには一般補給交付金等

と特別補給交付金等があります。一般補給交付金等は、平均販売価額と

保証基準額との差額に産地区分ごとの補てん率を乗じた額を交付金単価

とし、これに業務方法書第111条第３項に基づき通知した価格差補給交

付金等の交付の対象とする数量である業務方法書第109条第１項の「産

地区分別旬別交付対象出荷数量」を乗じて得た額について業務区分ごと

に合計した額を補てんするもので、特別補給交付金等は、対象野菜につ

いてほぼ供給計画どおりの出荷実績があったときに特別に交付されるも

の（先の差額の１割相当額）であって、これは一般補給交付金等と合わ

せて補てんされます。 

これらの一般補給交付金等及び特別補給交付金等を交付するに当たっ

て、産地区分ごとに算出される交付額に1,000円未満の端数がある場合

は、これを切り捨てた額を業務区分ごとに合計します（業務方法書第

122条、実施細則第42条）。 

なお、以上の記述は登録生産者の場合も同様ですが、第Ⅳ－４図のと

おり登録出荷団体の場合は「○○補給交付金」、登録生産者の場合は

「○○補給金」と区別しています（以下これらを総称して「○○補給交

付金等」という。）。 

(ｱ)一般補給交付金等 

一般補給交付金等は、全ての対象野菜に共通して交付されるも

のです。 

１キログラム当たりの保証基準額と平均販売価額の差額に第Ⅳ

－５表の産地区分ごとの補てん率を乗じた額が交付金単価となり

ます。 

 

第第ⅣⅣ－－５５表表  産産地地区区分分ごごととのの補補ててんん率率  

産地区分 補てん率 

第Ⅰ区分 １０分の９ 

第Ⅱ区分 １０分の８ 

第Ⅲ区分 １０分の７ 
注：産地区分については、野菜価格安定対策事業の推進について 

（令和５年４月25日付け４農産第4453号－１農林水産省農産局 

長通知）別記２の第６の３による。 

 

この単価に、登録出荷団体等の産地区分別旬別交付対象出荷数

量を乗じて得た額を業務区分ごとに合計した額が一般補給交付金

等の額です。産地区分別旬別交付対象出荷数量の合計が産地区分
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ごとの交付予約数量より多いときは、旬ごとに配分した交付予約

数量を乗じて算出します。すなわち、産地区分別旬別交付対象出

荷数量か交付予約数量かいずれか小さい方の数量によることにな

ります（業務方法書第109条）。 

具体的には、後述“ウ．価格差補給交付金等の計算”で説明し

ます。 

なお、一般補給交付金等の交付については、需給均衡要領に係

る供給計画と著しく相違したときは、価格差補給交付金等の全部

若しくは一部を交付しないものとします（業務方法書第115条第1

項）。 

この一部交付の措置については、従来は重要野菜について、そ

の計画的かつ安定的な生産出荷の推進と指定野菜価格安定対策事

業の適正な運営に資する目的で、昭和55年度以降適用しており、

平成17年度から従来の重要野菜に加えて、春だいこん、夏だいこ

ん、春夏にんじん、秋にんじん、冬にんじん、春はくさい、夏は

くさい、春レタス、夏秋レタス及び冬レタスが、認定品目に拡大

されました。 

その後、上記以外の指定野菜についても、指定野菜価格安定対

策事業と緊急需給調整事業の連携を強化し、計画出荷を促進する

観点から、平成19年８月申込期限のものから一部交付の措置が適

用されることとなりました。 

認定は、業務区分ごと登録出荷団体等ごとに対比していたもの

を、令和２年８月申込期限から、より一層の計画出荷の促進のた

め、第Ⅳ－６表のとおり、すべての対象野菜の認定の区分と交付

率が同一のものに変更されるとともに、認定の区分 B 以下の交付

率が引き下げられることとなりました。 

また、機構は、算出された一般補給交付金等の金額にこの認定

の交付率を乗じて得た額を交付します（野菜価格安定対策事業の

推進について別記２第17）。 

 

 

第第ⅣⅣ－－６６表表  認認定定のの区区分分とと交交付付率率（（重重要要野野菜菜、、調調整整野野菜菜及及びび一一般般指指定定野野菜菜））  

出荷数量と供給計画数量との差の程度 
認定の区

分 
交付率 

差の数量が供給計画数量の20％未満 Ａ 10分の10 

〃      20％以上 30％未満 Ｂ 10分の８ 

〃      30％以上 40％未満 Ｃ 10分の７ 

〃      40％以上 50％未満 Ｄ 10分の６ 

〃      50％以上 60％未満 Ｅ 10分の５ 

〃      60％以上 Ｆ 10分の４ 

このほか、令和２年８月申込期限から、地域よりも全体で計画

出荷を促進する観点から業務区分ごと登録出荷団体等ごとに対比

して行っていた認定を第Ⅳ－５図のとおり対象野菜（注）及び対

象出荷期間ごとに、供給計画数量と出荷数量のそれぞれの合計を

比較した結果を基準に、業務区分ごとに認定するように変更され

ました。 

第第ⅣⅣ－－５５図図  認認定定のの集集計計単単位位

対象野菜 対象市場群 対象出荷期間

冬 レ タ ス
（ 結 球 ）

北 海 道 1.1～2.28 700 1,290 750 -42% AA

冬 レ タ ス
（ 結 球 ）

東　　北 1.1～2.28

冬 レ タ ス
（ 結 球 ）

関　　東 1.1～2.28 500 780 820 5% AA

冬 レ タ ス 北　　陸 1.1～2.28

冬 レ タ ス
（ 結 球 ）

東　　海 1.1～2.28 150 330 200 -39% AA

冬 レ タ ス
（ 結 球 ）

近　　畿 1.1～2.28 300 840 970 15% AA

冬 レ タ ス
（ 結 球 ）

中　　国 1.1～2.28

冬 レ タ ス 四　　国 1.1～2.28 40 40 50 25% AA

冬 レ タ ス
（ 結 球 ）

九　　州 1.1～2.28 50 120 100 -17% AA

冬 レ タ ス
（ 結 球 ）

沖　　縄 1.1～2.28

1,740 3,400 2,890 --1155%%

乖離度
(C-B)/B

認定

合計

業務区分
予約数量

（A)

供給計画
数量
（B)

出荷数量
（C)

 
注：合算する対象野菜は、実施細則別表１から６までに定める対象野菜の欄の名称となります

が、一部の対象野菜は、別表の（注）の集計単位となることにご注意下さい。 
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また、特例申込み50及び特例申込み55（調整野菜及び一般指定

野菜）に申込みをした登録出荷団体等では、より厳格な供給計画

の遵守が求められています。当該業務区分で、出荷数量と供給計

画数量との乖離が20％以上あった場合には一部交付の措置が適用

され、最低基準額は、申し込んだ特例申込みの区分にかかわらず

調整野菜及び一般指定野菜では標準申込みの最低基準額、重要野

菜では特例申込み55の最低基準額が適用されて交付金算定が行わ

れます（野菜価格安定対策事業の推進について別記２第17の２及

び３）。 

(ｲ)特別補給交付金等 

重要野菜については、計画的な生産出荷と価格の安定を図るた

め特別の事業が実施されてきました。ほぼ計画どおりの出荷をし

てもなお価格が著しく低落する場合もあることから、この場合は

この事業の一環として、保証基準額と平均販売価額との差額の10

分の１に当たる分についても特別に補てんされてきました。これ

が特別補給交付金等と呼ばれるものです。 

平成19年度からは計画的な生産出荷の促進のため調整野菜及び

一般指定野菜についても特別補給交付金等を申し込むことができ

るようになりました。業務方法書第113条では特別補給交付金の金

額は、産地区分ごとの一般補給交付金等の金額に第Ⅳ－７表の特

別補給加算率を乗じて得た額を業務区分ごとに合計した額と定め

ています。 

 

第第ⅣⅣ－－７７表表  特特別別補補給給加加算算率率  

産地区分 特別補給加算率 

第Ⅰ区分 ９分の１ 

第Ⅱ区分 ８分の１ 

第Ⅲ区分 ７分の１ 

 

特別補給交付金等の交付に当たっては、機構は登録出荷団体等

が計画的な出荷を行った旨の認定（実施細則第34条第２号及び第

３号）を行いますが、令和２年８月申込期限から、前述のとおり

対象野菜及び対象出荷期間ごとに、供給計画数量と出荷数量のそ

れぞれの合計を比較した結果を基準に、計画の範囲内（供給計画

数量と対象野菜の出荷数量との差の数量の当該供給計画数量に対

する割合（乖離の度合い）が、対象出荷期間全体でみて10％未満

であり、かつ、月別でみて、20％未満の月が３分の２以上を占め

ている場合を言います。）と認定されたものが対象となります

（実施細則第35条の３）。 

イ. 価格差補給交付金等の削減 

先に説明したとおり、交付予約とこれに伴う資金造成は、３年間の業務

対象年間について行うこととしていますが、昭和53年度までは保証基準額

等が毎年度変更されてきたので、その都度契約更改を行い、資金の再造成

をしていました。また、その後も交付金の交付があった業務区分について

は業務対象年間の短縮を行い、新たに３年間の業務対象年間を設定して資

金を再造成してきました。ところが、保証基準額等の改定又は業務対象年

間の短縮が行われなかった場合、業務方法書の規定では、仮に業務対象年

間の最初の年に1,000万円の資金造成をし、300万円の補てんが行われ、２

年目に800万円の補てんの必要が生じたとすると資金残額は 700万円とな

り、800万円の補てんをすることができません。この場合には、補てん金

は100万円削減して資金残額の700万円を交付することになります(業務方

法書第119条)。 

ただし、これでは、価格補てんを行うことによって価格の著しい低落が

野菜生産者の経営に及ぼす影響を緩和し、指定野菜の供給の安定を図ると

いう制度の目的を十分に達成できません。このため、現在では、補てん金

交付によって造成資金に不足が生じ、契約更改の機会がない場合にはその

業務対象年間を短縮して終了させ、新たに業務対象年間を定めて契約をし

直し、新たに資金造成を行うこととしています。この短縮を行うことにつ

いては、交付申込書の様式の中の申込条件で、「資金が著しく減少したこ

とにより価格差補給交付金等の交付の業務を行うことが困難と認められる

場合その他やむを得ない場合においては、業務対象年間を短縮することが

ある。」と規定し、措置しています。 

― 59 ―　― 58 ―　



また、平成23年８月申込期限から負担金及び納付金を軽減する負担率が

種別ごとに導入されたことに伴い、価格差補給交付金等が、業務区分ごと、

産地区分ごとの負担軽減後の資金造成額を超える場合は、登録出荷団体等

がその超える負担金相当額を納入（事前に道府県法人及び道府県と協議）

した時に限り交付金を交付します（業務方法書第113条の２）。 

ウ. 価格差補給交付金等の計算 

ある一般指定野菜で、３～４月のあるブロックに交付予約をしているＡ、

Ｂ、Ｃの３登録出荷団体等が対象市場群に出荷した対象野菜の旬別平均販

売価額（キログラム当たりの加重平均価格）が次のとおり算定されたとし

ます。 

対象出荷期間 月 別 上  旬 中  旬 下  旬 

３～４月 
 
 ３月 
 ４月 

  円  銭 
  110.00 
  70.00 

  円  銭 
  85.00 
  50.00 

  円  銭 
  80.00 
  40.00 

また、この業務区分の保証基準額及び最低基準額は、次のとおりとしま 

す。 

保証基準額   90円00銭 

最低基準額   60円00銭 

ここで、各旬別平均販売価額を保証基準額又は最低基準額と比べると、

３月上旬は保証基準額を上回っていますが、３月中下旬及び４月上旬は保

証基準額を下回り、最低基準額以上となっています。また、４月中下旬は

最低基準額をも下回っています。 

この場合の産地区分ごとの一般補給交付金等の単価は、次のように算出

されます。 

 

〔一般補給交付金等単価の算出〕 

 ○算式：交付金単価＝（保証基準額－旬別平均販売価額又は最低基準額） 

               ×産地区分ごとの補てん率（第Ⅳ－５表） 

      注：特例申込みの最低基準額は以下のとおり 

       ①特例申込み50 最低基準額の 60分の50 

       ②特例申込み55   〃    60分の55 

       ③特例申込み65     〃    60分の65 

       ④特例申込み70   〃    60分の70 

なお、特例申込みに係る業務区分について、平均販売価額が最低基準額

以下に下落した場合は、産地区分ごとの資金造成単価を交付金単価として

用いることとなっています。 

 

○計算例：産地区分Ⅰの場合 

 

上旬             0.00 

３月 中旬（90.00－85.00）×9/10＝ 4.50 

下旬（90.00－80.00）×9/10＝ 9.00 

 

 

上旬（90.00－70.00）×9/10＝18.00 

４月 中旬（90.00－60.00）×9/10＝27.00 

下旬（90.00－60.00）×9/10＝27.00  

 

この旬別の交付金単価は産地区分により異なりますが、Ａ、Ｂ、Ｃの３

登録出荷団体等の中で同じ産地区分に属する場合の交付金単価は共通とな

ります。 

 

〔交付対象数量〕 

この業務区分のＡ登録出荷団体（産地区分Ⅰ）のこの期間（３～４月）

の交付予約数量及び旬別の交付対象の出荷数量（規格品）は次のとおりと

します。 

交付予約数量(ｔ) 

（産地区分Ⅰ） 
月 別 

交付対象の出荷数量（㎏) 

上 旬 中 旬 下 旬 計 

    4,300 

3月 

4月 

 計 

523,710 

704,030 

 

752,430 

895,270 

 

810,550 

913,250 

 

 2,086,690 

 2,512,550 

 4,599,240 

この交付対象の出荷数量の計は、交付予約数量に比べて多いため、少な

い方の交付予約数量が交付対象数量となります。しかし、交付予約数量は

月別又は旬別に定められていないので、次のようにして交付予約数量を各

旬に按分します（業務方法書第109条）。 
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○算式：産地区分Ⅰの旬別交付対象数量

＝交付予約数量 ×
交付対象の出荷数量の合計
旬別の交付対象の出荷数量

  

月 旬 
交付対象の 

出荷数量 
計 算 式 交付対象数量 

  ㎏ ﾄﾝ ㎏ 

3 

上 523,710 523,710

4,599,240
4,300 × ＝

 489,636 

中 752,430 752,430

4,599,240
＝4,300 ×

 703,475 

下 810,550 810,550

4,599,240
＝4,300 ×

 757,813 

4 

上 704,030 704,030

4,599,240
4,300 × ＝

 658,224 

中 895,270 895,270

4,599,240
4,300 × ＝

 837,021 

下 913,250 913,250

4,599,240
4,300 × ＝

 853,831 

計 4,599,240  4,300,000 

注：計算は、小数点以下第11位を四捨五入し、小数点以下第10位まで求め、交付対象数量の

合計が交付予約数量になるよう調整する。 

 

このようにして、各旬別に按分された交付予約（対象）数量に各旬の交

付金単価を乗じて産地区分ごとの一般補給交付金等の交付額を算出します。 

 

〔産地区分Ⅰの一般補給交付金等の交付額〕 

○算式：産地区分Ⅰの交付額 

＝各旬の産地区分Ⅰの交付対象数量×各旬の産地区分Ⅰの交付金単価 

○計算例：    ㎏ 円 銭       円 

上旬  489,636× 0.00＝        0 

３月 中旬  703,475× 4.50＝ 3,165,638 

下旬  757,813× 9.00＝ 6,820,317 

 

上旬  658,224×18.00＝11,848,032 

４月 中旬  837,021×27.00＝22,599,567 

下旬  853,831×27.00＝23,053,437 

       ３～４月計  ＝67,486,991 

 1,000円未満の端数を処理した額 ＝67,486,000 

出荷数量が交付予約数量に比べて少なかった場合は、少ない出荷数量

の方が交付対象数量となるため、各旬の出荷数量にそのまま各旬の交付

金単価を乗じて各旬の産地区分Ⅰの一般補給交付金等の額を算出します。 

そして、機構の認定により交付率が定まるので、産地区分ごとの一般

補給交付金等の額（1,000円未満の端数切捨て）に認定区分に応じた交付

率を乗じて算出します。 

 

（例：認定Ｃの場合 産地区分Ⅰ) 

○算式：産地区分ごとの交付額 

＝産地区分ごとの一般補給交付金等の額×交付率 

○計算例：  67,486,000円 × 7/10  ＝ 47,240,200円 

1,000円未満の端数を処理した額   ＝ 47,240,000円 

産地区分Ⅱ及びⅢについても同様に、一般補給交付金等の額を算出し、

最後に産地区分ごとの一般補給交付金等の額を合計し、業務区分の一般

補給交付金等の額とします。 

 

〔特別補給交付金等の交付額〕 

特別補給交付金等は、登録出荷団体等が業務区分ごとに計画的な出荷

を行った旨の機構の認定を受けた場合に交付されます。 

この特別補給交付金等は、産地区分ごとの一般補給交付金等の額に第

Ⅳ－７表の特別補給加算率を乗じて算出します。 

 

（例：認定区分 範囲内Ａの場合 産地区分Ⅰ） 

○算式：産地区分ごとの交付額＝一般補給交付金等の額×特別補給加算率 

○計算例：  67,486,000円 × 1/9 ＝ 7,498,444円 

1,000円未満の端数を処理した額  ＝ 7,498,000円 

産地区分Ⅱ及びⅢについても特別補給交付金等の額を算出し、最後に

産地区分ごとの特別補給交付金等の額を合計して業務区分の特別補給交

付金等の額とします。 

 

〔たまねぎ等の場合の計算〕 

さといも、たまねぎ及びばれいしょは、旬別計算を行わず、月別に計

算します。 
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１．重要野菜 ２．調整野菜及び一般指定野菜

キャベツ、秋冬だいこん、秋冬はくさい、 春だいこん、夏だいこん、にんじん、春はくさい、夏はくさい、

たまねぎ レタス、きゅうり、さといも、トマト、なす、ねぎ、ばれいしょ、
ブロッコリー、ピーマン、ほうれんそう

(E"')最低基準額 (E"')最低基準額
　　A×70％ 　　A×70％

(E") 最低基準額 (E") 最低基準額
　　A×65％ 　　A×65％

(D)  最低基準額 (D)  最低基準額
　　A×60％ 　　A×60％

(E') 最低基準額 (E') 最低基準額
　　A×55％ 　　A×55％

(E)  最低基準額 (E)  最低基準額
　　A×50％ 　　A×50％

(1)　資金造成に係る負担区分 (1)　資金造成に係る負担区分

国 県法人 登録出荷 国 県法人 登録出荷

団  体 等 団  体 等

標準造成部分 65.0％  17.5％  17.5％ 標準造成部分 60％  20％  20％

特定造成部分 特定造成部分

(加工業務用推進ﾀｲﾌﾟ） 65.0％  17.5％  17.5％ (加工業務用推進ﾀｲﾌﾟ） 60％  20％  20％

（　〃　　　  　 　　以外） 50％  25％  25％ （　〃　　　  　 　　以外） 50％  25％  25％

※カッコ内は策定した産地強化計画のタイプ ※カッコ内は策定した産地強化計画のタイプ

(2)　特例申込みは、登録出荷団体等の選択制 (2)　特例申込みは、登録出荷団体等の選択制

(3)　旬別（たまねぎは月別）平均販売価額 (3)　旬別(さといも及びばれいしょは月別)平均販売価額

(4)　一般補給交付金等 産地区分Ⅰ(B-C)×0.9 (4)　一般補給交付金等　 産地区分Ⅰ(B-C)×0.9

〃　 Ⅱ(B-C)×0.8 〃　 Ⅱ(B-C)×0.8

〃　 Ⅲ(B-C)×0.7 〃　 Ⅲ(B-C)×0.7

※ 認定の結果、供給計画と出荷実績が20％以上 ※ 認定の結果、供給計画と出荷実績が20％以上

 乖離する場合、交付金は乖離10％増毎に10％  乖離する場合、交付金は乖離10％増毎に10％

  カット。  カット。

(5)　特例申込み50は、供給計画と出荷実績が20％以上 (5)　特例申込み50、55は、供給計画と出荷実績が20％

　乖離する場合、特定造成分の交付金はカット。 　以上乖離する場合、特定造成分の交付金はカット。

(6)　特別補給交付金等　　(B-C)×0.1 (6)　特別補給交付金等　　(B-C)×0.1
※ 計画出荷した旨の認定を要し、供給計画対比 登録出荷団体等の選択制
 により交付金が交付されない場合がある。 ※ 計画出荷した旨の認定を要し、供給計画対比

 により交付金が交付されない場合がある。

第第ⅣⅣ－－６６図図　　指指定定野野菜菜価価格格安安定定対対策策事事業業のの仕仕組組みみ

(C)  平均販売価額
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エ. 平均販売価額と登録出荷団体等ごとの販売価格との関係について 

ここで、平均販売価額と登録出荷団体等ごとの販売価格との関係につ

いて触れておきます。自分の出荷した野菜の販売価格は保証基準額を相

当下回っているのに、交付金の交付がないのはなぜか、あるいは、平均

販売価額が保証基準額を下回ったけれども、自分のところから出荷した

ものの販売価格は他の登録出荷団体等に比較してかなり高くなっている

ので、交付金は交付されないのではないか、といった疑問についてです。

平均販売価額というのは、ある業務区分に交付予約している全ての登録

出荷団体等から、その業務区分の対象市場群に出荷された規格品の全て

の平均であることを思い出していただければお分かりいただけるはずで

す。登録出荷団体等ごとにみれば、品質の優劣や産地銘柄に対する市場

の評価の違いや出荷時期の選択等によって価格に差異があるのは当然で

す。しかし、交付金の額は、あくまでもその業務区分に属する全ての対

象市場群に出荷された対象野菜全体の、平均販売価額と保証基準額との

差から算出した交付金単価で計算されます。交付金等を算出する要素と

して、登録出荷団体等ごとに異なるものは出荷数量のみとなります。 

このため、ある登録出荷団体等では販売価格が保証基準額を下回った

のに交付金が交付されないことや、保証基準額より高く販売されても交

付金が交付されるということが生じることになります。 

オ. 価格差補給交付金の交付予定額の算出に当たっての未加入構成会員分

の除外 

旧来、価格差補給交付金の交付予定額の算出に当たっては、負担金を

負担していない構成会員（未加入構成会員）の出荷した対象野菜も含め

ていたので、受益と負担の均衡を図るため、この未加入構成会員分の交

付金については交付申請に当たって原則として辞退することとしていま

したが、この計算事務は煩雑であるとして、登録出荷団体から強い改善

要望がありました。これを受けて、平成14年から、価格差補給交付金の

交付予定額については未加入構成会員の出荷数量に係る交付金を除外し

て算出しています。このため、登録出荷団体においては、未加入構成会

員分の交付金の除外の手続きを行う必要がなくなったところです（業務

方法書第109条）。 
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カ. 平均販売価額等の再計算に一定の基準を導入 

平均販売価額等を通知した後に野菜指定産地外で生産されたもののデ

ータの混入等が明らかになった場合には、平均販売価額等の再計算を実

施しています。この再計算を実施すると、平均販売価額は変更となり、

交付予約がある全ての登録出荷団体等の交付金額も修正され、特に、既

に交付を終了した登録出荷団体等においては、交付金等の追加交付ある

いは返還の事務が必要となるなど、多くの煩雑な事務作業や経費が費や

されることとなるため、かねてからこのような再計算に対して強い改善

要望があったところです。 

このため、再計算に伴う登録出荷団体等の諸負担を軽減する観点から、

平成14年７月以降に対象出荷期間が開始となる業務区分より、再計算の

結果、再計算前の平均販売価額との差異が１円未満の場合は平均販売価

額を変更しないことが可能となりました（業務方法書第111条、実施細則

第35条）。 

なお、この場合でも、再計算の原因となった出荷数量の変更は行うこ

ととなります。 

このような措置は、再計算の必要が生じた場合に指定野菜価格安定対

策事業の円滑な実施を阻害しないようやむを得ず導入したものであり、

本来は、再計算を行う必要が生じないことが望ましいことはいうまでも

ありません。 

平均販売価額等の算定のために収集した売買データに、機構が必要と

する項目が明確に表示されていれば再計算は発生しません。 

また、機構が必要とする項目が明確に表示されない場合でも、売買デ

ータの照合作業の過程で的確な修正ができれば再計算は発生しません。 

再計算を実施しなくても済むように、登録出荷団体においては、産地

の出荷段階における農協コード等の各種コード、量目、規格等が適正に

表示されるように農協を指導するとともに、登録出荷団体で区分できな

い野菜指定産地外データについては農協に照会して確認をする等の措置

を講じて下さい。 

  

 

７７..  価価格格差差補補給給金金のの交交付付ににつついいてて  

指定野菜価格安定対策事業に係る価格差補給金の交付の指針について 

平成15年10月1日付け農畜機第 381号 制定 
平成17年5月16日付け農畜機第 703号 変更 
平成19年9月27日付け農畜機第2525号 変更 

登録出荷団体は、指定野菜価格安定対策事業に係る価格差補給交付金の交

付を受けたときは、交付を受けた価格差補給交付金の全額を交付金交付の対

象となった指定野菜を委託出荷した生産者に対して（生産者の直接の委託以

外の委託があるときは、順次当該委託をした者を通じて生産者に対して) 、

その委託出荷数量を基礎として、価格差補給金として交付するものとされて

いる (独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書第 117条）。 

この価格差補給金の交付は、次に定めるところにより行うものとする。 

１. 登録出荷団体又は登録出荷団体を構成している団体から当該団体の構成

員（以下「構成会員」という。) に対し価格差補給金を交付する場合は、

それぞれ書面により交付基準を定めた上、当該交付基準により交付する

ものとする。 

２. 価格差補給金の交付の対象とする野菜（以下「対象野菜」という｡)は、

次の要件のすべてを満たしているものとする。 

(1) 野菜指定産地の区域内で生産された指定野菜であること。 

(2) 独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書実施細則（以下「実施細

則」という。) に定める規格に適合するものであること。 

(3) 生産者からの直接又は間接の委託により出荷されたものであること。 

(4) 実施細則で定める対象市場群に対して出荷されたものであること（た

だし、これと販売代金の共同計算をしているものを含めることができ

る。) 。 

(5) 独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）から価格差

補給交付金が交付されることとなった旬（さといも、たまねぎ及びば

れいしょにあっては月。以下「交付金交付旬 (月) 」という。) に出

荷されたものであること（ただし、これと販売代金の共同計算をして

いるもの及び対象出荷期間内で著しい価格低落のあった期間に出荷さ

れたものを含めることができる。) 。 

３. 価格差補給金の交付の基礎とする出荷数量（以下「交付基礎数量」とい

う。) は、対象野菜の産地区分ごとの出荷数量を限度としてこれに応じ
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て定めるものとする。 

４. 負担金に充てる経費を構成会員に賦課している場合には、３の規定にか

かわらず、対象野菜の産地区分ごとの出荷数量を限度として、当該数量

のほか、構成会員に賦課された金額の基礎となった数量を勘案して交付

基礎数量を定めることができる。 

５. 価格差補給金の単価は、機構において価格差補給交付金の算定の基礎と

された単価（出荷数量の認定区分に応じて実施細則で定める一部交付の

率を乗じて得た額）とする。 

ただし、交付基礎数量の合計が価格差補給交付金の算定の基礎とされ

た数量を超えることとなる場合及び対象野菜の販売価格の高低、最近年

における出荷数量等を勘案して単価の調整を行う場合にあっては、この

限りでない。 

６. 価格差補給金の交付に当たっては、次のことを遵守するものとする。 

(1) 価格差補給金の全額を速やかに交付すること。 

なお、価格差補給金の一部について交付を行わないときは、登録出荷

団体は、当該金額をあらかじめ減額して、価格差補給交付金の交付を申

請するものとする。 

(2) 構成会員に交付すべき価格差補給金を当該構成会員から徴収する金銭

と相殺しないこと。 

ただし、構成会員に対して交付すべき価格差補給金の金額と負担金に

充てる経費として当該構成会員から徴収する金額とを明確に文書により

通知し、確認できるようにした上で相殺する場合は、この限りでない。 

(3) 価格差補給金は、構成会員の預金口座に振り込むか、又は受領書を徴

することにより、交付した金額を確認できるようにすること。 

附 則（平成19年9月27日付け19農畜機第2525号） 

１ この通知による変更は、平成19年10月１日から施行する。 

２ 業務方法書実施細則第15条及び第50条に規定する交付予約の申込期限

（以下「申込期限」という。）が平成19年８月30日以前である業務区分の

うち平成20年3月31日までに出荷を行うもの（申込期限が平成19年６月20

日である業務区分にあっては、平成20年4月30日までに出荷を行うもの）

については、変更前の規定を適用する。 

 

登録出荷団体が交付を受けた価格差補給交付金を、指定野菜の委託出荷を

した生産者に対して価格差補給金として交付する場合の具体的な方法につい

ては、野菜法及び機構の業務方法書に即することを前提に登録出荷団体の自

主的な判断に委ねられています。しかし、国の政策的配慮が大きい制度であ

るため、その適正な実施に資するため、昭和47年に「価格差補給金の交付に

ついて」（昭和47年11月13日付け47野資協第570号）を、その後、野菜の需

給状況の変化と指定野菜価格安定対策事業に係る諸情勢の変化に対応し、

「価格差補給金の配分・交付の指針について」（昭和59年10月３日付け59野

供基第755号）を、さらに、平成15年10月の機構の発足に伴い、「指定野菜

価格安定対策事業に係る価格差補給金の交付の指針について」（平成15年10

月１日付け15農畜機第 381号。以下「交付指針」という。）を定めました。 

機構の実施している指定野菜価格安定対策事業は、登録出荷団体等と機構

との契約に基づいて価格差補給交付金等を交付するものです。すなわち、経

済連等の登録出荷団体は、構成団体や生産者からの出荷委託に係る指定野菜

を共同販売により安定的に対象市場群に出荷しており、この実態を踏まえて

登録出荷団体に対して、その交付予約数量の範囲内で、委託出荷された対象

野菜の数量に応じて価格差補給交付金を交付します。 

価格差補給交付金が登録出荷団体に交付された場合、最終的に生産者まで

価格差補給金が交付されるようにする必要があります。この場合、共同販売

の実態は地域や指定野菜の種別ごとに多様であることから、具体的な価格差

補給金の交付の方法については、野菜法及び機構の業務方法書に即すること

を前提に基本的には登録出荷団体の自主的判断に委ねることとしています。 

価格差補給金の交付に当たっては、交付指針の1で明らかにしているように、

交付基準をあらかじめ書面により作成する必要がありますが、この交付指針

は、登録出荷団体が交付基準を定めるに際し、制度の趣旨からみて守るべき

基本的な事項とその他留意すべき事項を明らかにしたものです。登録出荷団

体においては、交付指針で示した基本的な事項のほか、指定野菜価格安定対

策事業を適正、円滑に実施していく上で必要とする事項も含め、交付基準を

定めることとしてください。その際、価格差補給交付金の交付の方法等につ

いて疑問があれば、当機構に照会してください。なお、各登録出荷団体にお

いて、交付基準を制定し、又は改正した場合には、機構に新たな交付基準を
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送付して下さい。 

ここでは、交付指針の各項について簡単に解説します。 

(1) 交付指針１について 

価格差補給金の交付については、登録出荷団体は、必ず、あらかじめ書

面により交付基準を定めて行わなければなりません。交付基準は、機構の

示した交付指針に即し、構成会員とも十分打合せをして設定して下さい。 

構成会員が生産者に交付するときも交付基準を設けて行わなければなり

ません。登録出荷団体は、構成会員がどのような交付基準を設けているか、

常に承知し、必要な指導を行うようにして下さい。 

(2) 交付指針２について 

ア．指定野菜価格安定対策事業は、直接的には、指定野菜の価格が著しく

低落したときに価格差補給金の交付を行うことによって、価格低落が生

産者の経営に及ぼす影響を緩和することを目的としたものですが、それ

と同時に、指定野菜の安定的な生産出荷の確保を図ることを目的とした

ものであることはいうまでもありません。 

この安定的な生産出荷の確保は、生産出荷について調整機能を有する

組織された集団産地における計画的な生産出荷によって達成されるもの

であり、野菜指定産地制度においては、作付面積規模や共同出荷体制等

について一定の要件を備えているか、又は備えることが確実とみられる

集団産地を野菜指定産地として指定して、生産出荷の近代化を推進する

こととしています。指定野菜価格安定対策事業も、この野菜指定産地制

度との有機的な連携の下に実施することによって、より大きな事業効果

が期待できると考えられることから、野菜指定産地の区域内で生産され

る指定野菜を対象として事業を行うこととされています。したがって、

野菜指定産地の区域以外で生産された指定野菜は、それがたとえいわゆ

る産地農協を通じて委託出荷されても、価格差補給金の交付対象とする

ことは認められませんので、留意して下さい。 

イ．対象野菜の出荷先は、価格差補給交付金の算定においては対象市場群

に限られていますが、価格差補給金の交付においては、販売代金の共同

計算が対象市場群以外に出荷されたものも含めて一括して行われている

場合には、それを含めてもよいこととしています。 

ウ．対象野菜の価格差補給交付金の交付旬は、価格差補給交付金の算定に

おいては平均販売価額が保証基準額を下回って交付金が交付されること

となった旬（さといも、たまねぎ及びばれいしょにあっては月。以下

「交付金交付旬（月）」という。）に限られていますが、価格差補給金

の交付においては、販売代金の共同計算の期間が交付金交付旬（月）の

前後にわたる場合には、その前後にわたる期間も含めてよいこととして

います。また、天候などの関係で出荷の前進あるいは後退があり、交付

金交付の対象となった指定野菜と同じ種別に属する対象野菜の出荷団体

の販売価格が対象期間内の交付金交付旬（月）以外の期間においても著

しく下落している場合であって、この価格下落の期間を切り捨てること

が実情にそぐわないと考えられるときには、当該期間も含めてよいこと

にしています。 

上記のイ及びウは、価格差補給交付金の算定における取扱いと異なり、

交付に当たっての運用の余地を認めているものです。 

なお、従来本項には共同計算方式に係る項目が入っていましたが、平

成14年度の改正により同要件を削除したところです。 

これは、従来、登録出荷団体による計画的な生産出荷を助長する観点

から、指定野菜価格安定対策事業の対象となる野菜は、農協等を単位と

した共同計算方式により出荷されたものに限っていましたが、近年、減

農薬栽培等の特徴ある栽培方法による野菜は、同一農協の同一の野菜で

も価格水準が大きく異なるなど、農協等を単位とする共同計算方式によ

る共同出荷が適当でない場合が増加してきたことが背景にあります。 

このような実態を踏まえて、全国一律に定めていた共同計算方式につ

いて、登録出荷団体が産地の実態に合わせて選択することができるよう

にしました。従来は、同要件をもとに登録出荷団体では、共同計算に参

加しない者は指定野菜価格安定対策事業に加入することができないと交

付基準で定めることができたのですが、旧基金当時のこの改正により、

以降、当該登録出荷団体の独自の判断により行うものと位置づけられま

すので、この点に十分留意して下さい。 

(3) 交付指針３について 

機構から登録出荷団体に交付される価格差補給交付金もそうですが、登
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録出荷団体から構成会員に交付する場合の交付の基礎とするのは必ず対象

野菜の産地区分ごとの「出荷数量」であり、かつ、産地区分ごとの「出荷

数量を限度」としなければなりません。また、構成会員から生産者に交付

される価格差補給金は交付の基礎とするのは必ず対象野菜の「出荷数量」

であり、かつ、「出荷数量を限度とする。」ことが肝要です。出荷のない

ものに交付することは認められません。 

(4) 交付指針４について 

価格差補給金の交付は、交付指針３のように産地区分ごとの出荷数量に

基づいて行うのが原則ですが、これは登録出荷団体が負担金の納付に充て

る経費を構成会員や生産者に賦課しないで自らまかなっている場合等には

スムーズにできることです。しかし、現実には登録出荷団体が負担金の納

入に充てる経費を構成会員や生産者に賦課しているケースが多く、この事

情を考慮したいとの考えがあります。このため、負担金の納入に充てる経

費を賦課している事情について考慮することができることを定めているの

が交付指針の４であり、登録出荷団体が負担金の納入に充てる経費を構成

会員又は生産者に賦課している場合には、産地区分ごとの出荷数量のほか、

産地区分ごとの構成会員又は生産者の賦課額の基礎となった数量を勘案し

てもよいこととしています。登録出荷団体の構成会員から生産者に交付す

る場合も同様です。しかしながら、出荷数量が賦課額の基礎となった数量

に満たないときは、出荷数量を限度としなければなりません。この点には

常に注意を払って下さい。 

ところで、負担金に充てる経費を構成会員に賦課している場合で交付指

針４の規定により価格差補給金の交付を行うときに、賦課金を負担した構

成会員（以下「加入構成会員」という。）の交付基礎数量と価格差補給交

付金の交付対象数量が一致しないケースが生じることが想定されます。 

賦課金の基礎となった数量まで出荷がなかった加入構成会員がいる一方で、

その数量を上回る出荷をした加入構成会員がいる場合が考えられますが、

各加入構成会員の出荷数量の増減で賦課額の基礎を超えて出荷があった加

入構成会員については、その超える数量を価格差補給交付金の対象とする

ことは差し支えありません。しかし、各加入構成会員の賦課額の基礎とな

った数量が出荷の実態と恒常的に相違がある場合は、その賦課額の基礎と

なった数量を見直して下さい。 

なお、従来は、賦課金を負担していない構成会員（以下「未加入構成会

員」という。）の出荷数量も価格差補給交付金の算定に入っていたことか

ら、加入構成会員の交付基礎数量と一致していませんでしたが、平成14年

の制度改正により、平成14年７月以降に対象出荷期間が開始する業務区分

からは、未加入構成会員の出荷数量を除外して価格差補給交付金を算定す

るよう改善しています。 

(5) 交付指針５について 

価格差補給金の単価は、登録出荷団体が機構から交付を受けた価格差補

給交付金の旬（月）別単価によることを原則としています。なお、ただし

書の後半は、登録出荷団体や構成会員では実情に合うようにいろいろ苦心

されることもあろうかと考えて、単価を調整して交付することを認めてい

るものです。ここでは例示的に定め、「等」として幅をもたせています。 

(6) 交付指針６について 

価格差補給金の交付に当たって遵守すべきその他の要点を掲げたのが交

付指針の６です。 

ア．全額を速やかに交付すること。 

機構又は共販組織の上部からの交付額は全て構成会員に交付しなけれ

ばなりません。例えば、野菜部会の経費等に充当することは許されませ

ん。 

なお、価格差補給金の一部について交付を行わないときには、登録出

荷団体においては、当該金額をあらかじめ減額して、価格差補給交付金

の交付を申請することになります。（この場合には、減額後の金額を記

載した交付申請書のほか、辞退する額を記載した辞退届を併せて提出し

て下さい。）  

価格差補給交付金を減額して申請する場合は、価格差補給金の額が少

額にとどまる場合で、構成会員から辞退の申出があったとき等です。 

イ．相殺交付しないこと。 

もし、構成会員から徴収する金銭があるならば、一旦この価格差補給

金を構成会員に受領させてから、別に徴収して下さい。ただし、構成会

員に対して交付すべき価格差補給金の金額と負担金に充てる経費として
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その構成会員から徴収する金額とを、明確に文書により通知し、構成会

員が確認できるようにした上で、相殺することは差し支えありません。 

ウ．交付した金額を確認できるようにすること。 

これは、構成会員の預金口座に振り込むか、受領書で交付されたこと

が明確になるようにしておくことを求めたものです。これからも、各種

機関の検査や監査が行われるものと思われます。そのためにも欠かせな

いことですのでこの励行を登録出荷団体は十分指導して下さい。また、

登録出荷団体は、生産者に対する価格差補給金の交付が終了したときは、

遅滞なくその交付結果を機構に報告しなければならない（業務方法書第

118条、同実施細則第39条）こととなっていますが、この場合、構成会員

が価格差補給金の交付を終了したことを報告書等の方法により確認した

上で報告して下さい。 

なお、機構への報告様式の記の４、交付経過の「補給金交付終了年月

日」欄には、生産者の個人口座に振り込んだ年月日等、価格差補給金を

交付した年月日を記載して下さい。 

 

以上、交付指針について説明しましたが、これに関連して、次のようなこと

がよく聞かれますので御紹介しておきます。 

 

問１ 機構事業と県単事業の両方に参加している団体が、この両方から価格

差補給金を交付された場合、生産者に一緒に交付してよいか。 

答  ２つの事業は補助条件なり交付の条件が異なっているので、補給金を

生産者に支払うときは、それぞれの事業ごとに生産者の個人口座に振り

込む等、経理区分が明確になるよう処理して下さい。 

問２ 野菜指定産地の区域を超える広い範囲で共販を行っているが、価格差

補給金の交付を受けた場合、共販の範囲全体に価格差補給金を交付して

よいか。 

答  機構の価格差補給交付金は野菜指定産地で生産された指定野菜に対し

て交付されるものですから、共販の範囲に含まれる指定野菜であっても

野菜指定産地以外で生産された指定野菜に対しては価格差補給金を絶対

に交付しないようにして下さい。 

問３ 配分の基礎は、旬別、月別の売立日による販売数量とされているが、

実際は同日に出荷しても出荷先の対象市場群が遠隔地の関東ブロックと

近くの九州ブロックとでは売立日も異なるし、誰のものがどの対象市場

群に出荷されたのかを特定することもできないこととなる。このような

場合、配分の基礎数量をどのように考えればよいか。 

答  登録出荷団体が全国を対象に指定野菜を販売する場合、出荷先で売立

日は異なります。一方、機構の平均販売価額は売立日で集計されますが、

登録出荷団体で出荷日による共同計算を実施している場合には機構の数

値と登録出荷団体の数値は一致しません。 

本来、指定野菜価格安定対策事業としては売立日の計算が望ましいの

ですが、全国に対象野菜を出荷している登録出荷団体では、売立日によ

る再集計で生産者個々の出荷数量と販売金額を関係づけることは非常に

困難と考えられます。したがって、出荷日の数量を基礎としていただく

こともやむを得ないと考えています。 

問４ 指定野菜価格安定対策事業における生産者補給交付金の適正な交付等

について（平成12年11月２日付け12野Ａ第1057号）の背景と登録出荷団

体に期待するものはなにか。 

答  指定野菜価格安定対策事業に係る生産者補給交付金の交付状況につい

て、平成12年１月以降、会計検査院による会計実地検査が全国的に実施

され、①生産者補給交付金の算定に当たり、交付対象外の野菜を出荷数

量から控除していないもの、②登録出荷団体にあらかじめ交付予約の基

礎となる数量を申し出ていない構成会員が出荷した分に対して生産者補

給交付金が交付されているもの、③生産者補給金の交付が適切を欠いて

いるものなど、事業運営上の問題点が指摘されました。 

このため、農林水産省は改善のための指導通知を野菜供給安定基金に

通知し、同基金はこれを受けて各登録出荷団体に対して、生産者補給交

付金の適正な交付等事業の適正な実施の徹底と、構成会員に対する本事

業の趣旨の周知指導等、適正な事業実施のための指導・監督の強化をお

願いしたものです。 
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具体的に登録出荷団体にお願いしていることは、以下のとおりです｡ 

①  交付金申請対象野菜が対象野菜の要件に適合していることを十分確認

すること。 

②  交付予約に係る負担金を構成会員に賦課している場合は、事業対象と

なる全ての構成会員に負担金を負担するよう指導するとともに、負担金

を負担していない構成会員がある場合は、各登録出荷団体の出荷の安定

に留意しつつ、その構成会員が出荷した野菜については生産者補給交付

金の申請に含めないようにすること。 

③  生産者補給金を生産者に交付する場合に出荷数量を基礎として適正か

つ迅速に交付することを構成会員に周知徹底すること。 

④  野菜の出荷の実態、生産者への生産者補給金交付の実態等を把握する

とともに、研修会の開催等を通じて構成会員に対する指導・監督を強化

すること。 

以上の内容は、制度を適正に運用するためには必要不可欠のものです

ので、ご協力をお願いします。 

なお、登録出荷団体が構成会員に対する研修会を実施する際、必要が

あれば機構としても積極的に協力させていただきますので、ご連絡下さ

い。 
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ⅤⅤ 契契約約指指定定野野菜菜安安定定供供給給事事業業

本事業は、生産者と実需者との野菜の契約取引を推進し、実需者のニーズに

応える供給を行うため、指定野菜価格安定対策事業の対象ではなかった実需者

（食品加工メーカー、外食産業、量販店等）との契約取引を対象として、平成

14年の野菜法の改正により創設された事業です。

また、平成23年度より、「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創

出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」（平成22年法律第67号。以

下「六次産業化法」といいます。）において野菜法の特例として、野菜指定産地

によらずリレー出荷による周年供給に取り組む生産者を本事業の対象（後述の

「数量確保タイプ」が対象。）とするなどの措置が講じられました。

さらに、令和６年10月に、農業の生産性向上のためのスマート農業技術の活

用の促進に関する法律（令和６年法律第63号。以下「スマート農業技術活用促

進法」という。）が施行され、同様の措置が講じられました。

１１．．事事業業のの仕仕組組みみ

（１）対象野菜・対象産地

指定野菜価格安定対策事業（以下「指定野菜事業」といいます。）の対象野

菜（キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、トマト、なす、にんじん、ね

ぎ、はくさい、ピーマン、レタス、たまねぎ、ばれいしょ、ほうれんそうの14種

類)及び対象産地と同じです。なお、令和８年度からブロッコリーが指定野菜

に追加され、本事業の対象となります。

また、きゅうり、だいこん、トマト、ばれいしょ（砂糖及びでん粉の価格調

整に関する法律の対象となるでん粉原料用を除く。）及びピーマンでもっぱら

加工用原料となる品種に属するものも対象となります。

さらに、これらの野菜に新たな属性を付加することとならない簡易な処理を

行ったものも対象となります（「簡易な処理」とは、例えば皮むき・カット等

が該当しますが、簡易な処理の範囲についてご不明な場合は個別に機構へ問い

合わせて下さい。）。

（２）対象となる契約取引

ア．出荷者及び実需者（契約事業の対象となる指定野菜（以下「契約対象野

菜」といいます。）を原料又は材料として使用することにより食品の製造又

は加工を業とする者又は契約対象野菜の小売を業とする者をいう。以下同

じ。）を当事者とする契約取引で、交付予約を行う前にあらかじめ書面によ

り締結することが必要です。

イ．また、出荷者と中間業者（出荷団体等から買い受けた契約対象野菜を他の

事業者に販売することを業とする者をいいます。以下同じ。）が書面により

締結している契約取引も対象となります。

ウ．契約取引を締結した書面（以下「契約書」といいます。）には、次に掲げ

る事項を定めることが必要です。

（ア）当該契約の対象となる指定野菜の種別

（イ）契約の対象となる指定野菜の供給期間

（ウ）生産者が実需者等（前述の(２)のア及びイの者をいう。以下同じ。）

に供給しようとする対象野菜の数量

（エ）対象野菜の価格に関する事項（価格、価格の決定方式（市場価格連動

契約の場合）等）

（オ）契約に従って契約数量を供給する上で不足が生じた際に同一の種別に

属する指定野菜の供給を行うことに関する事項（定量・定価格契約に

おいて数量確保費用交付金の補てんに加入する場合）

（カ）その他必要な事項

なお、生産者と実需者が基本契約を締結し、数量については、別途、書面等

（以下「確認書等」といいます。）を作成した場合も事業の対象となります。この

場合、確認書等は基本契約書と一体的な文書であることが必要ですので、以下に

よりその確認を行います。

① 数量を定めた確認書等が、基本契約書と一体的な文書であることが明確に

なっていること。

② 確認書等は、基本契約書の締結者と関係のある責任者の氏名のあるものであ

ること。

③ 基本契約書の締結者と確認書等の締結者の関係を明らかにした書類を、提

出すること。
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よくある疑問・質問に対する答

○ 経済連等が農協等から買付け、実需者等に販売している二者契約の場合、

価格低落に関する補てん（価格差補給交付金等及び出荷調整補給交付金等

（定価格契約型を除く））については、野菜法で規定する農協等との委託関

係が途切れることとなり、価格低落による生産者の経営上のダメージを防

ぐという観点ではなく、経済連等の経営リスクを回避するためになされる

こととなるため、事業対象とはなりません。

一方、価格高騰時を対象とする数量確保費用交付金については、実需者

等と契約した者が当該契約数量の確保を履行するために、自らの責任で他

から調達等を行った場合の掛増し経費を補てんするものであることから、

要件を満たせば契約当事者である登録出荷団体を最終被交付者とする仕組

みとなっており、要すれば生産者から野菜を買付け、実需者等に販売する

契約を締結した経済連等の登録出荷団体についても対象となります。

なお、経済連等が傘下農協の委託品（無条件委託）を、市場出荷向け、

実需者等向け（定価売り）等の分荷を行っている場合は、一般的に傘下農

協からの買取りは発生しないこととなるため、仕向先変更（２の(３) の

アを参照）による補てんの対象となります。

○ 中間業者との契約取引の場合、モラルハザード防止の観点から、中間業

者が、数量確保タイプにおいて受領した契約対象野菜のうち少なくとも交

付金の交付対象となる数量を卸売市場に出荷することのないよう、例えば、

予め契約当事者間で取り決めを交わしておく等の措置を行うことが望まし

いと考えています。

○ 市場経由の契約指定野菜安定供給事業（以下「契約指定野菜事業」とい

います。）に係る取引において、指定野菜事業との重複を防ぐため、送り

状の任意の欄に「ケイヤク」等の表示を行うことをルール化する必要があ

ります。登録出荷団体等で契約取引に係る出荷に当たっては、関係卸売会

社等にこの旨を周知させてください。

（３）対象となる出荷団体及び生産者

出荷団体及び生産者が本事業に参加するためには、機構に登録する必要があ

ります。なお、この登録は指定野菜事業と共通であり、既に登録を受けている

場合は新たに登録を受ける必要はありません。

（４）対象となる実需者等

ア．例えば、加工業者、外食業者等のエンドユーザー及び小売店をいいます。

イ．また、中間業者である卸売業者、仲卸業者、商社等も対象となります。

ウ．定款又は直近の事業報告書若しくは会社概要等により実需者等の業務範囲

について確認を行うため、登録出荷団体等が予約申込みを行う際にこれらの

書類を添付しなければなりません。

よくある疑問・質問に対する答

○ 産直のように不特定多数の消費者に供給するものは事業対象となりません

が、生協の消費者グループは個々の消費者の組合であることから実需者（小

売店）として事業の対象となります。

○ 経済連が51％以上出資している、直販、カット工場等の子会社であっても、

法人格が異なることが確認できれば、出荷者と実需者として事業の対象とな

ります。

（５）契約野菜のリレー出荷に係る特例措置（六次産業化法及びスマート農業技

術活用促進法）

ア．対象となる事業

契約指定野菜事業のうち、「定量供給契約における供給量確保の掛増し経

費に係る数量確保費用交付金（数量確保タイプ）」となります。

イ．対象者

産地連携野菜供給契約（複数の産地の生産者によるリレー出荷のための契

約）を締結し、六次産業化法及びスマート農業技術活用促進法の認定を受け

た生産者（指定産地外の生産者も含む。）が支援対象となり、既に登録生産

者となっている者も認定を受けた場合対象となります。
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ウ．産地連携野菜供給契約に係る指定野菜の供給期間

数量確保費用交付金の交付を受けるためには、次に掲げる要件の全てに該

当する産地連携野菜供給契約を締結する必要があります。

（ア）当該契約に係る指定野菜の供給期間が連続（各登録生産者等ごとの当

該指定野菜の供給期間（以下「個別供給期間」といいます。）が重複す

ることを含む。）し、複数の当該指定野菜の対象出荷期間にまたがるこ

と。

（イ）当該契約に係る個別供給期間がそれぞれ30日を超え、かつ、個別供給

期間における取引価額が10日を超える期間において固定された価額であ

ること。

（ウ）当該契約に係る全ての個別供給期間が重複する期間が、当該契約に係

る指定野菜の供給期間の５割を超えないこと。

エ．負担割合

六次産業化法及びスマート農業技術活用促進法認定を受けた契約に対する

負担割合は、国：県法人：生産者＝50：10：40と、従来の事業とは異なって

います。

さらに特例的に、認定を受けた生産者の農地面積のうち、野菜指定産地・

特定産地（特定野菜等供給産地育成価格差補給交付金等交付事業の対象とす

る産地）の面積が50％未満の割合であって、かつ、産地強化計画（契約取引

推進タイプ）を策定し、都道府県知事の認定を受けた場合には、国：県法人

：生産者＝50：０：50となります。

オ．生産者の手続き

（ア）六次産業化法及びスマート農業技術活用促進法の認定手続き

① 生産者等は、実需者との間で「産地連携野菜供給契約」を締結。

② 生産者等は、六次産業化法においては「総合化事業計画」を、スマ

ート農業技術活用促進法においては「生産方式革新実施計画」を作成

し、農林水産大臣からの認定を受けます。各計画の申請手続きについ

ては、地方農政局経営・事業支援部地域連携課等へお問い合わせくだ

さい。

（イ）機構への予約申込み

総合化事業計画が複数の生産者等で作成された場合であっても、生

産者等の認定は「生産者」又は「生産者の組織する団体」ごとです。

機構は農林水産大臣からの通知に基づき、この認定単位で登録簿への

記載を行いますので、予約申込みもそれに準じて申込みを行ってください。

なお、交付金等の申請及び支払いの手続きは、現行どおりです。
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２２．．補補ててんん内内容容

（１）市場価格連動契約における価格低落時の価格差補給交付金等（価格低落タ

イプ）

ア．卸売市場価格に連動して取引価格が設定される契約取引について、平均取

引価額が保証基準額（平均価格の90％）を下回った場合に、保証基準額と平

均取引価額との差額の９割が交付されます。

ただし、平均取引価額が最低基準額（平均価格の55％)を下回った場合に

は、保証基準額と最低基準額との差額の９割が補てんされます。

イ．当該補てんでは、指定野菜制度と同様な発動、資金造成等を行うこととし、

指定野菜制度の仕組みに準拠します。

ウ．「市場価格に連動」とは、取引価格が特定の卸売市場価格を用いるか又は

当該卸売市場価格に一定の係数を乗じるか若しくは当該卸売市場価格に一定

額を加減するといった方法の他、これらの方法に算定される取引価格と実質

的に同等の水準になるような価格設定をしている場合となります。

エ．価格の設定期間は、原則、旬決めですが、契約期間中３回以上の取引価格

を設定する場合であって、最も長い取引価格の設定期間が最も短い取引価格

の設定期間のおおむね２倍以内であるときは、１ケ月以内で設定できます。

しかし、月決め以上は対象となりません。

オ．市場価格連動契約に係る補てんを受ける登録出荷団体等は全量を契約生産

する者に限定はしません。契約取引、市場出荷両方を行う者も対象となりま

す。

カ．機構は、旬ごと又は月ごとに平均取引価額を算定し、翌旬に、機構のホー

ムページに掲示しますので、登録出荷団体等は、交付の発動の有無をこれに

より確認することができます。

よくでる用語の解説

○ 平均価格とは、卸売市場の過去６ヵ年の卸売価格を元に算出した価格をい

います。

○ 保証基準額は、平均価格の90％相当（10銭の位で２捨３入、７捨８入し

０銭、50銭とする。）

○ 最低基準額は、平均価格の55％相当（１銭未満の端数を４捨５入する。）

「保証基準額」「最低基準額」は実施細則の別表９に定められています。

○ 平均取引価額とは、全国10ヵ所の卸売市場の加重平均価額で全国一律に日

別又は旬別に機構が算定し、ホームページで公表しています。したがって、

平均取引価額は個々の契約価格とは直接関係はありません。

機構のホームページのアドレスは、次のとおりです。

【https://www.alic.go.jp/operation/vegetable/stability-price.html】

よくある疑問・質問に対する答

○ 契約書に取引価格は「市場価格に連動」（（１）のウ）と明記されていな

い場合は本事業の対象となりません。また、（１）のウの「特定の卸売市場

価格」とは、当該登録出荷団体等が選んだ市場（通常は、当該団体等の価

格指標市場の価格）をいいます。

なお、当該特定卸売市場の価格が低落した場合であっても、全国一律の平

均取引価額が全国一律の発動基準に達しない場合は、発動対象旬とはなりま

せん。

（２）出荷調整に係る出荷調整補給交付金等（出荷調整タイプ）

ア．作柄不良等による供給量不足を避けるため、契約数量以上の作付けを行っ

た野菜について、価格低落時に出荷調整（土壌還元等）を行った場合に、平

均価格又は契約価額のいずれか低い額の７割が交付されます。

イ．平均取引価額が発動基準価額（平均価格の70％）を下回った場合に発動さ

れます。

ウ．機構は、発動基準価額を下回った日が発生した場合に出荷調整（土壌還元

及び家畜飼料）の実施を認めることとして、発動要件を満たす日に該当する
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か否かを機構のホームページで公表することとします。

登録出荷団体等は、発動の要件を満たす日から５日以内に機構に実施を申

し出て出荷調整を行った場合、その野菜に対し交付金等が交付されます。

出荷調整の実施時期は、発動基準価額を下回った場合の日を含む旬の翌旬

までです。

よくでる用語の解説

○ 発動基準価額とは、ある旬が出荷調整タイプの対象旬に該当するかどうか

の基準で、平均価格の70％相当とし、実施細則別表10に定められています。

よくある疑問・質問に対する答

○ 出荷調整補給交付金等に係る平均取引価額は、全国10か所の卸売市場の加

重平均価額で、機構が日ごとに算定し、機構のホームページで公表します。

○ 登録出荷団体等は、出荷調整を実施する旨を機構に所定の様式で申し出ま

す。

（３）定量供給契約における供給量確保の掛増し経費に係る数量確保費用交付金

（数量確保タイプ）

ア．定量・定価格供給を内容とする契約取引においては、あらかじめ余裕を持

った生産・出荷になるよう計画を立てることと思いますが、天候による作柄

変動等生産者の責に帰することのできない事情により、自己の生産物によっ

て契約数量を充足できなくなった場合においては、市場等に出荷する予定の

ものを契約取引に仕向けること（仕向先変更）により契約数量の確保に努め

ることとします。この場合の補てん額は、平均取引価額と契約価額の差額の

７割となります。

イ．また、供給不足を補うため、市場、他の農協等から購入して契約数量の供

給を行ったときは、購入価額と契約価額との差額の９割が交付されます。

この場合、不足分に充当する指定野菜は、国内の産地（野菜指定産地でな

くてもかまいません。）で生産されたものに限られます。

ただし、この場合の産地表示については、実際に生産された都道府県又は

地域の名称により、適正な表示を行うよう注意してください。

ウ．不足分を購入した場合、補てんされる価格の購入限度価額は原則、旬ごと

に契約価額の150％ですが、生産者の選択によって、200％、300％、400％と

することも可能です。

エ．発動要件は、平均取引価額が指標価額（平均価格の130％）を上回った旬

に個別契約により出荷した場合ですが、当該要件に該当しない場合であって

も、特定の地域での激甚災害（激甚災害に対処するための特別の財政援助等

に関する法律（昭和37年法律第150号）第２条第１項に規定するものをいい

ます。）又は病害虫の著しい発生により、供給すべき対象野菜に不足を生じ

た場合には、供給量の確保が必要なことについて県知事の認定を受けた上で、

機構が補てんを認めることとしています。例えば、登録出荷団体等は、病害

虫の発生により量の確保ができなかった場合には、①県知事の認定、②当該

野菜指定産地の属するブロックにおいて当該指定野菜の価格が指標価額を上

回っている資料を添付して交付金交付の申請を行います。

さらに、平均取引価額が指標価額を上回っていない場合であっても、局所

的な気象災害等による契約取引の供給不足を補うため仕向先変更や市場、他

の農協等から購入して契約数量の供給を行った場合においても補てんの対象

となります。この場合は、局所的な気象災害等を証明する資料を添付して交

付金交付の申請を行います。

オ．機構は、旬ごとに当該旬１旬前の事業の発動の有無をホームページで公表

しています。登録出荷団体等は、この発動状況に関する情報により事業の発

動の有無を確認することができます。

なお、登録出荷団体等は、数量確保費用交付金の交付を受けようとすると

きは、事業の発動の対象となったことがホームページに公表された後、１旬

（さといも、たまねぎ及びばれいしょにあっては１月）以内に個別契約によ

り出荷した該当旬の出荷数量を機構に文書等で通知して下さい。
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よくでる用語の解説

○ 指標価額とは、当該旬が数量確保タイプの対象旬に該当するかどうかの基

準で、平均価格の130％相当であり、実施細則の別表11に定められています。

○ 購入限度価額とは、供給量確保対象旬において、契約数量の不足分を充当

するために要した経費等に対する補てんの上限価格で、前述のように旬ごと

に契約価額の150％、200％、300％、400％の選択が可能です。

よくある疑問・質問に対する答

○ 数量契約ではなく、加工メーカー等による全量買い上げのように作付面積

に応じた全量契約の場合は、本事業の対象とはなりません。

３３．．交交付付予予約約のの申申込込手手続続

（１）交付予約の申込時期

機構への交付予約の申込時期は１月と７月を除く毎月20日（８月に限り31日）

とします。なお、交付予約の申込みについては、事前に都道府県と予約数量等を

調整することが必要です。

申 込 期 限 対 象 種 別

2月20日 春キャベツ4-5/20､春だいこん4-6､たまねぎ(即売もの)4､春ねぎ4-6､同（青ねぎ）
4-6、同（こねぎ）4-6、ばれいしょ (即売もの)4-6､春レタス(結球)4-5､同(非結
球)4-5､ 春はくさい4-6､ 冬春ピーマン4-5､ 春夏にんじん4-5､ ほうれんそう4-6

3月20日 冬春きゅうり5-6､ たまねぎ(即売もの)5-6､ 冬春トマト(ﾐﾆﾄﾏﾄを除く)5-6､ 同(ﾐ
ﾆﾄﾏﾄ)5-6､ 冬春なす5-6

4月20日 春キャベツ5/21-6､ 秋冬さといも6-7､ 春夏にんじん6-7､ 夏秋ピーマン6-7､ 夏
秋レタス(結球)6-7､ 同(非結球)6-7

5月20日 夏秋キャベツ7-10､夏秋きゅうり7-9､夏秋なす7-9､夏ねぎ7-9､同(青ねぎ)7-9、同
（こねぎ）7-9、夏はくさい7-8/10、ばれいしょ7-9､ほうれんそう7-9､夏だいこん
7-9､ たまねぎ7-10､ 夏秋トマト(ﾐﾆﾄﾏﾄを除く)7-9、同(ﾐﾆﾄﾏﾄ)7-9

6月20日 秋冬さといも8-9､たまねぎ(即売もの)8-12､ 秋にんじん8-10､ 夏はくさい8/11-9､
夏秋ピーマン8-10､ 夏秋レタス(結球)8-10､同(非結球)8-10

8月31日 夏秋きゅうり10-11､秋冬さといも10-12､秋冬だいこん10-12､夏秋トマト(ﾐﾆﾄﾏﾄを除
く)10-11､同(ﾐﾆﾄﾏﾄ)10- 11､夏秋なす10-11､秋冬ねぎ10-12､同(調製)10-12､同(青ね
ぎ)10-12､同(こねぎ)10-12、秋冬はくさい10､ばれいしょ10-12､ほうれんそう10-12

9月20日 冬キャベツ11-12､ たまねぎ(貯蔵もの)11-12､ 冬にんじん11-12､ 同(金時)11-12､
秋冬はくさい11-12､ 冬春ピーマン11-12､ 冬レタス(結球)11､ 同(非結球)11

10月20日 冬春きゅうり11/21-12､冬春なす12､冬レタス(結球)12､ 同(非結球)12､冬春トマト
(ﾐﾆﾄﾏﾄを除く)12､ 同(ﾐﾆﾄﾏﾄ)12

11月20日 たまねぎ(貯蔵もの)1-3､冬春きゅうり1-2､冬春なす1-2､冬レタス(結球)1-2､ 同
(非結球)1-2､冬春トマト(ﾐﾆﾄﾏﾄを除く)1-2､ 同(ﾐﾆﾄﾏﾄ)1-2、冬キャベツ1-3､ 秋冬
さといも1-3､ 秋冬だいこん1-3､ たまねぎ(即売もの)1-4､ 冬にんじん1-3､ 同(金
時)1-3､ 秋冬ねぎ1-3､ 同(調製)1-3､ 同(青ねぎ)1-3､ 同(こねぎ)1-3、秋冬はくさ
い1-3､ ばれいしょ1-3､ 同(即売もの)1-3､ 冬春ピーマン1-3､ ほうれんそう1-3

12月20日 冬春きゅうり3-4､ 冬春トマト(ﾐﾆﾄﾏﾄを除く)3-4､ 同(ﾐﾆﾄﾏﾄ)3-4､ 冬春なす3-4､
冬レタス(結球)3､ 同(非結球)3

（２）事業の選択

ア．契約指定野菜事業の補てん措置については、契約取引の内容に応じて、①

価格低落タイプ、②出荷調整タイプ、③数量確保タイプの３タイプ、又は、

①と②、②と③の組合せのタイプから適宜選択します。

イ．登録出荷団体等は、指定野菜事業と契約指定野菜事業のいずれも選択でき

ます。ただし、同一の野菜を重複して指定野菜事業と契約指定野菜事業の両
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方に交付予約することはできません。

ウ．市場経由の契約取引については、指定野菜事業への参加か、契約指定野菜

事業への参加か、という選択があります。

よくある疑問・質問に対する答

○ 「同一の野菜を重複して予約できない」とは、例えば、夏秋レタスを全体

で1,000トン生産した場合、それぞれの事業に500トンずつ予約することはで

きるが、1,000トンずつ予約することはできないことを意味します。

エ．収入保険の保険関係が成立した者又は成立する見込みのある者は、価格

低落タイプを利用し、その利用期間が保険期間と重複する場合、収入保険の

保険資格者に該当しないこととなります。

出荷調整タイプ及び数量確保タイプは、掛増し経費に対する補てんである

ので、収入保険制度と同時利用することができます。

【留意事項】

収入保険と価格低落タイプは同時利用できないことから、登録出荷団体にあ

っては委託生産者、特定登録生産者（登録生産者のうち構成員に対して当該構

成員の出荷実績に応じて価格差補給金を配分している者をいいます。）にあっ

てはその構成員に対し、収入保険に関係する周知等について、指定野菜事業に

準じて行います。（Ⅳ指定野菜価格安定対策事業の３の（１）のイを参照）

（３）交付予約に係る野菜の供給契約の取扱いについて

ア．登録出荷団体等と実需者等との間の野菜の供給に係る契約の締結は交付予

約の前に行う必要があります。

イ．複数の実需者等との契約について、１つの業務区分に交付予約を申し込み

たい場合、実需者等ごとばらばらに申し込むのは煩雑です。そこで複数の実

需者等分を大くくりにまとめ、１度に申し込むことができます。

交付予約の「大くくり」とは、個別契約ごとの契約数量を合計し、これに

係る交付予約数量を予約することであり、契約価額は、個別契約ごとの契約

価格から算定される加重平均価額（運賃相当額及び消費税相当額は控除しま

す。）とすることです。

ウ．交付金支払の際には、個々の契約を特定することなく、価格低落タイプは

低落時の出荷数量に応じて、出荷調整タイプは出荷調整数量に応じて、数量

確保タイプは手当てした数量に応じて、それぞれ一括して支払います。

よくある疑問・質問に対する答

○ ひとつの業務区分の交付予約申込みにおいて、ある登録出荷団体等で、

契約取引先の実需者等が複数あり、その契約価額と契約数量がばらばらで

ある場合、あるいは出荷期間が取引先によって日別単位、週別単位等異な

る場合は、それを加重平均して旬別に契約価額を算定し、数量も個々の契

約数量を合計して、当該登録出荷団体等の一本の契約価額と契約数量とし

ます。

（４）交付予約の申込書について

ア．登録出荷団体等と実需者等と機構の関係

（ア）本事業を適正に実施する観点から、機構が登録出荷団体等及び実需者

等に対して、契約の内容、交付金の交付状況に関する確認及び調査のため、

資料その他の情報の提供を求めることができるようにするとともに、不正

に交付金を受給していると判断できる場合には、不正受給者に対してペナ

ルティ措置を講じることができるようにするため、交付予約申込書にはそ

の旨を明記します。

（イ）また、これらを担保することから、交付予約の申請書の添付書類とし

て登録出荷団体等と当該登録出荷団体等と契約を行う実需者等の連名によ

る「調査等への協力について」を添付しなければなりません。（登録出荷

団体等と実需者等と機構の関係）

なお、契約書に同様の内容を約する条項を定めた場合は添付不要となり

ます。

イ．交付予約申込書に記載する事項は、次のとおりです。

（ア）対象野菜の種別

（イ）対象出荷期間

（ウ）交付予約を申し込む補てんのタイプ

（エ）交付予約を申し込む補てんのタイプ別の交付予約数量
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（オ）契約価額

（カ）契約内容（定量契約、定価格契約、市場価格連動契約）

よくある疑問・質問に対する答

○ 交付予約数量は、①価格低落タイプに申し込むときは、契約数量を限度と

し、②出荷調整タイプに申し込むときは、契約数量の３割を上限とし、③数

量確保タイプに申し込むときは、契約数量の５割を上限とします。

なお、①価格低落タイプについては、数量に幅を持たせる内容の契約も対

象となります。ただし、数量の幅の下限値は、上限値の140分の60以上とし

ます。この場合の交付予約数量は数量の幅の上限値までです。

（５）交付予約の申込手続

ア．登録出荷団体等が交付金交付の予約申込みを行う際には、対象出荷期間ご

とに交付予約数量を決めて、所定の交付予約申込書により機構（又は機構か

ら委託を受けている場合は県法人）に提出します。

なお、事業加入者の事務負担の軽減及び加入促進等の観点から、平成25年

度（６月20日申込期限分）の運用から、交付予約における運用改善を行うこ

ととしました。

具体的には、全てのタイプについて、旬別に予約数量を設定したうえで交

付予約を行う仕組みとしていたものを、指定野菜価格安定対策事業と同様に、

対象出荷期間ごとに一括して交付予約ができることとしました。

イ．交付予約申込書に添付する資料は次のとおりです。

（ア）月（旬）別の契約取引、非契約取引別出荷計画

（イ）契約取引に関与する農協（経済連等の場合）又は生産者一覧

（ウ）契約指定野菜安定供給事業に係る調査等への協力について

（エ）個別の契約書の写し（個別契約書と一体的な文書として数量等を別途

定めた場合はその文書を含む）

（オ）実需者等の業務範囲のわかる資料（定款又は事業報告書若しくは会社

概要等）

ウ．交付予約申込書は機構に提出しますが、都道府県は事前に予算措置及び登

録出荷団体等が作成した供給計画等との整合性に留意しつつ、適正な交付予

約申込数量となるよう指導することとされています。

エ．交付予約の申込期限は、特例として、契約数量が申込期限までに整わない

場合で、当該申込期限までに別記様式第17-２号に従い届け出たときは、契

約期間開始の日の前日の10日前の日まで延長できます。

（６）交付予約の審査

ア．機構は、交付予約申込みの内容、特に、実需者等との契約内容（契約価額

の設定方法、契約数量、契約期間、実需者等の業務内容等）について審査し

ます。契約の大くくりをして交付予約をしますが、個々の契約内容が本事業

の対象として適切かどうかについて判断する必要があるため、機構への交付

予約申込み時に個々の契約についても契約書の写しを必要とします。

なお、機構は、交付予約の審査に係る事務の一部を県法人に委託する場合

があります。

イ．機構が行う交付予約の具体的な審査内容は次のとおりです。

【共通事項】

（ア）当該契約が、指定野菜の種別ごとの出荷時期前にあらかじめ締結され

た契約か否か。

（イ）契約数量が、具体的な数値（○○トン等）で契約書に明示されているか。

（ウ）契約数量が、供給能力に比べて過大となっていないか。

（エ）契約当事者である実需者等の業務範囲は適切か（加工、外食、小売等か）。

【価格低落タイプの場合】

契約価額の設定手法が市場価格連動契約として適切か。

【出荷調整タイプの場合】

定量供給契約か。

【数量確保タイプの場合】

定量供給・定価格契約か。

対象野菜の数量に不足が生じた場合におけるこれと同一の種別に属する指

定野菜の供給に関する事項が定められているか。

（７）交付予約数量の承諾と負担金の納入依頼

ア．機構は、交付予約の審査の結果、これが適当と判断できる場合は、登録出
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荷団体等に交付予約を承諾する旨を通知します。

イ．負担金の納入期限や納入通知書の送付は指定野菜事業に準じた扱いとなり

ますが、申込期限までに実施細則別記様式第17-2号で届け出ることにより、

契約期間開始の日の前日の10日前の日まで延長した場合は、負担金納入期限

は契約期間開始の日の前日までにすることができます。

よくある疑問・質問に対する答

○ 負担金が納入期限までに納入されなかった場合は、延滞金が課されること

となります。

（８）交付予約数量の減少及び交付予約の解約

価格低落タイプに限り、収入保険の保険関係が成立した又は成立する見込み

である場合、指定野菜事業に準じて、交付予約数量の減少又は交付予約の解約

を申し込むことができます。（Ⅳ指定野菜価格安定対策事業の３の（７）を参

照）

４４．．資資金金のの造造成成

（１）資金の造成

ア．資金は、機構に造成します。

負担割合は、国：県法人：登録出荷団体等＝２：１：１です。

イ．資金の区分は、次のとおりとし、登録出荷団体等ごと、補てんのタイプご

と、業務区分ごとに管理します。

（ア）契約指定業務資金（登録出荷団体等の負担金）

（イ）契約指定助成業務資金（県法人の納付金）

（ウ）契約指定共通業務資金（国の補助金）

（エ）契約指定特別業務資金（国、県法人、登録出荷団体等の（調整）資金）

（オ）資金の繰入れ、交付の財源、負担金の返戻（交付予約数量の減少及び交

付予約の解約に係るものを含む）等は指定野菜事業に準じます。

（２）資金の造成額

３つのタイプ別の資金造成額の算出方法は次のとおりであり、登録出荷団体

等はそれぞれその４分の１相当額を負担します。なお、本事業にあっては、交

付予約数量を対象出荷期間ごとに設定していることから、資金造成額の計算も

対象出荷期間ごとに行います。

ア．価格低落タイプの資金造成額

資金造成単価は、実施細則別表９に定める額（保証基準額と最低基準額の

差額の90％相当）で、これに交付予約数量（契約数量を上限）を乗じて得た

額が資金造成額となります。

○算式：資金造成単価×交付予約数量（契約数量を上限）

イ．出荷調整タイプの資金造成額

資金造成単価は、実施細則別表10に定める額（平均価格の70％相当）で、

これに交付予約数量（契約数量の30％を上限）を乗じて得た額が資金造成額

となります。

なお、契約価額が平均価格を下回る場合は、契約価額の70％相当とします。

・市場価格連動契約の場合：

○算式：資金造成単価×交付予約数量（契約数量の30％を上限）

・定価格契約の場合で、契約価額が平均価格を上回る場合：

○算式：資金造成単価×交付予約数量（契約数量の30％を上限）

・定価格契約の場合で、契約価額が平均価格を下回る場合：

○算式：（契約価額×70％）

×交付予約数量（旬別契約数量の合計の30％を上限）

ウ．数量確保タイプの資金造成額

資金造成単価は、購入限度価額と契約価額の差額の90％とし、これに交付

予約数量（契約数量の50％を上限）を乗じて得た額が資金造成額となります。

ただし、仕向先変更のみで数量を確保する場合、資金造成単価は、購入限

度価額と契約価額の差額の70％です。

・「購入充当」の場合

○算式：（購入限度価額－契約価額）×90％

×交付予約数量（契約数量の50％を上限）

・「仕向先変更」の場合

○算式：（購入限度価額－契約価額）×70％

×交付予約数量（契約数量の50％を上限）
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エ．出荷調整タイプ、数量確保タイプの両方を申込む場合の資金造成

契約野菜事業では３タイプ（価格低落タイプ、出荷調整タイプ、数量確保

タイプ）のうち、同じ対象野菜で、同一の出荷期間の契約について、出荷調

整タイプ及び数量確保タイプの両方を申込むことができます。このような場

合には、資金造成額のいずれか多い方の資金造成を行うだけでよいことにな

り、少ない方は計画のみとなります。

５５．．交交付付金金のの申申請請

（１）事業の発動

機構は、登録出荷団体等に対してホームページにより、事業タイプごとの発

動の有無を公表しています。

具体的には、全国の代表的な卸売市場の旬別平均価格（平均取引価額）が、

各タイプの発動基準価額、すなわち①価格低落タイプは、旬ごとに平均価格の

90％を下回った場合、②出荷調整タイプは、平均価格の70％を下回った日があ

った場合、③数量確保タイプは、旬ごとに平均価格の130％を上回った場合に、

それぞれ交付金交付対象旬として公表されます。

なお、数量確保タイプにおいては、激甚災害と認定された場合だけでなく、

局所的な気象災害等による場合でも、契約取引の供給不足を補うため仕向先変

更や市場、他の農協等から購入して契約数量の供給を行ったときは、平均取引

価額が指標価額を上回っていない場合であっても、補てん対象となります。

登録出荷団体等は、交付金交付対象旬に、各タイプ別の事業を実施した場合

は、当該対象出荷期間終了後３ヵ月以内に生産者補給交付金等の交付申請を機

構に行うこととします。ただし、特定の地域における激甚災害等の場合は県知

事の認定後、遅滞なく申請することとします。

（２）交付金交付額の算出方法

ア．価格低落タイプ

交付金単価は、平均取引価額と保証基準額より算出します。

具体的には、平均取引価額が保証基準額を下回った旬に平均取引価額と保

証基準額の差額の90％を交付金単価とし、その旬に実需者等に出荷した数量

を交付対象数量として乗じて得た額が交付金額となります。

ただし、平均取引価額が最低基準額を下回った場合には、保証基準額と最

低基準額の差額の90％を交付金単価とします。

なお、対象出荷期間の出荷数量の合計が交付予約数量を上回る場合は、交

付予約数量を各旬に按分した数量を、交付対象数量とします。

・平均取引価額が最低基準額を上回る場合：

○算式：（保証基準額－平均取引価額）×0.9×交付対象数量

・平均取引価額が最低基準額を下回る場合：

○算式：（保証基準額－最低基準額）×0.9×交付対象数量

注：平成31年１月より収入保険が開始されることに伴い、指定野菜事業と同様

に、委託生産者が登録出荷団体に対して、又は、登録生産者（特定登録生

産者を含む）が機構に対して、価格差補給金の交付を受けないものとして

申告した事業を利用しない期間における出荷数量を価格差補給交付金等の

対象としない数量として除外することで収入保険との同時利用を防止でき

ます。（Ⅳ指定野菜価格安定対策事業６の（１）を参照）

イ．出荷調整タイプ

交付金単価は、資金造成単価又は契約価額の70％相当額のいずれか低い額

とし、出荷調整した数量（出荷調整相当数量）を交付対象数量として乗じて

得た額が交付金額となります。

なお、発動旬の出荷調整相当数量の合計が交付予約数量を上回る場合は、

交付予約数量を各発動旬に按分した数量を、交付対象数量とします。

・市場価格連動契約の場合

○算式：資金造成単価×交付対象数量

・定価格契約で、契約価額が平均価格を上回る場合：

○算式：資金造成単価×交付対象数量

・定価格契約で、契約価額が平均価格を下回る場合：

○算式：（契約価額×0.7）×旬別の交付対象数量

・出荷調整相当数量の算定は、次のとおりとします。
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市場出荷分 契約取引分 出荷調整分 合 計

計 画 E D D+E

実 績 A B C ※ A+B+C

※ C に類似事業で実施した出荷調整数量は含めないものとします。

算定にあたっては、交付予約申込みの際提出した「契約取引に関与する生

産者一覧（農協一覧）」のうち、実際に出荷調整を実施した生産者又はほ場

の数量で行います。

○算式：出荷調整相当数量（ （A+B+C）×D÷（D+E）－Bで算出した数量）か

出荷調整実績（C）のいずれか少ない数量

ウ．数量確保タイプ

交付金の交付額は、

（ア）市場出荷予定分を契約数量の不足分に充当し、実需者等に出荷した場

合にあっては、平均取引価額と契約価額の差額の70％を交付金単価と

し、「充当見込相当数量」を交付対象数量として乗じて得た額が交付金

額となります。

なお、発動旬の充当見込相当数量の合計が交付予約数量を上回る場

合は、交付予約数量を各発動旬に按分した数量を、交付対象数量とし

ます。

○算式：交付金単価×交付対象数量

（イ）市場等から購入した場合には、購入価額と契約価額の差額の90％を交

付金単価とし、購入数量を交付対象数量として乗じて得た額が交付金

額となります。なお、発動旬の購入数量の合計が交付予約数量から

「充当見込相当数量」を控除して得た数量を上回る場合は、交付予約

数量から「充当見込相当数量」を控除して得た数量を各発動旬に按分

した数量を、交付対象数量とします。

○算式：交付金単価×交付対象数量

○充当見込相当数量の算定は、次のとおりとします。

市場出荷分 契約取引分 合 計

計 画 D C C+D

実 績 B A A+B

算定にあたっては、交付予約申込みの際提出した「契約取引に関与する農

協（経済連の場合）又は生産者一覧」の数量で行います。

○算式： A －（A＋B）× C÷（C＋D）で算出した数量

なお、市場出荷予定分を契約数量の不足分に充当又は市場等からの購入した

場合に係る交付金単価を算定する際の限度額は、交付予約申込みの際に選択し

た契約価額の150％、200％、300％、400％とします。

○交付金交付額の算出に際して、交付予約数量を各旬に按分して交付対象数量

を算出する場合は、次のようにして計算します。

○計算例１：価格低落タイプにおいて、全６旬が交付対象旬となり、交付予約

数量が45トン、旬別出荷数量の合計が52.51トンの場合。

月 旬 旬別出荷数量(㎏) 計 算 式 旬別交付対象数量(kg)

上 8,500 45,000 × ＝ 7,284

７ 中 9,750 45,000 × ＝ 8,356

下 10,230 45,000 × ＝ 8,767

上 8,490 45,000 × ＝ 7,276

８ 中 7,950 45,000 × ＝ 6,813

下 7,590 45,000 × ＝ 6,504

計 52,510 45,000

52,510
8,500

52,510
9,750

10,230
52,510

52,510
8,490

52,510
7,950

52,510
7,590
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○計算例２：数量確保タイプにおいて、以下の３旬が発動旬となり、交付予約

数量が60トン、発動旬の充当見込相当数量の合計が80トンの場合。

月 旬 充当見込相当数量(Kg) 計 算 式 交付対象数量(㎏)

上 20,000 60,000 × ＝ 15,000

７ 中 16,000 60,000 × ＝ 12,000

下

上

８ 中 44,000 60,000 × ＝ 33,000

下

計 80,000 60,000

注：計算については、交付対象数量は整数で記入し、その合計が交付予約数

量を上回らないように調整します。

（３）交付金交付の申請手続

登録出荷団体等は機構に対して、補てんのタイプ別に交付金交付申請書に必

要な資料を添付して、交付金の交付申請を行います。

ア．価格低落タイプ

基本的には、指定野菜事業に準拠しますが、異なる事項は、実需者等に実

際に契約価額が市場価格と連動されて取引されたことを証明できる資料（交

付金が交付される旬の前後からの契約価額の算定方法、契約価額の推移、契

約価額の算定に用いた市場価格の推移等）を添付して申請します。

イ．出荷調整タイプ

（ア）契約出荷しようとしていた野菜を出荷調整したことがわかる資料を添

付して申請します。

（イ）登録出荷団体等は、交付予約申込みの際に提出した市場出荷（契約以

外）・契約取引別出荷計画と併せて出荷実績を記載した資料も提出しま

す。

（ウ）交付金が交付される出荷調整数量は、実際に行った出荷調整分のうち

契約出荷分に相当する数量と交付予約数量のいずれか少ない数量とし

20,000
80,000

44,000
80,000

16,000
80,000

ており、この判断は市場出荷（契約以外）・契約取引別出荷計画と出荷

実績を照合して判断します。

（エ）出荷調整の確認は原則として、機構をはじめ第３者の立ち会いのもと、

登録出荷団体等が自ら行います。

（オ）登録出荷団体等が機構に提出する資料は次のとおりです。

① 市場出荷（契約以外）・契約取引別出荷計画

② 市場出荷（契約以外）・契約取引別出荷実績

（カ）登録出荷団体等が別途保管する資料は次のとおりです。

① 土壌還元等の数量がわかる写真

② ほ場の場所を示した地図及び現況の写真

③ 出荷調整方法がわかる写真

（キ）出荷調整を行う場合に、登録出荷団体等は、

① 事前に日時・場所を機構に通知します。

② 出荷調整の実施状況が確認できる写真・図面、出荷調整を実施した

ほ場の地図等を作成・保管します。

③ 実施後は直ちにその旨を機構に通知するとともに、遅滞なく交付金

の交付申請を行います。

④ 機構は登録出荷団体等から提出された交付金交付申請書（出荷調整

の実施状況の記録が添付されたもの）に基づき書面審査を行い交付金

を交付します。

ウ．数量確保タイプ

（ア）市場出荷予定分を契約数量の不足分に充当し、契約数量どおりに実需

者等に出荷した場合

① 当該補てんの交付予約の際には、あらかじめ、市場出荷（契約以

外）・契約取引別出荷計画を策定し、交付申請の際には当該計画と併

せて出荷実績を記載した資料を提出します。

② 機構は、登録出荷団体等が策定した市場出荷（契約以外）・契約取

引別出荷計画から契約出荷計画が契約書に記した契約数量等に照らし

適正かどうかを判断します。
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③ 登録出荷団体等は、機構が発動要件をホームページで公表した後、

１旬（さといも、たまねぎ及びばれいしょにあっては１月）以内に、

市場出荷（契約以外）・契約取引別出荷実績を機構に提出します。

④ 機構は、市場出荷（契約以外）・契約取引別出荷計画及び市場出荷

（契約以外）・契約取引別出荷実績から契約数量を確保するため市場

への出荷予定分を契約出荷に充当した数量を確認します。

⑤ 機構は、販売実績集計表等により契約している実需者等に契約数量

どおり出荷されたかを確認します。

別途、登録出荷団体等が整備、保管する資料は次のとおりです。

① 市場への出荷伝票

② 実需者への出荷伝票

③ 実需者の受領伝票

（イ）（ア）を実施してもなお不足が生じ、登録出荷団体等自らが市場等か

ら不足分を購入し、実需者等に提供した場合

① 当該補てんの交付予約の際には、あらかじめ、市場出荷（契約以

外）・契約取引別出荷計画を策定し、交付申請の際には当該計画と併

せて出荷実績を記載した資料を提出します。

② 機構は、登録出荷団体等が策定した市場出荷（契約以外）・契約取

引別出荷計画から契約出荷計画が契約書に記した契約数量等に照らし

適正かどうかを判断します。

③ 登録出荷団体等は、機構が発動要件をホームページで公表した後、

１旬（さといも、たまねぎ及びばれいしょにあっては１月）以内に、

市場出荷（契約以外）・契約取引別出荷実績を機構に提出します。

④ 機構は、市場出荷（契約以外）・契約取引別出荷計画及び市場出荷

（契約以外）・契約取引別出荷実績から契約数量を確保するため市場

等から購入により充当した数量を確認します。

⑤ 機構は、販売実績集計表等により契約している実需者等に契約数量

どおり出荷されたかを確認します。

なお、登録出荷団体等は、契約数量の確保ができなかった理由を明

記した資料を提出します。

別途、登録出荷団体等が整備、保管する資料は次のとおりです。

① 市場等から購入した伝票（数量及び価格が記載されたもので購入し

た野菜が国産品であることを確認できるもの）

② 実需者に出荷した伝票（市場から購入した野菜は除いたもの）

③ 市場等から購入した野菜を実需者に出荷した伝票

④ 実需者の受領伝票

（ウ）また、全国一律の平均取引価額では発動に該当しないが、特定の野菜

指定産地で激甚災害又は病害虫の著しい発生により作柄が悪く、当該特

定の地域で価格が高騰する場合で発動の対象となるときは、①及び②で

示した資料の他に激甚災害又は病害虫発生の県知事による認定書等、作

柄不良の状況を示した資料（当該旬及び前後各旬の旬別入荷量及び価格

の動向）を添付して機構に提出します。

（エ）なお、局所的な気象災害等による契約取引の供給不足を補うため仕向

先変更や市場、他の農協等から購入して契約数量の供給を行った場合に

も、局所的な気象災害等を証明する資料を添付して機構に提出します。

（４）交付結果の報告

登録出荷団体は、生産者等からの出荷の委託を受けている場合は、機構から

価格低落タイプ又は出荷調整タイプに係る交付金の交付を受ければ、あらかじ

め定めた交付配分の基準に則し、速やかに生産者に生産者補給金を交付するこ

とが必要です。また、その結果を所定の様式により機構に報告しなければなり

ません。
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ⅥⅥ  特特定定野野菜菜等等供供給給産産地地育育成成価価格格差差補補給給事事業業  

 

１１..  事事業業のの概概要要  

この事業は、野菜法第 14 条の規定に基づき、野菜価格の安定を目的とし

て県法人が施行規則第９条に定める価格差補給交付金等交付事業（以下こ

の章において同じ。）を実施する場合に、機構が国から補助を受けて造成し

た資金を財源として、当該価格差補給交付金等交付事業に係る価格差補給

助成金を交付する事業です。 

この事業は、①施行規則第８条に定める指定野菜に準ずる野菜（以下

「特定野菜」といいます。）の需給及び価格の安定を図るために実施する特

定野菜供給産地育成価格差補給事業（以下「特定野菜事業」といいます。）

及び②野菜指定産地の補完的機能を有する都市近郊産地の整備及び野菜指

定産地への計画的な育成を推進するとともに、中山間等地域の中規模の野

菜産地を育成することにより指定野菜の需給及び価格の安定を図るために

実施する指定野菜供給産地育成価格差補給事業（以下「特定指定事業」と

いいます。）の２つの事業から成り立っています（野菜価格安定対策費補助

金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産第 3943 号農林水産事務次官依

命通知。）別記４の特定野菜等供給産地育成価格差補給事業実施要領。以下

「特定野菜等事業実施要領」といいます。）。 

なお、この事業の実施については、野菜法及び施行規則のほか、特定野

菜等事業実施要領、「野菜価格安定対策事業の推進について」（令和５年４

月 25 日付け４農産第 4453 号-1 農林水産省農産局長通知）。別記４の特定野

菜等供給産地育成価格差補給事業。以下「特定野菜等事業推進通知」とい

います。）、業務方法書、実施細則及び特定野菜等供給産地育成価格差補給

助成金交付要綱（平成 15 年 10 月１日付け 15 農畜機第 61 号。以下「特定

野菜等助成金交付要綱」といいます。）に則して進めています。 

 

 

２２..  県県法法人人がが行行うう価価格格差差補補給給交交付付金金等等交交付付事事業業のの要要件件  

県法人が行う価格差補給交付金等交付事業は、共同出荷組織又は相当規

模生産者(以下「共同出荷組織等」といいます。）が、県法人とあらかじめ

締結する価格差補給交付金等の交付に関する契約に基づき、対象産地で生

産される特定野菜等（(4)で示す野菜をいいます。以下同じ。）の価格が著

しく低落した場合に、生産者の経営に及ぼす影響を緩和するための補給金

をその生産者に交付するため、当該共同出荷組織に価格差補給交付金を、

当該相当規模生産者に価格差補給金を交付する事業です。 

この事業の具体的な要件は以下のとおりです。 

((11))  事事業業実実施施主主体体  

価格差補給交付金等交付事業は、県法人が県の指導の下に実施します。 

なお、現在、県法人は各県に１法人ずつ、合計 47 法人ありますが、その

組織形態は県の実情に即し、公益社団法人が 31 法人、公益財団法人が３法

人、一般社団法人が９法人、一般財団法人が４法人となっています。 

((22))  業業務務方方法法書書のの制制定定  

県法人は、価格差補給交付金等交付事業の実施に必要な事項を業務方法

書で定め、これによって事業を実施します（特定野菜等事業実施要領第３

の３の（１））。 

この業務方法書は、県知事の承認を受ける必要があります。また、県知

事が業務方法書を承認しようとするときは、あらかじめ地方農政局長（北

海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事

務局長。以下同じ。）と協議する必要があります。業務方法書を変更する場

合も同様の手続が必要となります。 

なお、県法人は、業務方法書を制定し又は変更をしたときは、機構にそ

の写しを提出します。 

((33))  共共同同出出荷荷組組織織等等  

県法人と価格差補給交付金等の交付に関する契約を締結できる共同出荷

組織等の具体的要件は、次のとおりです。 

ア．共同出荷組織 
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共同出荷組織は、(5)の対象産地で生産される特定野菜等（以下「対象

特定野菜等」といいます。）の生産者から当該対象特定野菜等の出荷の

委託（生産者から出荷の委託を受けた者及びその者から順次委託を受け

た者からの委託を含みます。）を受けて、当該対象特定野菜等を(6)の対

象市場群に出荷する第Ⅵ－１表に掲げる組織となっています。 

第第ⅥⅥ－－１１表表  県県法法人人とと価価格格差差補補給給交交付付金金等等のの交交付付にに関関すするる契契約約をを  

締締結結ででききるる共共同同出出荷荷組組織織一一覧覧表表  

共 同 出 荷 組 織 
対象となる事業 

特定野菜事業 特定指定事業 

 ① 農 業 協 同 組 合 ○ ○ 

 ② 農業協同組合連合会 ○ ○ 

 ③ 農業協同組合又は農業協同組合連合会

が主たる構成員となっている団体 
○ ○ 

 ④ 森 林 組 合 ○ ― 

 ⑤ 森 林 組 合 連 合 会 ○ ― 

 ⑥ 森林組合又は森林組合連合会が主たる

構成員となっている団体 ○ ― 

 ⑦ 対象特定野菜等の生産者が直接又 

間接の構成員となっている団体 ○ ○ 

    注：○印が該当事業 

なお、第Ⅵ－１表の③農業協同組合又は農業協同組合連合会が主たる

構成員となっている団体、⑥森林組合又は森林組合連合会が主たる構成

員となっている団体及び⑦対象特定野菜等の生産者が直接又は間接の構

成員となっている団体については、一定の要件を備えたもの等のうちか

ら県知事が地方農政局長との協議により選定します（特定野菜等事業実

施要領第３の３の（３））。 

イ．相当規模生産者 

相当規模生産者は、対象特定野菜等の作付面積が次に掲げる規模に達

している生産者（法人格のない団体である場合は、２人以上の者が生

産、出荷及び収支決算を共同して行っているものであって、その旨を規

約で定めているものに限られています（特定野菜等事業推進通知６の

（１））。 

なお、次の(ｲ)の場合であって、当該対象特定野菜等がキャベツ、秋冬

だいこん、たまねぎ又は秋冬はくさいである場合には、野菜価格安定対

策費補助金交付等要綱別記１の野菜需給均衡総合推進対策事業実施要領

第２の１の（１）の生産出荷団体緊急需給調整事業の対象者であること

が必要です（特定野菜等事業実施要領第３の３の（４））。 

(ｱ) 特定野菜  

当該対象特定野菜等の作付面積がおおむね1.5ヘクタール、生しいたけ

にあってはその生産規模がおおむねほだ木 2.5万本相当）以上 

(ｲ) 指定野菜  

当該対象特定野菜等の作付面積がおおむね２ヘクタール以上 

((44))  特特定定野野菜菜等等  

対象となる野菜は、次に掲げる①特定野菜、②指定野菜の２種類があり

ます。そして、県法人が実際に事業の対象とするものは、これらの野菜の

うちから県知事が選定した野菜です。なお、ブロッコリーは令和８年度か

ら指定野菜に追加され、特定野菜事業においても指定野菜として取り扱わ

れます。 

ア．特定野菜  

指定野菜に準ずる野菜として施行規則第８条に規定されている野菜

で、同条において列挙されている 29 品目（アスパラガス、いちご、えだ

まめ、かぶ、かぼちゃ、カリフラワー、かんしょ、グリーンピース、ご

ぼう、こまつな、さやいんげん、さやえんどう、しゅんぎく、しょう

が、すいか、スイートコーン、セルリー、そらまめ（乾燥したものを除

く。）、ちんげんさい、生しいたけ、にら、にんにく、ふき、ブロッコ
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リー、みずな、みつば、メロン（温室メロンを除く。）、やまのいも、

れんこん）及び「特にその供給の安定を図る必要がある野菜として農林

水産大臣が定めるもの」（特認野菜）として、県知事からの申請（特認

野菜指定要請書）により、その消費量、生産事情、出荷事情等の面から

定められている６品目（オクラ（高知県、鹿児島県及び沖縄県）、しし

とうがらし（高知県）、にがうり（群馬県、熊本県、宮崎県、鹿児島県

及び沖縄県）、みょうが（高知県）、らっきょう（鳥取県、宮崎県及び

鹿児島県）及びわけぎ（広島県））の計 35 品目が定められています（特

定野菜等事業推進通知の１）。 

イ．指定野菜  

たまねぎ及びばれいしょを除く指定野菜 12 品目（ただし、その地区が

既に他の指定野菜に係る対象産地として選定されているか、又はその地

区を同時に他の指定野菜に係る対象産地としても選定しようとする場合

の当該地区（以下「指定野菜に係る複合地区」といいます。）、特定野

菜等事業推進通知２の(5)の野菜指定産地育成計画を樹立した地区（以下

「野菜指定産地育成計画を樹立した地区」といいます。）及び中山間等

地域にあっては、すべての指定野菜 14 品目（特定野菜等事業実施要領第

３の２の（１）のイ））がこの事業の対象野菜です。 

なお、対象特定野菜等であっても、価格差補給交付金等の交付を受けるに

は、共同出荷組織等が、当該対象特定野菜等を一定の出荷期間（対象出荷期

間）内に対象市場群へ出荷したものであることが必要です。また、共同出荷

組織等が出荷する対象特定野菜等は生産者からの委託品のみであって、生産

者でない者の委託に係るものについては事業の対象になりません。誤って交

付された場合は返還することとなりますので御注意ください。 

加えて、これまでは、運用上、卸売会社への委託出荷に係る対象特定野菜

等のみを対象としていたのですが、市場取引の中で買付集荷の割合が高まる

等の実態を踏まえ、このような買付集荷についても事業の対象に加えること

となりました。しかし、これはあくまで卸売会社の買付集荷であって、共同

出荷組織等が生産者から買い付けて市場出荷した野菜は対象とはなりませ

んので、混同しないようにしてください。 

((55))  対対象象産産地地    

県知事は、特定野菜等の産地からの申請に基づいて、当該産地が次の要

件に適合している場合に、地方農政局長と協議の上、その産地をそれぞれ

の事業の対象産地として選定します（特定野菜等事業実施要領第３の２の

（２））。 

ア．特定野菜事業 

次に掲げる要件のすべてを備える地区 

(ｱ) 当該特定野菜の作付面積がおおむね５ha（こまつな、しゅんぎく、

ちんげんさい、みずな、みつばその他県知事が農林水産省農産局長

（以下「農産局長」といいます。）と協議して定める野菜にあっては

おおむね３ha）以上であること。生しいたけにあっては、その生産規

模がおおむねほだ木５万本相当以上であること。 

(ｲ) 当該産地から出荷される当該特定野菜の出荷数量のうち共同出荷組

織等によるものがおおむね３分の２（その地区が既に他の特定野菜等

に係る対象産地として選定されているか、又はその地区を同時に他の

特定野菜に係る対象産地としても選定しようとする場合の当該地区
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（特定野菜に係る複合地区）にあっては、おおむね２分の１。その区

域内において、相当規模生産者又は共同出荷組織が主体となって産地

強化計画を樹立した地区の場合にあっては、３分の１。）を超えてい

るか、又は超える見込みが確実であること。 

イ．特定指定事業 

次に掲げる要件のいずれかに該当する地区 

(ｱ) 次に掲げる要件のすべてを備える地区 

① 当該指定野菜（果菜類を除く。）の作付面積がおおむね 10ha（指

定野菜に係る複合地区にあってはおおむね７ha）、果菜類について

はおおむね５ha（指定野菜に係る複合地区にあってはおおむね３

ha）以上であり、かつ、今後とも重要な野菜産地として存続するこ

とが確実であると見込まれること。 

② 当該産地から出荷される当該指定野菜の出荷数量のうち共同出荷

組織等によるものがおおむね２分の１（その区域内において、相当

規模生産者又は相当規模生産者を含む共同出荷組織が主体となって

産地強化計画を樹立した地区の場合にあっては、３分の１）を超え

ていること。 

③ 当該指定野菜がキャベツ、秋冬だいこん、たまねぎ又は秋冬はく

さいである場合には、需給均衡要領第２の１の（１）の生産出荷団

体緊急需給調整事業の対象産地となること。 

(ｲ) 野菜指定産地育成計画を樹立した地区 

(ｳ) 次に掲げる要件のすべてを備える中山間等地域の野菜産地 

① 離島振興対策実施地域、振興山村、半島振興対策実施地域、特定

農山村地域又は過疎地域のいずれかに該当し、かつ、林野率がおお

むね２分の１以上である市町村の区域であること。 

② 当該指定野菜の作付面積がおおむね５ha（果菜類にあってはおお

むね３ha）以上であること。 

③ 当該産地から出荷される当該指定野菜の出荷数量のうち共同出荷

組織等によるものがおおむね２分の１を超えていること。 

((66))  対対象象市市場場群群    

価格差補給交付金等交付事業の対象とする市場等（以下「対象市場群」

といいます。）は、第Ⅵ－２表の選定方法により県知事が選定した市場等で

あって、農産局長が定める全国の 10 ブロックに区分したものとなっていま

す。県法人は、県知事が選定した市場等については県法人業務方法書等に

明記する必要があります。明記の方法に定めはありませんが、実施細則の

別表を参考としてください（特定野菜等事業実施要領第３の２の（３））。 

 

 

 

 

第第ⅥⅥ－－２２表表  価価格格差差補補給給金金等等交交付付事事業業のの対対象象市市場場群群のの選選定定方方法法  

  

市場区分 選定方法 適 用 事 業 

① 指定野菜価格安定対策事業 

の対象市場群に含まれる 

市場等 

県知事が定める。 特定野菜事業及び 

特定指定事業 

② 野菜の取扱量が大きく、 

この事業の対象とする 

ことが適当と認められる 

地方卸売市場で上欄以外 

のもの 

県知事が農林水産大臣

と協議して定める。 

特定野菜事業及び 

特定指定事業 

③ 上記①及び②欄に掲げる 

ほか、対象産地の属する県

に所在する野菜の取扱量 

が大きく、この事業の対象

とすることが適当と認め 

られる地方公共団体の 

助成に係る流通施設 

県知事が農林水産大臣

と協議して定める。 

 

特定野菜事業 
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３３..  価価格格差差補補給給交交付付金金等等交交付付事事業業のの仕仕組組みみ  

((11))  契契約約のの締締結結  

ア．供給計画 

県法人は、あらかじめ、共同出荷組織等が作成し、県知事の承認を受

けた当該特定野菜等の供給計画に即して、当該共同出荷組織等と当該特

定野菜等について書面により、交付予約数量、負担金等を定めた価格差

補給交付金等の交付に関する契約を締結します。 

供給計画は、次の事項について、特定野菜等事業推進通知に定められ

た様式により作成します。 

なお、共同出荷組織の場合には、あらかじめ対象産地の生産者等と共

同して、この供給計画を作成する必要があります（特定野菜等事業実施

要領第３の２の（２））。 

(ｱ)月別生産計画に関する事項 

(ｲ)対象市場群別及び月別の出荷計画に関する事項 

(ｳ)対象出荷期間別及び対象市場群別の交付予約計画数量に関する事項並

びに特定野菜事業については特例 45、特例 50 又は特例 60、特定指定

事業については特例 50、特例 55、特例 65 又は特例 70 を行う場合にあ

ってはこれに関する事項 

(ｴ)共同販売の推進に関する事項（相当規模生産者を除く。） 

(ｵ)その他生産及び出荷の合理化、計画化その他近代化に関する事項 

(ｶ)特例 45、特例 50 又は特例 55（キャベツ、秋冬だいこん、たまねぎ又

は秋冬はくさいを対象とする場合を除く。）を行う場合にあっては、

産地強化計画 

県法人が共同出荷組織等と契約を締結する場合には、当該共同出荷組

織等の供給計画及び直近の出荷実績数量と交付予約数量との整合性につ

いて点検してください。 

また、共同出荷組織においては、その構成会員の出荷実績数量を踏ま

えた交付予約数量となるように適切な確認を行ってください。 

共同出荷組織等から供給計画の提出を受けた県知事は、当該対象特定

野菜等の需給及び価格の状況等を勘案して適当と認めるときは、地方農

政局長と協議して承認する必要があります。 また、県知事は、この供給

計画を承認したときは、当該共同出荷組織等及び県法人にその旨を通知

します。 

イ．交付予約  

契約の締結の方法は、共同出荷組織等が県法人業務方法書で定められ

た様式により価格差補給交付金等の交付に関する申込書を県法人に提出

し、県法人はこれに対する承諾を行う方法がとられています。契約の締

結を行う場合、収入保険と価格差補給金等交付事業は同時利用できない

ことから、共同出荷組織にあっては委託生産者、特定相当規模生産者

（相当規模生産者のうち構成員に対して当該構成員の出荷実績に応じて

価格差補給金を配分している者をいいます。）にあってはその構成員に

対し、収入保険に関係する周知等について、次のとおり行うこととして

います（特定野菜等事業実施要領第６の１、２）。 

(ｱ) 価格差補給金等交付事業の利用期間が収入保険の保険期間と重複す

る場合、同時利用の特例を利用している者を除き収入保険の保険資格

者に該当しないことを周知する。 

(ｲ) 収入保険の保険関係が成立した者又は成立する見込みのある者（収

入保険に申込みをしたことがない者で、特定野菜等供給産地育成価格

差補給事業に申込みをする者を除く。）は、(ｱ)の周知内容を理解した

上で、共同出荷組織（ＪＡ等）又は特定相当規模生産者に対し、価格

差補給金等交付事業を利用しない意思及び期間を書面（以下この章で

「申告書」といいます。）により、当該利用しない期間が始まる前に

申告する。また、共同出荷組織は、申告が適切に行われるよう促す。 

なお、申告書を受けたその上で、共同出荷組織又は特定相当規模生

産者は、交付申込みの前に価格差補給金等交付事業を利用しない委託

生産者又は特定相当規模生産者の構成員から提出があった申告書につ

― 115 ―　― 114 ―　



いて、その申告書の内容を踏まえて交付予約の申込みを行うようにし

てください。 

また、交付予約の申込み後に特定相当規模生産者の構成員、相当規

模生産者又は委託生産者において、収入保険の保険関係が成立した又

は成立する見込みである場合は、交付予約数量の減少による変更又は

解約ができるようにしてください（特定野菜等事業実施要領第３の３

の（２）のク）。 

なお、価格差補給金等交付事業と収入保険の同時利用の発生を防ぐ

ため、収入保険の実施主体との間で、互いの事業の利用状況について

の問合せに対して回答できるようにしておく必要があります。このた

め、申告書の提出の際は、「価格差補給金等交付事業の適正な実施を

図るため、委託生産者の同事業の利用状況について、収入保険の実施

主体に必要な範囲において情報提供する場合がある」旨の個人情報の

取扱いについて同意を書面で取っておくように努めてください。 

((22))  事事業業実実施施上上のの基基本本事事項項  

ア．業務区分  

県法人が共同出荷組織等と価格差補給交付金等の交付に関する契約を

締結して業務を行う単位が業務区分であり、これは指定野菜価格安定対

策事業と同様に、対象特定野菜等と対象市場群と対象出荷期間の３つが

組み合わされたものです。県法人は、この業務区分ごとに、後に述べる

業務対象年間、保証基準額、最低基準額及び資金造成単価を定め、共同

出荷組織等の申込みを受けることとなります。 

対象出荷期間については、特定野菜事業は特定野菜等事業推進通知の

別表１に、特定指定事業は特定野菜等事業推進通知の別表２にそれぞれ

定められています（特定野菜事業の対象出荷期間は第Ⅵ－１図参照。特

定指定事業の対象出荷期間は、指定野菜価格安定対策事業と同じ。）。 

また、県法人は、特定野菜等事業推進通知の別表１及び別表２に掲げ

る同一の対象出荷期間の業務区分に係る対象特定野菜等ごとに当該対象

出荷期間を月ごとに分割する業務区分を定めることができます。 

なお、冬春ピーマンの４月１日から６月 15 日まで及び冬レタスの 10

月 16 日から 11 月 30 日までに係る業務区分を除き、分割した月の日数が

17 日未満の月については、その月と接続している月に加えることとされ

ています。 

また、対象市場群に属する市場等については、先に述べたとおり、か

なりの数を選定できますが、業務区分はその個々の市場等ごとに設ける

のではなく、それらの市場等をブロックごとにまとめた対象市場群ごと

に設けることになっています。まとめるブロックの単位は、指定野菜価

格安定対策事業と同様、全国で 10 ブロック（北海道、東北、関東、北

陸、東海、近畿、中国、四国、九州及び沖縄）となっており、当該ブロ

ック内にある市場等が業務区分で使用する対象市場群となります。 
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第第ⅥⅥ－－１１図図  特特定定野野菜菜事事業業のの対対象象出出荷荷期期間間区区分分（（令令和和６６年年度度））  

 

注 １．重要特定野菜欄に○印のある品目は、農林水産省農産局長が定める重要特定野菜である。 
２．上記対象出荷期間以外に、月ごとに対象出荷期間の設定ができる。 
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イ．業務対象年間 

県法人は、価格差補給交付金等の交付事業の対象となる期間として３

年間以上の業務対象年間を定めます。業務対象年間はこの事業の契約期

間ともいうべきものです。ただし、その間において価格差補給交付金等

の交付により、価格差補給交付金等交付事業を行うための準備金（以下

「交付準備金」といいます。）として積み立てた資金が著しく減少し、

そのままでは業務を継続することが困難となった場合、共同出荷組織等

の交付予約数量の適正化を図る必要がある場合、最低基準額に関する特

例の機会を与える必要がある場合、収入保険の実施に伴い必要がある場

合、その他やむを得ない場合には、当該業務対象年間を短縮して、新た

に３年間以上の業務対象年間を設け、交付準備金を積み立てる（造成す

る）こととなります。 

このように、業務対象年間の途中において、価格差補給交付金等の交

付に伴う交付準備金の不足分の再造成を行う場合には、すべて業務対象

年間を短縮して行うことになり、これ以外の場合、例えば、共同出荷組

織等が既造成業務区分の交付予約数量の増加を希望する場合等について

は契約の変更を行い、残りの業務対象年間については、継続して事業を

実施することになります（特定野菜等事業実施要領第３の３の（７）の

ア）。 

ウ．保証基準額 

保証基準額は、対象特定野菜等の対象市場群における旬別平均販売価

額（共同出荷組織が対象産地の生産者から委託を受けて、又は相当規模

生産者が直接に当該対象出荷期間に当該対象市場群に出荷した当該対象

特定野菜等の旬別（さといも、たまねぎ及びばれいしょにあっては、月

別）の加重平均販売価額（消費税相当額を除く。）に相当する額。ただ

し、対象出荷期間の旬別の日数が７日未満の旬については、その旬の販

売価額を当該対象出荷期間内のその旬と接続する旬に加えます（特定野

菜等事業実施要領第３の３の（７）のウの（ア）））がその額を下回っ
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たときに価格差補給交付金等が交付されることとなる基準価額で、特定

野菜等事業推進通知の別表に定められています。 

過去、保証基準額については種々の計算方式が用いられていました

が、昭和 60 年度から、指定野菜価格安定対策事業と同様、過去の市場価

格の平均（平均価格）をベースに特定野菜事業にあっては平均価格×

0.8、特定指定事業にあっては平均価格×0.9 により算出されています。 

エ．最低基準額 

最低基準額は、価格差補給交付金等が交付されることとなる平均販売

価額の下限で、特定野菜等事業推進通知の別表に定められています。し

たがって、対象特定野菜等の対象市場群における平均販売価額が最低基

準額を下回った場合、その下回った額の分については交付の対象とされ

ません。 

最低基準額は、特定野菜事業にあっては標準的には平均価格の 55％相

当、特定指定事業にあっては 60％相当です。この額を低く定めると価格

差補給交付金等の交付の対象となる価額の範囲が大きくなりますが、一

方、交付準備金の造成のための共同出荷組織等の負担も大きくなり、め

ったにないと思われる価格低落にまで対処するためにあらかじめ大きな

負担をかけることから、標準的な最低基準額を定めています。 

一方、共同出荷組織等の選択によって、特定野菜事業にあっては平均

価格の 45％相当（特例 45）、同 50％相当（特例 50）、同 60％相当（特

例 60）、特定指定事業にあっては平均価格の 50％相当（特例 50）、同

55％相当（特例 55）、同 65％相当（特例 65）あるいは同 70％相当（特

例 70）をもって最低基準額とみなす特例申込みの途も開かれています。 

オ．特例申込み 

先に触れたように、最低基準額の水準は、価格差補給交付金等の単価

とあらかじめ造成しなければならない交付準備金の水準に影響を与える

ことになります。 

価格の下落は、野菜の種類や出荷時期等によりかなり態様が異なるの

で、共同出荷組織等により「価格差補給交付金等は少なくてもよいから

負担金もなるべく少ないほうがよい」という考え方と、逆に、「価格が

下落したときはなるべく多くの価格差補給交付金等を受けたいのでそれ

相応の負担金はあらかじめ拠出する」という考え方があると思われま

す。そこで、共同出荷組織等が自主的に選択できるように、価格差補給

交付金等の交付に関する契約の締結の申込みに当たって特例申込みの途

が開かれていますので、当該申込みに当たっては、価格の低落状況等を

勘案して、どの申込みを選択するのか十分検討することが大切です（特

定野菜等事業実施要領第３の３の（２）のキ）。 

なお、特例の種類ごとの最低基準額は第Ⅵ－３表のとおり「みなす」

最低基準額となります。 
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第第ⅥⅥ－－３３表表  特特例例申申込込みみ区区分分とと申申込込要要件件  

事業名 
特例の 

種 類 
最 低 基 準 額 申 込 要 件 

特定野菜 

事  業 

特例45 
最低基準額の11分の 9 に相当する額を

最低基準額とみなす 

産地強化計画を策定し、

県知事の認定が必要 

 

 特例50 
最低基準額の11分の10に相当する額を

最低基準額とみなす 

特例60 
最低基準額の11分の12に相当する額を

最低基準額とみなす 

 

特定指定 

事  業 

特例50 
最低基準額の 6 分の 5 に相当する額を

最低基準額とみなす 

産地強化計画を策定し、

県知事の認定が必要 

特例55 

最低基準額の12分の11に相当する額を

最低基準額とみなす 

産地強化計画を策定し、

県知事の認定が必要 

（キャベツ、秋冬だいこん

、たまねぎ及び秋冬 

はくさいを除く。） 

特例65 
最低基準額の12分の13に相当する額を

最低基準額とみなす 

 

特例70 
最低基準額の 6 分の 7 に相当する額を

最低基準額とみなす 

注：銭未満は四捨五入します。 

カ．資金造成単価 

県法人は、交付準備金をあらかじめ造成し準備しておく必要がありま

す。 

その造成する額の基準となるのが資金造成単価であり、前述の保証基

準額、最低基準額とともに特定野菜等事業推進通知の別表に定められて

います。 

この額は、（保証基準額－最低基準額）×0.8 の算式により定められ

ています。 

なお、特例の種類ごとの資金造成額は第Ⅵ－４表のとおりとなりま

す。 

第第ⅥⅥ－－４４表表  特特例例のの種種類類別別資資金金造造成成単単価価  

事業名 
特例の 

種 類 

 

資  金  造  成  単  価 

 

特定野菜事業 

特例45 資金造成単価の５分の７に相当する額 

特例50 資金造成単価の５分の６に相当する額 

特例60 資金造成単価の５分の４に相当する額 

特定指定事業 

特例50 資金造成単価の３分の４に相当する額 

特例55 資金造成単価の６分の７に相当する額 

特例65 資金造成単価の６分の５に相当する額 

特例70 資金造成単価の３分の２に相当する額 

注：銭未満は四捨五入します。 

((33))  交交付付準準備備金金のの造造成成  

指定野菜価格安定対策事業の場合は、機構において必要な資金の総額を

造成しますが、価格差補給金交付事業については、県法人が交付準備金と

して必要な資金を造成する必要があります（特定野菜等事業実施要領第３

の３の（５））。 

交付準備金は、共同出荷組織等の負担金及び県その他の共同出荷組織等

以外の者から価格差補給交付金等の交付に充てることを条件として県法人

に交付された資金からなり、県法人はこれを業務区分ごと、共同出荷組織

等ごとに積み立てます。一般的には交付準備金は共同出荷組織等の負担金
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と県の補助金をもって造成されます。そして、共同出荷組織等の負担金の

割合は県法人業務方法書に定めることになっていますが、農林水産省は、

共同出荷組織等の負担金額と県から交付される補助金額とが原則として均

等となるように指導しています。 

また、その他の共同出荷組織等以外の者とは、市町村、農協連（共同出

荷組織等が農協の場合）等をいい、これらの者が交付準備金の一部を負担

する場合があります。 

県法人は、造成した交付準備金については、業務区分ごとに区分して経

理することが義務づけられています。 

この交付準備金の額は、業務区分ごとに共同出荷組織等別必要造成額の

合計額以上の額と定められています。 

共同出荷組織等別必要造成額は、次により算出された額（１円未満の端数

は切上げ）となります。 

ア．特定野菜事業の場合                                             

○算式：共同出荷組織等別準備金総額(資金造成単価×交付予約数量。以下 

同じ｡)×
２２

３３
 

ただし、特定野菜のうち農産局長が別に定める野菜（アスパラガス、か

ぼちゃ、スイートコーン、ブロッコリーの４品目。以下「重要特定野菜」

といいます。）については次のとおり。 

○算式：共同出荷組織等別準備金総額×
１１

２２
 

 

イ．特定指定事業の場合 

(ｱ) 当該業務区分に昭和 60 年度以前には価格差補給交付金等の交付に関す

る契約を締結していないで、61 年度以降に当該契約を締結した共同出荷

組織等 

○算式：共同出荷組織等別準備金総額×
１１

２２
  

((44))  価価格格差差補補給給交交付付金金等等のの交交付付及及びび当当該該交交付付にに至至るるままででのの留留意意事事項項  

県法人は、対象市場群に属する市場等の卸売会社等の発行する仕切書や

買付計算書の売買データに基づき、業務区分ごとに、対象特定野菜等の旬

別に平均販売価額を算出します。旬別平均販売価額が保証基準額を下回っ

たときに、共同出荷組織等に対し価格差補給交付金等を交付することにな

ります。 

 

(ｲ) 当該業務区分に昭和 60 年度以前から継続して価格差補給交付金等の交

付に関する契約を締結している共同出荷組織等で、年度当初に資金残額

があり、引き続いて当該契約を締結した共同出荷組織等 

①追加造成が必要な共同出荷組織等（共同出荷組織等別準備金総額＞前 

 期残存共同出荷組織等別準備金総額） 

 

○算式：（共同出荷組織等別準備金総額－前期残存共同出荷組織等別

準備金総額）×
１１

２２
＋前期残存共同出荷組織等別必要造成額 

注１：「前期残存共同出荷組織等別準備金総額」は、直前の業務 

対象年間の共同出荷組織等別準備金総額から当該業務対象年間 

において、当該共同出荷組織等に対して交付された価格差補給 

交付金額（交付済額）を差し引いて得た額です。 

２：「前期残存共同出荷組織等別必要造成額」は、直前の業務対

象年間の共同出荷組織等別必要造成額から、その額に当該直前の

業務対象年間における当該共同出荷組織等の価格差補給交付金の

交付率（交付済額÷直前の業務対象年間の共同出荷組織等別準備

金総額）を乗じて得た額を差し引いて得た額です。 

②追加造成が必要でない共同出荷組織等（共同出荷組織等別準備金総額

≦前期残存共同出荷組織等別準備金総額） 

 

○算式：共同出荷組織等別準備金総額×（前期残存共同出荷組織等別必 

要造成額÷前期残存共同出荷組織等別準備金総額） 
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価格差補給交付金等の交付額の算出は、次の手順で行うことになります

が、各段階での注意事項を記載しましたのでよく確認するようにしてくだ

さい（特定野菜等事業実施要領第３の３の（７）のウ）。 

ア．県法人による売買データ等の点検 

(ｱ) 売買データ等の脱漏がないようにしてください。特に、農協合併に

伴う農協名や農協コードの変更による農協の漏れはないか、新たに対

象産地となった農協が漏れていないか等に注意してください。 

(ｲ) 一方で、売買データ等について、対象特定野菜等や卸売会社等の名

称などを確認の上、対象産地外のものや対象市場群以外に出荷された

ものが含まれていないかどうかチェックします。 

なお、平均販売価額は旬ごとに計算しますので、売買データの発行

が遅れたもの、後日訂正されたものについては、確認が必要です。こ

の場合、共同出荷組織等で仕切書や電子データの基になった帳票等を

確認してもらうようにしてください。後日訂正された仕切書は、通

例、実際の売立日が別記されているので注意してください。 

(ｳ) 売買データは、売立日別に整理し、対象特定野菜等の等級、階級欄

に記載された表示により規格品（県法人業務方法書で定める規格に適

合するもの。以下同じ。）であるかどうかを確認し、規格外品が含ま

れている場合には除きます。 

(ｴ) さきにも触れたように、共同出荷組織が生産者から買い付けて市場

出荷したものは事業の対象になりません。 

(ｵ) 販売金額については、卸売金額から消費税相当分を控除した額です

ので、このことにも留意してください。 

イ．共同出荷組織等による売買データの確認 

アの売買データの点検に当たっては、基本的には出荷の実態を把握し

ている共同出荷組織等に、売買データの脱漏の有無、規格品と規格外品

の区分、出荷実績数量、販売金額等を確認してもらうことが必要です。 

 

 

ウ．平均販売価額及び価格差補給交付金等の単価の算定 

共同出荷組織等による売買データの確認後、県法人は旬ごとに集計

し、規格品の販売金額の計を規格品の出荷実績数量の計で除して旬別平

均販売価額を算出します。この場合、対象出荷期間の旬の日数が７日未

満の旬（例えば、春キャベツ５月 16 日～６月 30 日の５月 16 日～５月

20 日の５日間）については、その旬の出荷実績数量、販売金額を当該対

象出荷期間内のその旬（５月 16 日～５月 20 日の５日間）と接続してい

る旬（５月 21 日～５月 31 日）に加えて算出することになります。 

こうして算定した旬別平均販売価額が保証基準額を下回った場合は、

価格差補給交付金等の単価を算出することになります。 

なお、旬別平均販売価額及び価格差補給交付金等の単価は銭の位まで

とし、銭未満の端数は四捨五入します。 

この価格差補給交付金等の単価は、業務区分ごとに、保証基準額から

旬別平均販売価額を差し引いて得た額に 10 分の８を乗じて得た額となり

ます。ただし、旬別平均販売価額が最低基準額（特例申込みの場合の

「みなし」最低基準額を含みます。）以下に下落した場合に、価格差補

給交付金等の単価が資金造成単価を上回ったり、あるいは下回ったりす

るケースが見られますが、このような場合は指定野菜価格安定対策事業

と同様、資金造成単価を価格差補給交付金等の単価として用います。 

また、最低基準額を下回ったとき、特定野菜事業について特例 45 又は

特例 50、特定指定事業について特例 50 又は特例 55 の申込みを行った共

同出荷組織等の対象特定野菜等の出荷実績数量と供給計画の出荷数量と

の差の数量の供給計画に対する割合が５分の１以上になった場合の価格

差補給交付金等の単価は、キャベツ、秋冬だいこん、たまねぎ及び秋冬

はくさいについては特例 55 を申し込んだときの資金造成単価が、その他

の対象特定野菜等は特定野菜等事業推進通知の別表の資金造成単価が適

用されます。 
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エ．価格差補給交付金等の交付額の算出 

業務区分ごとの共同出荷組織等別の価格差補給交付金等の交付額は、

ウで求めた旬別の価格差補給交付金等の単価に旬別交付対象数量（価格

差補給交付金等の交付の対象としない数量を除いた数量をいう。）を乗

じて得た額の合計額です。 

(価格差補給交付金等の交付の対象としない数量) 

価格差補給交付金等の交付の対象としない数量は、次のとおりです(特定

野菜等事業推進通知の 11 の（１）のイ、（２）)。 

ア 共同出荷組織にあっては、委託生産者が共同出荷組織に対して、申告し

た価格差補給金等交付事業を利用しない期間における出荷を委託した数量 

イ 相当規模生産者にあっては、当該相当規模生産者が県法人に対して、

申告した価格差補給金等交付事業を利用しない期間における出荷を委託

した数量（相当規模生産者が、特定相当規模生産者であって、その一部

の構成員が事業を利用しない場合は、当該一部の構成員が事業を利用し

ない期間における出荷数量に限る）   

また、旬別交付対象数量は、当該共同出荷組織等が当該旬に当該業務

区分の対象市場群に出荷した数量ですが、当該共同出荷組織等の当該業

務区分の対象出荷期間内に出荷した数量が交付予約数量よりも多いとき

は、交付予約数量を対象出荷期間内に出荷した数量に対する当該旬に出

荷した数量の割合によって旬別に按分した数量となります。 

価格差補給交付金等の交付に関する具体的な計算方法については、指定

野菜価格安定対策事業の価格差補給交付金等の計算のところで詳しく述べ

てありますのでここでは省略しますが、この事業を行う県法人が特に注意

すべき点は次のとおりです。 

ア．旬別平均販売価額及び価格差補給交付金等の単価は、銭単位（銭未満 

の端数は四捨五入）まで計算すること。 

イ．対象出荷期間内の出荷数量が交付予約数量より多い場合の旬別交付対

象数量の按分は次の方法によること。 

 

交付予約数量に 

             当該旬の出荷数量 
旬別出荷割合（                 ）×100％ 

           対象出荷期間内の出荷数量の合計 
                

を乗じて、旬別交付対象数量を算出する。 

(ｱ)旬別出荷割合の計算は、原則として小数第３位を四捨五入し小数第２

位まで算出する。 

なお、その結果、当該出荷期間内の全旬の計が 100.00 とならない

場合は、次により 100.00 となるよう調整する。 

①小数第３位の数値のうち大きい方から順次切り上げるか、又は小さい

方から順次切り捨てる。 

②小数第３位の数値が同じ場合は、小数第４位以下の大きい方から順次

切り上げるか、又は小さい方から順次切り捨てる。 

③小数第４位以下の数値も全く同じ場合は、出荷数量の多い方から順次

切り上げるか、又は少ない方から順次切り捨てる。 

(ｲ)旬別交付対象数量の計算は小数第１位を四捨五入し、㎏単位で算出す

る。 

その結果、旬別交付対象数量の計が交付予約数量に合致しないとき

は次により調整する。 

① 小数第１位の数値のうち大きい方から順次切り上げるか、又は小さい

方から順次切り捨てる。 

② 小数第１位の数値が同じ場合は、出荷数量の多い方から順次切り上げ

るか、又は少ない方から順次切り捨てる。 

③ (ｳ)交付する価格差補給交付金等の金額の計算は、共同出荷組織等ご

とに円単位（円未満の端数は四捨五入）まで算出すること。 
 

県法人は、交付する価格差補給交付金等の金額が確定したときは、機

構から当該金額に対応する価格差補給助成金の交付を受け、この助成金
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と交付準備金から交付すべき額とを合わせた額を価格差補給交付金等と

して、共同出荷組織等に対し、県法人業務方法書に定められている手続

によって交付します。 

以上説明したような県法人が行う価格差補給交付金等交付事業に対し

て、機構はその助成を行いますが、その仕組みは第Ⅵ－２図のとおりで

す。  

  

第第ⅥⅥ－－２２図図  特特定定野野菜菜等等のの価価格格差差補補給給交交付付金金等等交交付付事事業業のの仕仕組組みみ  

 

１．特定野菜事業     ２．特定指定事業 
    

 (A) 平 均 価 格                         (A) 平 均 価 格                               

 (B) 保 証 基 準 額 

                             (A)×90％             価格差補給交付 

                                                                 金等の単価 

 (B) 保 証 基 準 額             価格差補給交付 (C)平均販売価額          (B－C)×80％ 

     (Ａ)×80％                 金等の単価                   

 (C) 平均販売価額                (B－C)×80％   (E 4)最 低 基 準 額 特例 70 

                                         (A)×70％ 

 

                                     (E 3)最 低 基 準 額 特例 65 

                                         (A)×65％ 

 

 (E 3)最 低 基 準 額               特例 60    (D)最 低 基 準 額 標準 

      (A)×60％                        (A)×60％ 

                                

 (D) 最 低 基 準 額               標準 (E 2) 最 低 基 準 額               特例 55 

   (A)×55％                         (A)×55％ 

 (E 2)最 低 基 準 額                (E 1)最 低 基 準 額                特例 50 

   (A)×50％                   特例 50    (A)×50％ 

 (E 1)最 低 基 準 額                   

   (A)×45％                   特例 45         

                     

      

 

 

 
 (1) 資金造成の分担 (1) 資金造成の分担 

      機構      1/3（重要特定野菜は 1/2）       機構       1/2 

      県法人     2/3（重要特定野菜は 1/2）      県法人      1/2 

 (2) 負担区分 (2) 負担区分 

      国       1/3（重要特定野菜は 1/2）       国        1/2 

      県      県       

   共同出荷組織等  
2/3（重要特定野菜は 1/2）

         共同出荷組織等  
1/2

 

 (3) 特例 45、特例 50 又は特例 60 は共同出荷組織 (3) 特例 50、特例 55、特例 65 又は特例 70 

   等の選択制   は共同出荷組織等の選択制 
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４４．．価価格格差差補補給給助助成成金金のの交交付付  

機構は、価格差補給助成金の交付の財源として、国からの補助金により

特定野菜等供給産地育成価格差補給助成資金を造成しています。 

価格差補給助成金は、機構が認定した県法人の特定野菜等供給産地育成

価格差補給交付金等交付事業実施計画書（以下「実施計画書」といいま

す。）に記載された業務区分に係る価格差補給交付金等に対し、当該県法人

の申請に基づき交付します。 

業務区分ごとの価格差補給助成金の交付額は、特定野菜事業にあって

は、共同出荷組織等に交付すべき価格差補給交付金等の金額（以下「要交

付価格差補給交付金等金額」といいます。）に３分の１を乗じて得た額（円

未満の端数は切捨て、重要特定野菜については２分の１を乗じて得た額）

の合計額が限度となります。特定指定事業にあっては、次の算式により得

た額の合計額が限度となります。 

○算式：価格差補給助成金 ＝ Ａ－（Ａ×
Ｂ

Ｃ
 ） 

 Ａ：要交付価格差補給交付金等金額 

 Ｂ：共同出荷組織等別必要造成額 

 Ｃ：共同出荷組織等別準備金総額 

 

５５．．価価格格差差補補給給助助成成金金のの交交付付のの手手順順  

((11))  価価格格差差補補給給交交付付金金等等交交付付事事業業実実施施計計画画のの認認定定  

県法人は、対象特定野菜等の業務区分ごとに、共同出荷組織等別の業務

対象年間、交付予約数量、共同出荷組織等別準備金総額及びその拠出者別

交付準備金額並びに共同出荷組織等別必要造成額等を記載した実施計画書

を実施細則別記様式第 24 号により作成し、業務対象年間の最初の年の対象

出荷期間の開始の日の前日の 20 日前の日又は県法人業務方法書で定める契

約の締結若しくは変更の期限から 10 日後の日のいずれか遅い日までに機構

に提出し、その認定を受けます。 

実施計画書の提出に当たっては、県法人と共同出荷組織等との間で締結

された価格差補給交付金等の交付に関する契約書又は共同出荷組織等から

の申込書とそれに対する県法人からの承諾書の写し等を添付します。 

また、実施計画書の提出に際し、県法人は、価格差補給交付金等を受け

ようとする共同出荷組織等から、野菜価格安定対策事業の推進について第

３の規定に基づき「環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシー

ト」が提出されていることを確認してください。 

実施計画書には、次の事項を記載します。 

① 対象特定野菜等の業務区分ごと、共同出荷組織等別の業務対象年間 

② 対象特定野菜等の業務区分ごと、共同出荷組織等別の交付予約数量 

③ 対象特定野菜等の業務区分ごと、共同出荷組織等別準備金総額、交付準

備金額及びその拠出者別拠出金額並びに共同出荷組織等別必要造成額 

④ 特定指定事業に係るものであって、昭和60年度以前から継続して価格差

補給交付金等の交付に関する契約を締結している業務区分にあっては、当

該業務区分に係る共同出荷組織の共同出荷組織等別必要造成額及びその

積算根拠 

⑤ 対象特定野菜等の業務区分ごと、共同出荷組織等別の価格差補給助成金

の交付限度額 

⑥ その他事業の実施に必要な事項 

また、特例45、特例50、特例55、特例60、特例65又は特例70の契約を行う

ときは、その旨を実施計画書に明記します。 

 

機構は、実施計画書の提出を受けたときは、その記載内容を審査し、特

定野菜等事業実施要領及び業務方法書等に定められているところに適合し
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ていると認めた場合は、当該実施計画を認定し、当該県法人にその旨を通

知します。 

業務対象年間の第２年度目以降において、交付予約数量の増加又は特定

野菜等事業実施要領第３の３の（２）のカの規定に基づく供給計画等の変

更に伴い、実施計画が変更されたときは、その変更計画を実施計画書の作

成方法に準じて作成し、機構に提出しなければなりません。この場合の提

出期限は、当該業務区分に係る対象出荷期間の開始の日の前日の 20 日前の

日又は県法人業務方法書で定める価格差補給交付金等の交付に関する契約

の締結若しくは変更の期限から 10 日後のいずれか遅い日までとなっていま

す（特定野菜等事業実施要領第４の１）。 

((22))  価価格格差差補補給給助助成成金金のの交交付付のの申申請請  

県法人は、対象特定野菜等の卸売価格が低落し、機構の認定を受けた実

施計画に基づき共同出荷組織等に対して価格差補給交付金等を交付しよう

とするときは、価格差補給助成金交付申請書を作成し、機構に申請します

（特定野菜等事業実施要領第４の２）。 

この価格差補給助成金の交付については、平成 15 年 10 月１日から施行

された機構法第 17 条により、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和 30 年法律第 179 号。以下「適正化法」といいます。）が準用さ

れることとなりました。これは、独立行政法人たる機構が行う補助業務に

ついては、国が行う補助業務と同様に、公共性の高い業務として、その適

正な執行を確保する必要から、実行性の確保された措置が必要であるとの

観点によるものです。 

機構は、このような補助事業を適正に推進するための必要な事項を定め

た特定野菜等助成金交付要綱を制定しました。 

平成 15 年 10 月１日以降、県法人が機構に価格差補給助成金の交付申請

を行う場合は、この特定野菜等助成金交付要綱別紙様式第１号（変更申請

の場合は、別紙様式第２号）により行うことになります。交付申請書は

「交付申請（兼概算払請求）書」となっていますが、内容は、従来と同

様、業務区分ごとに、当該業務区分に係る旬別の出荷実績数量、販売金

額、平均販売価額、価格差補給交付金等の単価、交付対象数量及び価格差

補給交付金等の金額、また、当該業務区分に係る交付予約数量、価格差補

給助成金額及び交付準備金額（特定指定事業については、別紙としてさら

に当該業務区分に係る共同出荷組織等別必要造成額及び共同出荷組織等別

準備金総額が必要です。）、共同出荷組織等別価格差補給交付金等の金額そ

の他特記すべき事項を記載し、当該業務区分に係る対象特定野菜等の出荷

実績数量及び販売金額に係る旬別の集計表を添付することとなっていま

す。 

交付申請書は従来と同様、対象出荷期間の終了後２ヵ月以内に機構に提

出していただくことになりますが、価格差補給交付金等の交付の迅速化が

求められていますので、今後ともより厳格に期限を遵守していただくこと

が必要です。万一提出期限を経過して交付申請を行う場合には、理由を明

記していただくことになっています（特定野菜等助成金交付要綱第４の

２）。機構は、交付申請書の内容を審査し、適当と認めたときは、当該県法

人に対して価格差補給助成金を交付します。 

なお、これまでに年度別に交付した価格差補給助成金等は別掲のとおり

となっています。 

((33))  報報告告等等  

県法人は、共同出荷組織等に対し価格差補給交付金等の交付を終了した

ときは、遅滞なく、特定野菜等助成金交付要綱別紙様式３号により機構に

報告します。 

また、この事業に適正化法が準用されたことに伴い、県法人は、機構の

会計期間である４月１日から翌年 ３月 31 日までに交付を受けた価格差補

給助成金に係る価格差補給交付金等について、翌年度の４月 30 日までに特

定野菜等助成金交付要綱別紙様式第４号により機構に事業実績報告書を提

出します。 

このほか県法人は、事業の実施状況を特定野菜等事業推進通知の別記様

式第４号により、地方農政局長に報告します。 

以上説明した事務手続きの流れは第Ⅵ-３図のとおりです。 
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第Ⅳ‐3図　事務手続きの流れ
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ごぼう、こまつな、さやいんげん、さやえんどう、しゅんぎく、しょうが、すいか、スイートコーン、
セルリー、そらまめ（乾燥したものを除く。） 、ちんげんさい、生しいたけ、にら、にんにく、

ふき、ブロッコリー、みずな、みつば、メロン(温室メロンを除く。)、やまのいも、れんこん（29品目）
（特認野菜）

オクラ、ししとうがらし、にがうり、みょうが、らっきょう、わけぎ（6品目）

（指定野菜）
指定野菜のうちたまねぎ及びばれいしょを除く12品目（ただし、複合地区及び野菜指定産地育成

計画を樹立した地区及び中山間地域にあっては、指定野菜14品目）
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６６..  価価格格差差補補給給金金のの交交付付基基準準のの策策定定とと適適正正・・迅迅速速なな交交付付のの実実施施  

((11))  価価格格差差補補給給金金のの交交付付基基準準のの策策定定  

機構では、指定野菜価格安定対策事業について、価格差補給金の交付の

適正な実施に資するため、「指定野菜価格安定対策事業に係る価格差補給金

の交付の指針について」(平成 15 年 10 月１日付け 15 農畜機第 381 号。以

下「交付の指針」といいます。）を策定し、登録出荷団体に通知していま

す。この交付の指針は、価格差補給金の交付に当たり基本的な事項を定め

ており、これを基に、各登録出荷団体及びその構成会員である農協等に対

して書面で価格差補給金を交付する基準を定めるよう求めております。 

県法人から共同出荷組織に交付された価格差補給交付金についても、最終

的には共同出荷組織又は当該組織の構成会員から対象特定野菜等の出荷の委

託を受けた生産者に対し、価格差補給金として交付されなければなりませ

ん。 

この交付の方法については、野菜法、特定野菜等事業実施要領、特定野

菜等助成金交付要綱及び県法人業務方法書等に基づき行う必要があります

が、共同出荷組織が適正に価格差補給金を交付するためには、交付の「基

準」を定めることが適当です。 

そのため、県法人は、共同出荷組織及び当該組織の構成会員に対して、こ

の交付の指針に準じて価格差補給金を交付する基準を定めるよう指導してく

ださい。 

((22))  適適正正・・迅迅速速なな価価格格差差補補給給交交付付金金のの交交付付のの実実施施にに向向けけてて  

近年、本事業の対象とならない未加入構成会員や対象産地外等の売買デ

ータの混入、配分計算から生産者への振込み交付に至る書類、帳票類の未

整備等に起因した価格差補給金の返還事例が散見されます。 

返還については平成 15 年 10 月１日以降は変更交付申請を行うことにな

りました。このような事態を防止するためには、県法人の確認はもちろん

ですが、基本的には出荷の実態を把握している共同出荷組織等の確認が不

可欠です。 
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このため、 

ア．共同出荷組織等においては、県法人から確認のため売買データ等が送

付された場合には当該データ等を速やかに出荷の実態を把握している

担当者が確認すること、状況に応じて複数名による抽出点検を行うこ

と、この場合、負担金を負担していない者（又は農協）が含まれてい

ないかどうかの点検も行うこと、誤記入等があった場合には、速やか

に県法人へ連絡等を行うこと等を励行していただき、 

イ．県法人においては、共同出荷組織等と緊密に連絡をとるとともに、共

同出荷組織等の職員に対する本事業に関する内容、事務処理の留意点

等に係る研修を適宜実施する等適切な指導を行ってください。 

さらに、価格差補給交付金等の交付は、生産者の経営の安定に資す

るものであり、次年度の対象特定野菜等の安定供給を図る観点から、

迅速に生産者まで交付する必要があります。 

このため、県法人は、売買データ等の確認後、できるだけ速やかに

平均販売価額を算定するとともに、価格差補給交付金等の交付が必要

となった場合には、機構に価格差補給助成金の申請を行う（注：対象

特定野菜等の対象出荷期間終了後２ヵ月以内）等の手続を行い、価格

差補給助成金を受領した後は価格差補給交付金等を共同出荷組織等に

速やかに交付してください。 

なお、県法人から機構への価格差補給助成金の交付の申請は、さき

にも触れましたように、対象特定野菜等の対象出荷期間の終了後２ヵ

月以内となっていますが、実際の交付申請の状況をみますと、県法人

によっては、内部手続の都合等により、２ヵ月を大幅に上回っている

例があります。価格差補給交付金等の交付の迅速化が求められており

ますので、速やかなる価格差補給助成金の交付申請をお願いします。 

また、県法人は、共同出荷組織に対して、価格差補給交付金の受領

後、出荷数量を基礎として適正かつ迅速に生産者に価格差補給金を交

付するよう指導してください。 

県法人は、都道府県の指導の下で事業を行うこととなっております

ので、このような生産者への価格差補給金の適正かつ迅速な交付を含

めた共同出荷組織等への指導については県の協力を得て行ってくださ

い。 
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ⅦⅦ 契契約約特特定定野野菜菜等等安安定定供供給給促促進進事事業業

契約特定野菜等安定供給促進事業（以下「契約特定野菜等事業」といいます。）

は、「Ⅴ契約指定野菜安定供給事業」と同様の趣旨で、平成14年の野菜法の改正に

より創設された事業です。

１１．．事事業業のの概概要要

この事業は、機構が野菜法第14条の規定に基づき、県法人が契約特定野菜等安

定供給事業を実施する場合に特定野菜等供給産地育成価格差補給事業（以下「特

定野菜等事業」といいます。）と同様に助成金を交付する事業です。

この事業の対象とする野菜、産地、共同出荷組織等は特定野菜等事業と同じで、

事業内容は契約指定野菜安定供給事業に準じています。価格差補給交付金等交付

事業（以下「価格低落タイプ」といいます。）、出荷調整補給交付金等交付事業

（以下「出荷調整タイプ」といいます。）及び数量確保費用交付金交付事業（以

下「数量確保タイプ」といいます。）から成り立っています。

注：契約特定野菜等事業においても、収入保険の保険関係が成立した者又は成立

する見込みのある者は、価格低落タイプを利用し、その利用期間が保険期間と重

複する場合、収入保険の保険資格者に該当しないこととなります。また、収入保

険に関する対応については、契約指定野菜安定供給事業に準じて行います。

２２．．事事業業のの仕仕組組みみ

（１） 契約の締結

県法人は、あらかじめ共同出荷組織等が作成し、県知事の承認を受けた当該

特定野菜等の供給計画に則して、当該共同出荷組織等と当該対象特定野菜等に

ついて、書面により、交付予約数量、負担金等について、価格差補給交付金等、

出荷調整補給交付金等又は数量確保費用交付金の交付に関する契約を締結する

ことになっています。

この際に、共同出荷組織等は、実需者等との間の契約書の写しの他、出荷計

画、契約取引に関与する生産者一覧（農協等一覧）、事業に係る調査等に関す

る協力文書等を添付してください。

また、事業のタイプを次の中から選択してください。

ア．価格低落タイプ

イ．出荷調整タイプ

ウ．数量確保タイプ

エ．アとイの組合せ

オ．イとウの組合せ

なお、供給計画は、特定野菜等事業に準じ次の事項について定めるものです。

（ア）月別生産計画に関する事項

（イ）契約取引・非契約取引別及び旬別の出荷計画に関する事項

（ウ）対象出荷期間別の交付予約計画数量に関する事項

（エ）共同販売の推進に関する事項（相当規模生産者を除く。）

（オ）その他生産及び出荷の合理化、計画化その他近代化に関する事項

（２） 実需者等との取引契約の締結

共同出荷組織等は、県法人への交付予約の前に、実需者等との契約（以下

「取引契約」といいます。）の締結を済ませておいてください。

この取引契約の契約書には、契約の対象となる特定野菜等の種類、特定野菜

等の供給期間、契約数量、契約価格、数量確保タイプでは数量に不足が生じた

場合における当該対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等の供給に関

する事項等を定めることが必要になります。

（３）交付準備金の積立て

ア．交付準備金の積立ては県法人で行います。

イ．契約特定野菜等安定供給促進助成金を含む資金造成の負担割合は、共同

出荷組織等（１／３）、県（１／３）、国（１／３）です。

（４）機構による事業の発動指標の公表

機構は、平均取引価額（全国10ヶ所の卸売市場の卸売価格の全国平均）を算

定し、これを発動指標として、以下のタイプごとに交付金が交付される基準を

満たしているか否かをインターネットを通じて公表しています。

機構のホームページのアドレスは、次のとおりです。

【https://www.alic.go.jp/operation/vegetable/stability-price.html】
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ア．｢価格低落タイプ｣の発動要件

旬ごとに、当該旬の平均取引価額が保証基準額を下回ること。

イ．｢出荷調整タイプ｣の発動要件

日ごとに、平均取引価額が発動基準価額を下回ること。

ウ．｢数量確保タイプ｣の発動要件

旬ごとに、当該旬の平均取引価額が指標価額を上回ること。

平均価格 ：卸売市場の過去６カ年の卸売価格を元に算出した価格

保証基準額 ：平均価格の90％

発動基準価額：平均価格の70％

指標価額 ：平均価格の130％

（５）交付申請書の審査

ア．県法人は、対象出荷期間終了後、共同出荷組織等から交付申請書を受け付

けます。

イ．県法人は交付金等の交付申請書を審査します。

対象数量、交付金単価、発動要件を満たす時期の出荷等であるか等を、販

売実績集計表等で確認します。

（ア）価格低落タイプの場合

・県法人は、販売実績集計表等により、実際の取引価額が低落している

か、指標となる市場の価格と連動性があるか等を確認します。

（イ）出荷調整タイプの場合

・県法人は販売実績集計表等により、出荷数量等を確認します。

・県法人は出荷調整等が適切に行われたかを確認します。

（ウ）数量確保タイプの場合

①共同出荷組織等が自らの市場出荷分を契約数量分の不足分に充当（仕

向先変更）した場合は、販売実績集計表等により、市場出荷の計画数量

と実績数量を確認します。

②県法人は、共同出荷組織等が仕向先変更をしてもなお契約数量を満た

せず､その不足分を市場等から購入して充当した場合は、販売実績集計

表等により、当該特定野菜等を市場等から購入したこと、生産者が生産

した対象特定野菜等を実需者等に出荷していること、生産者が市場等か

ら購入した当該特定野菜等を実需者等に出荷したこと等を確認します。

（６）県法人による交付金等の交付

県法人は、交付金等の交付申請書の審査の結果、適当であると認められる場

合には、共同出荷組織等に対して、タイプごとに次のとおり、交付金等を交付

します。

ア．価格低落タイプの場合

保証基準額と平均取引価額（又は最低基準額）との差額の９割を交付金単

価として、旬別の実需者への出荷数量（旬別の出荷数量の合計が交付予約数

量を上回る場合は、交付予約数量を各旬に按分した数量）を乗じて得た額を

交付します。

イ．出荷調整タイプの場合

平均価格か契約価額のいずれか低い額の7割を交付金単価として、出荷調

整した数量（出荷調整相当数量（発動旬の出荷調整相当数量の合計が交付予

約数量を上回る場合は、交付予約数量を各発動旬に按分した数量））を乗じ

て得た額を交付します。出荷調整相当数量の算定は、Ⅴ契約指定野菜安定供

給事業の５の（２）のイを参照してください。

ウ．数量確保タイプの場合

①市場に出荷する予定のものを契約取引に回した場合（仕向先変更）には、

平均取引価額と契約価額の差額の7割を交付金単価とします。②仕向先変更

をしても充足できず、市場等から購入した場合には、実際の購入価額と契約

価額の差額の９割を交付金単価とします。なお、補てんの上限となる購入限

度価額は、旬ごとに契約価額の150％、200%、300%、400%の選択です。

このようにして算出した交付金単価に、①の場合は、充当見込相当数量

（発動旬の充当見込相当数量の合計が交付予約数量を上回る場合は、交付予

約数量を各発動旬に按分した数量）を、②の場合は、購入数量（発動旬の購

入数量の合計が「交付予約数量から充当見込相当数量を控除した数量」を上

回る場合は、「交付予約数量から充当見込相当数量を控除した数量」を各発

動旬に按分した数量）をそれぞれ乗じて得た額を交付します。充当見込相当

数量の算定は、Ⅴ契約指定野菜安定供給事業の５の（２）のウを参照してく

ださい。

なお、各タイプの交付予約数量の按分は、Ⅴ契約指定野菜安定供給事業の

５の（２）のアからウまでを参照してください。
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（７） 県法人による調査等の実施

ア．県法人は、契約の内容、交付金の交付状況に関する確認及び調査のため、

共同出荷組織等や実需者から資料その他の情報の提供を求めることができま

す。

イ．県法人は、不正受給が発覚した場合には不正受給者の公表等のペナルティ

措置を採ることができます。

３３.. 契契約約特特定定野野菜菜等等安安定定供供給給促促進進事事業業実実施施計計画画のの認認定定

県法人は、対象事業（タイプ）ごと、対象特定野菜等の業務区分ごと、共同出

荷組織等ごとの業務対象年間、交付予約数量、共同出荷組織等別準備金総額、交

付準備金額及びその拠出者別交付準備金額並びに共同出荷組織等別必要造成額、

さらには契約特定野菜等安定供給促進助成金の交付限度額等を記載した契約特定

野菜等安定供給事業実施計画書を機構の業務方法書実施細則別記様式第25号によ

り作成し、業務対象年間の最初の年の対象出荷期間の開始の日の前日の20日前の

日又は野菜価格安定対策費補助金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産第39

43号農林水産事務次官依命通知）別記５契約特定野菜等安定供給促進事業実施要

領（以下「契約特定野菜等事業実施要領」といいます。）第４の２の補給交付金

等の交付に関する契約の締結若しくは変更の期限から10日後の日のいずれか遅い

日までに機構に提出し、その認定を受けます。

実施計画の提出に当たっては、県法人と共同出荷組織等との間で締結された補

給交付金等の交付に関する契約書又は共同出荷組織等からの申込書とそれに対す

る県法人からの承諾書の写し等を添付します。

機構は、実施計画の内容が契約特定野菜等事業実施要領の定めるところに適合

していると認めたときは、当該実施計画を認定し、その旨を当該県法人に通知します。

業務対象年間の第２年度目以降において、交付予約数量の増加又は契約特定野

菜等事業実施要領第４の２の（１）の規定に基づく供給計画などの変更に伴い、

実施計画が変更されたときは、その変更計画を実施計画の作成方法に準じて作成

し、機構に提出しなければなりません。この場合の提出期限は、当該業務区分に

係る対象出荷期間の開始の日の前日の20日前の日又は補給交付金等の交付に関す

る契約の締結若しくは変更の期限から10日後のいずれか遅い日までとなっています。

４４．．契契約約特特定定野野菜菜等等安安定定供供給給促促進進助助成成金金のの交交付付のの申申請請

県法人は、機構の認定を受けた実施計画に基づき共同出荷組織等に対して補給

交付金等を交付しようとするときは、契約特定野菜等安定供給促進助成金交付申

請書を作成し、機構に提出します。

交付申請書には、契約特定野菜等安定供給促進助成金交付要綱（以下「契約特

定助成金交付要綱」といいます。）別紙様式第１号により、対象事業（タイプ）

ごと、対象特定野菜等の業務区分ごと、共同出荷組織等ごとの、当該業務区分に

係る交付申請金額及びその積算の基礎となる交付予約数量、交付対象数量並びに

補給交付金等金額、さらには、交付準備金額及び必要造成額、その他必要な事項

等を記載します。

交付申請書の申請期限は、対象出荷期間の終了後３ヵ月以内となっています。

機構は、交付申請書の内容を審査し、適当と認めたときは、当該県法人に対して

助成金を交付します。

５５．．報報 告告 等等

県法人は、助成金の申請を行った業務区分に係る補給交付金等の交付を終了し

たときは、遅滞なく、契約特定助成金交付要綱別紙様式第３号により機構に報告

します。また、毎年度、本事業の実績も機構に報告します。

このほか県法人は、事業の実施状況を「野菜価格安定対策事業の推進につい

て」（令和５年４月25日付け４農産第4453号-１ 農林水産省農産局長通知）別記

５契約特定野菜等安定供給促進事業の別記様式第５号で定める様式により、地方

農政局長に報告します。
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第ⅤⅡ－１図　事務手続きの流れ
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ⅧⅧ  契契約約野野菜菜収収入入確確保保モモデデルル事事業業  

 

本事業は、野菜の加工・業務用需要に対応した契約取引への支援を強化する

ため、野菜価格安定対策費補助金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産第 

3943 号農林水産事務次官依命通知）別記５の契約特定野菜等安定供給促進事業

実施要領第２の２による事業として、平成 23年度にモデル的に創設された事業

です。 

令和５年度からは、①確実な契約履行のために契約数量以上に作付けを行っ

た野菜に対して、価格低落時に出荷調整を行う場合に補填を受けられるタイプ

（出荷調整タイプ）と、②中間事業者を対象に、契約数量の確保のために市場

等から対象野菜を調達した場合に補填を受けられるタイプ（数量確保タイプ）

の２つのタイプにより野菜の契約取引の推進を図っています（収入補填タイプ

は、令和元年度、出荷促進タイプは、令和４年度をもってそれぞれ廃止）。 

なお、この事業の実施については、野菜価格安定対策事業の推進について

（令和５年４月 25日付け４農産第 4453 号-1 農林水産省農産局長通知）別記５

の別添の契約野菜収入確保モデル事業及び契約野菜収入確保モデル事業補助実

施要領（平成 23年４月１日付け 22農畜機第 5298 号）に則して進めています。 

１１．．事事業業内内容容  

（１）出荷調整タイプ 

生産者等が、実需者等との間で契約を締結した後に、作柄不良等による供

給量不足を避けるため、契約数量以上の作付けを行い、価格低落時にほ場又

は集出荷場において対象野菜の土壌還元等を行った場合において、当該生産

者等に対し、機構が交付金を交付します。 

（２）数量確保タイプ 

中間事業者が、実需者等との間で契約を締結した後に、特定の生産者等か

ら仕入れる予定であった野菜について、天候その他やむを得ない事由で当該

生産者等から仕入れる数量が減少し、実需者等との間で契約した野菜と同一

の野菜を確保する必要がある場合であって、価格高騰時に卸売市場等からそ
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の調達を行った場合に、当該中間事業者に対し、機構が交付金を交付しま

す。 

 

２２．．事事業業のの要要件件等等  

（１）対象品目 

キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、たまねぎ、トマト、なす、に

んじん、ねぎ、はくさい、ばれいしょ、ピーマン、ほうれんそう及びレタス

（14品目）で、新たな属性を付加することとならない簡易な処理を行ったも

のを含みます。 

（２）事業実施主体 

出荷調整タイプの事業実施主体は、生産者等（①対象品目の生産者、②①

の者を直接又は間接の構成員とし、対象野菜の契約取引において直接又は間

接に販売の委託を受ける農業協同組合及び事業協同組合並びにこれらの連合

会、③その他生産者が構成員とし、対象野菜の契約取引において、直接又は

間接に販売の委託を受ける団体のいずれかに該当する者）です。 

数量確保タイプの事業実施主体は、中間事業者（生産者等から対象品目を

買い受け、その原体又はカット等の加工（すり潰し、塩蔵、加熱及び冷凍等

の加工度合いの大きいものを除きます。）を行ったものを他の事業者に販売

することを業とする者）です。また、数量確保タイプの事業実施主体は、生

産者等と機構が定める仕入計画書を取り交わすことが必要です。 

（３）対象契約 

対象契約は、書面による実需者等との間で数量・価格を定めた契約です。

口頭契約の場合であっても、機構が定める契約内容確認書を締結したもの

は、対象契約となります。 

なお、当該契約を対象とした他の野菜関係事業に重複して申し込むことは

できません。 

 

 

 

（４）実需者等 

実需者等は、公募開始月の前月までの直近１年間において事業実施主体と

対象品目の取引があった者のうち、①食品製造・加工業者、②小売業者、③

中間事業者のいずれかに該当する者です。 

ただし、事業実施主体と親子会社関係の者及び代表者が同じ者は除きま

す。（生産者と③中間事業者を「一体的な者」と見なした上で、この者と①

から③のいずれかの者と対象契約を締結した場合は例外となります。） 

（５）補助限度額 

補助限度額は、対象品目の生産者は 750 万円、それ以外の者は 1,500 万円

を申込区分ごとに補助限度額の範囲内で応募できます。 

 

３３．．積積立立金金のの積積立立てて  

 事業実施主体は、対象出荷期間の開始前に、専用口座等に交付金の限度額

となる積立金を積み立てます。専用口座等は、積立金の額が把握できるもの

に限られています。積立金は、機構が事業実施計画を認定した日から交付決

定した日までの間において専用口座等で積み立てし、この間の途中で積立金

を取り崩した場合、当該期間中の最も少ない残額を限度に交付金を交付する

こととなります。 
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○ 交付金の適切かつ効率的な活用の観点から、申込・交付対象となる数量には次のように
制限を設けています。
１ 交付対象となる契約数量は、同実需者との同種別の契約取引過去３ヶ年の取引数量の
最大値が上限となります。

２ 申込数量の上限は、交付対象となる契約数量の30％が限度です。
３ 出荷調整数量全てが交付対象数量とならない場合があります。

※詳細については公募要領を参照ください。
○ 出荷調整（土壌還元等）を実施する場合は、事前に機構への申出が必要となります。

注意事項

実需者等と定量・定価格契約を締結した生産者等が、市場の平均取引価額が発
動基準額を下回っている状況で出荷調整（土壌還元等）を行った場合に、平均価
額又は契約価格のいずれか低い額の70％を交付。

補てんの仕組み

上上旬旬 中中旬旬 下下旬旬 上上旬旬 中中旬旬

発動基準額

市場の平均取引価額

加入から交付金交付のイメージ（例）

積立金額

【事業の応募内容】
契約価格 80円/㎏
契約数量 100トン
申込数量  30トン

事業実施主体が積み立てる積立金額
＝申込数量×（平均価額又は契約価格のいずれか低い額の70％）÷２
＝30トン×（80円×0.7）÷２

＝84万円

交付金額

契約出荷数量 100トン
出荷調整数量    30トン
市場出荷数量  70トン
計画契約出荷数量 100トン
計画市場出荷数量  60トン

※平均価額が契約価格を下回る場合は平均価額の70％が基準となります。

機構からの交付金額
＝交付対象取引数量×(平均価額又は契約価格のいずれか低い額の
70％)÷２
＝（（30トン＋100トン＋70トン）×100トン÷
（100トン＋60トン）-100トン）×56円÷２

＝25トン×56円÷２

＝70万円

出荷調整可能な期間
交付対象数量

契約先へ

出荷調整

事事業業発発動動旬旬

契約数量

市
場
出
荷
量

交付対象数量

（１）出荷調整タイプ

４４．．事事業業のの仕仕組組みみ

実需者等との間で定量・定価格契約を締結した中間事業者が、市場の平均取引
価額が指標価額を上回った場合に、契約数量の不足分として市場等から調達した
数量に応じて、調達価格と取引予定価格との差額(＝掛増し経費)の一部を交付。

（２）数量確保タイプ

積立金額

【事業の応募内容】
仕入予定価格 80円/㎏
仕入計画数量 100トン
実需者との契約数量 100トン
事業申込数量※ 50トン
仕入経費(予定) 800万円

交付金額

【実需者等との取引結果】
仕入予定価格 80円/㎏
仕入数量 70トン
調達価格 180円/㎏
調達数量 30トン
契約出荷数量 100トン
仕入経費 1,100万円

交付金交付のイメージ（例）

調達価格
180円/㎏

仕入予定価格
80円/㎏

事業申込数量 50トン

仕入予定価格
80円/㎏

事業実施主体が積み立てる積立金額
（購入限度価額300％の場合）
＝事業申込数量×

(購入限度価額－仕入予定価格)×0.9÷2
＝50トン×（240円-80円）×0.9÷2
＝720万円÷２

＝360万円

購入限度価額
240円/㎏

(300％選択した場合）

機構からの交付金額
＝交付対象数量(調達数量）×

(調達価格－仕入予定価格)×0.9÷2
＝30トン×（180円-80円）×0.9÷2
＝30トン×90円÷2
＝270万÷2

＝135万円

調達数量 30トン

数量確保に要した300万円の掛増し経費のうち、
機構から135万円の交付金を交付します。

※ 事業申込数量は、実需者との契約数量又は仕入計画数量（過去3か年における生産者等からの仕入数量の

最も大きい数量が上限）のいずれか少ない数量の1/2以内となります。

この部分の
1/2が積立金額

この部分の
1/2が交付金額

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬

仕組みのイメージ（例）

価格 平均取引価額

交付金額

(B－A)×0.9×調達数量※2

購入限度価額
Ａ×150％、200％、300％から
申込時に選択

調達価格

指標価額

市場の平均価格(C)

C×110％～130％ 品目ごとに設定

取引予定価格(A)

※1 （補てん率）

※1 Ｂの価格は、調達価格又は購入限度価額の
いずれか低い価格となります。

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

数量 平均取引価額

不足分

指標価額

仕入計画数量
交付
対象外

交付対象
調達数量※2

交付対象外

生産者からの仕入数量

※2 調達数量は、不足分の調達数量のうち、対象の実需者等へ
仕向けた数量 (生産者等からの仕入の減少数量）が限度。
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ⅨⅨ  緊緊急急需需給給調調整整事事業業  

 

野菜の中でも流通量が多く、露地栽培のため天候の影響を受けやすいことか

ら価格変動の大きい品目（キャベツ、たまねぎ等）については、価格と供給の安

定を図ることが極めて重要です。このため、これらの価格が著しく低落した場合

に産地調整等の緊急需給調整対策を実施し、生産者の次期作への生産意欲を維

持することにより、野菜の生産出荷の安定を図る必要があります。 

１１．．事事業業のの種種類類  

  緊急需給調整事業には、以下の事業があり、これら事業を的確に実施するこ

とにより効果的な緊急需給調整が図られるようになっています。   

(1) 生産出荷団体緊急需給調整事業 

(2) 緊急需給調整推進事業 

 

２２．．生生産産出出荷荷団団体体緊緊急急需需給給調調整整事事業業のの内内容容とと仕仕組組みみ  

(1) 事業の概要 

重要野菜又は調整野菜（以下「重要野菜等」といいます。）の卸売価格が著

しく低落し、若しくは低落するおそれがあると見込まれる場合又は著しく高

騰し、若しくは高騰するおそれがあると見込まれる場合に、野菜価格安定対

策費補助金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産第 3943 号農林水産事

務次官依命通知。以下「交付等要綱」という。）別記１の野菜需給均衡総合推

進対策事業実施要領第２の１の（１）のアに規定する登録生産者、登録出荷

団体、特定出荷団体等、共同出荷組織、相当規模生産者（以下「出荷団体等」

という。）が相互に協議して緊急需給調整を実施した場合、機構は出荷団体等

に対し、緊急需給調整費用交付金を交付します。 

 

 

 

 

項 目 内 容 

重要野菜 
春キャベツ、夏秋キャベツ、冬キャベツ、 

秋冬だいこん、たまねぎ、秋冬はくさい 

調整野菜 

春だいこん、夏だいこん、春夏にんじん、 

秋にんじん、冬にんじん、春はくさい、夏はくさい、 

春レタス、夏秋レタス、冬レタス 

対象期間 １事業年度 

緊急需給調整の種類 産地調整（出荷促進・出荷抑制）、加工用販売、市場

隔離（その他市場隔離、有効利用用途） 

緊急需給調整費用 

交付金の負担割合 
国 80％、出荷団体等 20％ 

(2) 補てん内容 

ア．低落時の対策 

(ｱ) 産地調整（出荷抑制） 

重要野菜等の出荷を抑制するため、出荷抑制を実施します。 

生産者に対しては、平均価格の７割相当分を助成します。 

(ｲ) 加工用販売、市場隔離（その他市場隔離） 

重要野菜等の出荷を抑制するため、当初市場向けであったもののう

ち、供給過剰分を新たな加工用途に出荷します。 

また、その他の市場隔離として一時保管等を実施します。 

生産者に対しては、平均価格の７割相当分を助成します。 

(ｳ) 市場隔離（有効利用用途） 

重要野菜等の出荷を抑制するため、加工、飼料化、フードバンクへ

の提供等の有効利用に努めます。 

生産者に対しては、平均価格の７割相当分を助成します。 
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イ．高騰時の対策（産地調整（出荷促進）） 

重要野菜等の出荷を促進するため、早取り等により出荷促進を実施し

ます。 

生産者に対して、平均価格の３割相当分を助成します。 

 

 

 

 

 

　

※１

※２

※３

平均価格は、対象出荷期間中に対象市場に出荷された野菜の過去６年間の卸売市場価格の平均。

加工用販売に要した経費は加工用販売額を限度とする。

算定式中にある販売額を差し引いて得た額が負である場合には０円として、これに経費を加えるもの
とする。

100％％ 過過去去のの市市場場価価格格のの平平均均 ※※１１

価価

格格

平平均均販販売売価価格格がが過過去去のの平平均均価価格格のの８８００%%以以下下のの場場合合にに実実施施可可能能

○○産産地地調調整整（（出出荷荷抑抑制制））：：（（交交付付金金単単価価××産産地地調調整整数数量量－－

販販売売額額））

○○加加工工用用販販売売：：（（交交付付金金単単価価××加加工工用用販販売売数数量量－－販販売売額額））

＋＋加加工工販販売売経経費費※※２２をを補補ててんん

○○市市場場隔隔離離

有有効効利利用用用用途途：：（（交交付付金金単単価価××有有効効利利用用用用途途向向けけ出出荷荷

数数量量－－販販売売額額））＋＋輸輸送送等等経経費費※※３３をを補補ててんん

一一時時保保管管等等：：（（交交付付金金単単価価××そそのの他他のの市市場場隔隔離離数数量量

－－販販売売額額））＋＋保保管管等等経経費費※※３３をを補補ててんん

　

100％％ 過過去去のの市市場場価価格格のの平平均均

価価

格格
115500％％

115500%%以以上上のの場場合合にに発発動動

交交付付金金単単価価××実実施施数数量量

協議 

 (3) 事業の流れ 

緊緊急急需需給給調調整整費費用用交交付付金金交交付付事事業業のの流流れれ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出荷団体等 

（特定出荷団体等を除く） 

特定出荷団体等 

登録申請 

事業参加申込み（３月１日まで） 

交付積立資金の積立計画の作成 

交付準備財産造成計画の作成 

農

水

省 

参加申込みの承諾 

交付金の交付 

額の確定 

対 

象 

期 

間
（
１
年
） 

負担金の納入 

賦課金の納入 

供給計画の作成 

（農水省へ提出） 

事 

業 

発 

動 

事業実施計画の作成 

事業の実施 

実施状況報告 

交付申請 

実績報告 
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ア．供給計画の策定 

 国は、野菜を安定的に消費者に供給するため、需給ガイドライン等を策

定し、全国生産出荷団体（野菜の生産者が構成員となっている農業協同組

合連合会その他の団体であって、全国の区域をその地区とするものをいう。

以下同じ。）、系統外登録出荷団体等（全国生産出荷団体に属していない出

荷団体又は生産者であって、機構の登録を受けたものをいう。以下同じ。）

及び特定出荷団体等はそれらを踏まえた供給計画を作成し、供給計画に基

づく生産・出荷を推進しています。 

 

 

イ．登録申請（特定出荷団体等） 

 指定野菜価格安定対策事業又は特定野菜等供給産地育成価格差補給事

業のいずれにも登録されていない者のうち、一定規模以上の特定出荷団

体等については、当機構への登録申請が必要になります。 

(ｱ) 登録を受ける資格を有する特定出荷団体等 

 過去直近３年間の対象出荷期間中の対象品目の出荷量の平均値が

1,000 トン以上（レタスにあっては 500 トン以上。）である出荷団体

（①農業協同組合、②農業協同組合連合会、③事業協同組合、④協同

需要及び供給の見通し(国)
(概ね5年ごとに策定)

需給ガイドライン(国)
(毎年、6月(冬春野菜)、12月(夏秋野菜)に策定)

供給計画(全農、県経済連、大規模生産者等)
(種別ごとに年2回作成）

(は種・定植前の当初計画、出荷前の確定計画)

指定野菜(14品目)
キャベツ、きゅうり、さといも、だいこん、トマト、なす、
にんじん、ねぎ、はくさい、ピーマン、レタス、たまねぎ、
ばれいしょ、ほうれんそう

組合連合会又は⑤農業協同組合又は農業協同組合連合会が主たる構

成員となっている法人その他の団体）及び生産者（①個人、②農事組

合法人、③農事組合法人以外の農地所有適格法人及び④農業者の組織

する団体）となっています。 

(ｲ) 機構に提出する登録申請書 

登録に当たっては、申請書に添付書類を添えて機構に提出していた

だく必要があります（野菜緊急需給調整費用交付金交付事業実施要領

（以下「実施要領」といいます。）第３の１の（２））。 

また、登録を受けた特定出荷団体等（以下「登録特定出荷団体等」

といいます。）が登録簿に記載された対象野菜の種別を変更しようと

する場合も同様に、変更申請書を提出しなければなりません。 

①出荷団体  

  定款（農業協同組合又は農業協同組合連合会が主たる構成員とな

っている法人その他の団体にあっては定款又は規約）、事務所の所

在地、代表者の役職及び氏名を記載した書面並びに事業協同組合及

び協同組合連合会にあっては委託関係を有することを証明する書

面並びに過去直近３年間の作付面積及び月別出荷数量を示す書面 

②生産者のうち個人 

過去直近３年間の作付面積及び月別出荷数量を示す書面 

③生産者のうち②以外のもの 

定款又は規約、事務所の所在地並びに代表者の役職及び氏名を記

載した書面並びに法人格のない団体にあっては２以上の者が出荷

を共同して行っていることを証明する書面、過去直近３年間の作付

面積及び月別出荷数量を示す書面 

(ｳ) 登録簿への登録 

機構は、特定出荷団体等から書類を受理した場合には、登録を申請

した特定出荷団体等が①要件を満たしていないとき、②登録を取消

され（取消しの要件は ウの(ｳ)を参照）、その取消しの日から３年を
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経過しないときを除き、登録簿に登録します（実施要領第３の１の

（３）の①）。 

登録簿に登録したときは、登録特定出荷団体等の所在地及び当該対

象野菜が生産される地区をその区域内に含む都道府県知事に通知を

行います（実施要領第３の１の（３）の③）。 

ウ．登録後の報告等 

(ｱ) 報告 

登録特定出荷団体等は、登録をした年度の翌年度から毎年、緊急需

給調整事業への参加申込みをする期限までに、登録簿に記載された

対象野菜の前年度の出荷数量及び参加申込みをする年度の出荷見込

み数量を書面で機構に報告しなければなりません。ただし、登録特定

出荷団体等の資格を喪失した旨の届出があった場合は、この限りで

はありません。 

(ｲ) 届出 

登録特定出荷団体等が、その資格を失い、又は名称、事務所の所在

地（個人の場合は氏名又は住所）、代表者の役職及び氏名、定款や規

約に変更があったときは、遅滞なくその旨を書面で機構に届け出な

ければなりません。 

(ｳ) 登録の取消し 

機構は、登録特定出荷団体等に、登録特定出荷団体等たる資格の喪

失、解散又は死亡のいずれかに該当したときは、その登録を取り消し

ます（実施要領第３の４の（１）の①）。 

また、登録特定出荷団体等が、①１年間緊急需給調整費用交付金の

交付に関する申込みを行わなかったとき、②負担金の納入、緊急需給

調整費用交付金の交付その他機構に対する義務の履行を怠ったとき、

③機構の業務を妨げる行為をしたとき、④法令、法令に基づく行政庁

による処分又はこの実施要領に違反し、その他故意又は重大な過失

により、機構の信用を失わせるような行為をしたときは、登録を取り

消すことができます（実施要領第３の４の（１）の②）。 

なお、機構は、登録の取り消しを行った場合には、その旨及びその

理由を明らかにした書面をもって、当該登録特定出荷団体等、当該登

録特定出荷団体等の事務所の所在地又は住所を含む地域を管轄する

都道府県知事に書面で通知します（実施要領第３の４の（３））。 

(ｴ) 登録の取消しの申請 

登録の取消しには、(ｳ)のような登録の要件を欠く場合等のほか、登

録特定出荷団体等からの登録の取消しの申請に基づいて行う場合が

あります（実施要領第３の５）。 

この場合、登録特定出荷団体等は、機構の事業年度の末日の６ヵ月

前までに、当該事業年度の末日にその登録を取り消すべき旨を書面

により申請します（実施要領別記様式第６号）。これにより、機構は、

当該登録特定出荷団体等の登録を当該事業年度の末日に取り消しま

す。ただし、機構の業務の遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると

認められる場合には、これと異なる日に登録を取り消す場合があり

ます。 

なお、機構は、このようにして登録の取消しを行った場合には、(ｳ)

と同様の相手先に同様の方法で通知します。 

エ．事業への参加申込み 

(ｱ) 事業に参加しようとする登録出荷団体等は、重要野菜等の需給及び

価格の動向、緊急需給調整等の実施状況を踏まえ、原則として対象期

間の開始の日の一月前までに、交付金の交付に当てるための交付積立

資金の総額を定めた計画（以下「積立計画」といいます。）を作成し、

機構に申し込みます。 

(ｲ) 次の場合は事業への参加が必須となります。 

① 指定野菜価格安定対策事業において重要野菜又は調整野菜に関

し交付予約の申込を行う場合 

② 指定野菜供給産地育成価格差補給事業における対象産地（野菜指

定産地育成計画を樹立した産地及び中山間等地域を除く。）であっ
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て、キャベツ、秋冬だいこん、たまねぎ又は秋冬はくさいに関し交

付予約の申込を行う場合 

(ｳ) 交付積立資金の総額は、内訳として、種別ごと及び申込期限（Ⅳの

３（１）の申込期限をいう。）ごとの交付積立資金の額を、次の計算式

により算出（以下「計算値」といいます。）した上で求めるものとしま

す。 

●●計計算算値値＝＝（（交交付付予予約約数数量量((㎏㎏))±±調調整整数数量量((㎏㎏))））××５５％％××  

交交付付金金単単価価((円円／／㎏㎏))××負負担担率率××生生産産者者負負担担割割合合((11//55))  

        注１）「交付予約数量」は、出荷団体等に係る事業を実施する年度（以下「事業実

施年度」という。）の前年度の数量（当該前年度の数量がない場合は、事業実

施年度の数量）を用いるものとし、重要野菜の種別に係るものにあってはア

及びイの合計の数量、調整野菜の種別に係るものにあってはアの数量とする。 

ア 交付等要綱別記２の指定野菜価格安定対策事業実施要領（以下「指定野菜事

業実施要領」という。）第６の１の交付予約に係る数量 

イ 交付等要綱別記４の特定野菜等供給産地育成価格差補給事業実施要領（以

下「特定野菜等事業実施要領」という。）第４の１の(4)のイの交付予約数量（都

道府県の区域を管轄する出荷団体にあっては、当該出荷団体及びその傘下の

団体に係る交付予約数量の合計値） 

注２）前年度及び事業実施年度の「交付予約数量」が無い場合は、野菜需給調整

関係事務処理要領（平成 14 年９月２日付け 14 生産第 2795 号農林水産省生産

局長通知）第１の２の(1)の規定に基づく供給計画書のうち、産地区分の「野

菜指定産地の対象市場群」の計の前年度の数量（当該前年度の数量がない場

合は、本年の数量）を上限とした数量とする。 

注３）「調整数量」は、計算値の算定に当たり、注１）のとおり事業実施年度の前

年度の交付予約数量を用いる場合で、事業実施年度において実施要領第２の

２に掲げる対象野菜の出荷に関し、登録出荷団体若しくは業務方法書第 164

条第１号のイに定める共同出荷組織との間に委託関係のある生産者又は登録

生産者若しくは特定登録生産者（登録生産者のうち構成員に対して当該構成

員の出荷実績に応じて価格差補給金を配分している者をいう。）の構成員（以

下「委託生産者等」という。）の農業保険法（昭和 22 年法律第 185 号）第 177

条に規定する農業経営収入保険の保険関係が成立し、又は成立する見込みが

ある場合において、これら農業経営収入保険の保険関係が成立等した者（野

菜価格安定対策事業の同時利用者を除く。）について、当該交付予約数量に関

し、以下に掲げる減算又は加算の調整を行う数量とする。 

      ア 当事業に参加しない委託生産者等の出荷に係る数量は減算 

      イ 事業実施年度において当事業に参加しようとする委託生産者等の出荷に係

る数量は加算 

注４）事業実施年度において、注１及び注２のいずれの予約数量もない種別又は

交付予約の予定のない種別については、交付積立資金の額の計算を要しない

ものとする。 

注５）交付金単価は、野菜価格安定対策事業の推進について（令和５年４月１日

付け４農産第 4453 号農林水産省農産局長通知）別記１の野菜需給均衡総合

推進対策事業（以下「推進通知」という。）別表第５に基づくものとする。 

注６）負担率は、指定野菜事業実施要領第６の２の（２）の対象野菜ごとに農産

局長が別に定める負担率とする。 

(ｴ) 積立計画に基づき金銭を機構に納入することになりますが、機構に

過年度の交付積立資金及び過積立金を有する場合には、これらの資金

を積立計画に充てることができます。また、これらの資金が積立計画

の必要額に満たない場合や新たに交付積立資金を積み立てる意思を

示した場合等には、必要に応じて金銭の納入額等を調整します。その

納入に関しては、オの(ｳ)及びカを参照してください。 

(ｵ) 出荷団体等は、交付積立資金は出荷団体等の間で相互に融通し事業

実施することができるとされていることを踏まえ、積立計画を作成す

るものとします。 

(ｶ) 出荷団体等は、「環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェック

シート」（以下「チェックシート」という。）を機構に提出する必要が

あります。チェックシートの提出は、同一事業年度において一回とし、

対象野菜全体について申告することとなっています。ただし、同一事

業年度に他の野菜価格安定対策事業の実施に当たってチェックシー

トを提出する場合は、提出を省略することができます。特定出荷団体

等は、事業への参加申込み時にチェックシートを機構に提出してくだ

さい。 
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オ．交付準備財産造成計画 

(ｱ) 機構は、対象期間の開始前に申込みをした出荷団体等（以下「参加

申込団体等」といいます。）の積立計画の交付積立資金の額及び対象期

間中の参加申込み等を考慮して、参加申込団体等から納入される資金

（以下「負担金」といいます。）で造成する交付積立資金及びこれに４

を乗じた額の国の補助金で造成する資金（以下「補助金資金」といい

ます。）をもって造成する交付金の交付に必要な資金（以下「交付準備

財産」といいます。）の上限額を定めた交付準備財産造成計画を作成

し、農産局長に協議します。 

(ｲ) 機構は、農産局長との協議後、参加申込団体等に参加の承諾を通知

します。この通知には、参加申込団体等ごとに交付準備財産の額及び

当該参加申込団体等が出荷団体等の間で相互に融通できる交付積立

資金の上限額（以下「融通上限額」といいます。）を定めた計画（以下

「交付資金計画」といいます。）を記載します。 

(ｳ) 機構は、前年度の交付積立資金及び過積立金を充当しても、事業実

施年度の交付積立資金の必要額に満たない場合や参加申込団体等が

新たに負担金を納入したい場合等には、参加の承諾の通知に際して納

入すべき負担金の額及び納入期限を示します。 

カ．負担金の納入 

参加を承諾された出荷団体等（以下「契約出荷団体等」といいます。）

のうち、機構から納付すべき負担金の額を示された場合には機構が定める

期限（①対象期間開始前の事業参加申込みに係る負担金は、承諾の一月後、

②途中参加申込み及び参加変更申込みに係る負担金は、出荷期間の開始の

日の前日又は承諾の日から一月後のいずれか遅い日）までに負担金を納入

します。 

キ．資金の管理 

機構は、緊急需給調整費用交付金の交付のために拠出された契約出荷

団体等の負担金及び国の補助金等により、生産出荷団体緊急需給調整資

金を造成し、さらに財源別・使途別に交付積立資金、補助金資金、特別

調整資金及び補助金準備資金に区分して管理します（野菜生産出荷安定

資金管理規程（平成 15 年 10 月１日付け 15 農畜機第 61 号）第 13 条）。 

また、機構は、契約出荷団体等に係る負担金の状況を整理した負担金

預金台帳を作成し、負担金の納入や交付金の交付等により資金の増減が

あったときや契約出荷団体等から求めがあったときに交付します。 

(ｱ) 交付積立資金 

交付準備財産のうち契約出荷団体等からの負担金（(ｳ) の特別調整 

資金から繰り入れられた金銭を含む。）及び賦課金により造成する資金 

(ｲ) 補助金資金 

交付準備財産のうち国からの補助金（(ｴ)の補助金準備資金から繰り

入れられた金銭を含む。）により造成する資金 

(ｳ) 特別調整資金 

交付準備財産を造成した後の契約出荷団体等からの負担金の残額等

により造成する資金 

(ｴ) 補助金準備資金 

(ｲ)の補助金資金を造成した後の国からの補助金の残額等により造

成する資金 

(4) 緊急需給調整の実施に関する事務手続き 

ア．緊急需給調整の実施 

(ｱ) 機構が提供する需給及び価格の予測情報等や卸売業者からの需要

情報等を参考としつつ、対象ブロックの指標市場における重要野菜等

の卸売価格が次の場合に該当するときは、緊急需給調整を実施できま

す。ただし、卸売価格の形成に影響力を有する出荷団体等は、事業の

実施に努めることとなっています。 

① 低落時の産地調整、加工用販売及び市場隔離（有効利用用途又は

その他市場隔離）は、推進通知別表第２に掲げる価格を下回る、又

は下回るおそれがあると見込まれる場合 

② 高騰時の産地調整は、推進通知別表第３に掲げる価格を上回る、

又は上回るおそれがある場合 
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(ｲ)契約出荷団体等は、生産出荷団体緊急需給調整事業を実施する場合、

緊急需給調整に関する実施計画（以下「緊急需給調整実施計画」とい

う。）を対象野菜、実施者、実施期間、対象産地、実施方法(買取りの

有無を含む)、数量、当初出荷予定先、その他必要な事項等について作

成することとなっています。 

なお、全国生産出荷団体は、県生産出荷団体又は産地農協と協議し

た上で緊急需給調整実施計画を作成することとなっています。 

緊急需給調整実施計画は、交付積立資金の総額に融通上限額を加え

た額の範囲内で、申込期限ごとの交付金の額を考慮して作成しますが、

融通上限額を超えた交付積立資金の融通を受けて事業を実施する必

要があると見込まれる緊急需給調整実施計画を作成する場合には、当

該実施計画の案に、交付金額の見込み額、交付積立資金の必要額等を

記載した実施要領別記様式第 10 号を添えて、あらかじめ農産局長及

び機構に協議することとし、その了解を得たときに限り、当該実施計

画を作成することができます。 

(ｳ) 契約出荷団体等は、緊急需給調整実施計画を作成したときは、機構

に届け出ます。 

また、契約出荷団体等は、供給計画及び直近５年間の出荷実績を基

に、事業を実施する対象地域毎等に旬別の出荷見込数量又は、異常な

気象条件による例年にない収穫の増減又は出荷時期のズレが生じた

場合には、事業を実施する旬の直前までの出荷実績等を踏まえて旬別

の出荷見込み数量を書面により緊急需給調整実施計画と併せて機構

に届け出ます。機構は、その届出を関係する都道府県知事に通知しま

す。 

(ｴ) 契約出荷団体等は、緊急需給調整実施計画に従い、当初出荷予定先

が属するブロックの指標市場における重要野菜等の卸売価格が、推進

通知別表第２の重要野菜等区分の欄に掲げる野菜ごとに、同表の当該

指標価格の欄に掲げる価格を下回る、又は下回るおそれがある場合若

しくは推進通知別表第３の重要野菜等区分の欄に掲げる野菜ごとに、

同表の当該指標市場の欄に掲げる価格を上回る、又は上回るおそれが

ある場合又は重要野菜等の卸売価格がこの要件を満たすこととなる

ことが確実であると見込まれる場合に該当するときは、全国生産出荷

団体にあっては、実施者たる県生産出荷団体又は産地農協に対し、緊

急需給調整の具体的実施内容を通知することができるものとし、当該

団体等はその通知に従い緊急需給調整を実施します。この場合におい

て、加工用販売及び市場隔離にあってはあらかじめ、産地調整にあっ

ては遅滞なく（全国生産出荷団体は通知後遅滞なく）機構に届出ます。 

(ｵ) 契約出荷団体等は、緊急需給調整実施計画を機構に提出後、産地調

整（出荷抑制）及び市場隔離（その他市場隔離）について出荷予定先

のブロックの指標市場における重要野菜等の卸売価格が、推進通知別

表第２の重要野菜等区分の欄に掲げる野菜ごとに、同表の当該指標市

場の欄に掲げる価格を下回る又は下回るおそれがある場合には、原則

として、全国生産出荷団体にあっては、産地調整（出荷抑制）及び市

場隔離（その他市場隔離）の実施者に対し緊急需給調整実施計画の延

長を通知するとともに、当該実施者はその通知に従い実施し、系統外

生産出荷団体等、共同出荷組織等及び特定出荷団体等にあっては、実

施を延長できるものとします。この場合において、契約出荷団体等は

遅滞なく機構に届出ます。実施時期は、野菜生産出荷安定法施行令第

１条に規定する当該重要野菜等ごとの主な出荷時期を超えて実施す

ることはできないものとしますが、重要野菜の価格動向、今後の出荷

見込みからみて特に実施の必要があると判断したときは、その内容に

ついて農産局及び機構と必要な調整を行い、機構に緊急需給調整実施

計画を提出した上で、主な出荷期間を超えて実施することができるも

のとされています。 

(ｶ) 契約出荷団体等は、当初出荷予定先のブロックの指標市場における

重要野菜等の卸売価格が、緊急需給調整によって、または降雨等によ

る品質の低下又は野菜が季節の関係で市場に出回りにくくなる時期

（以下「端境期」といいます。）の発生による出荷量の減少等によって、
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推進通知別表第４の重要野菜等区分の欄に掲げる野菜ごとに、同表の

当該指標市場の欄に掲げる価格に回復し、かつ、当面このような状況

が続くと見込まれる場合には、全国生産出荷団体にあっては緊急需給

調整の実施者に対し緊急需給調整の中止を通知するとともに、当該団

体等はその通知に従い緊急需給調整を中止し、系統外生産出荷団体等、

共同出荷組織等及び特定出荷団体等にあっては、緊急需給調整を中止

するものとします。 

(ｷ) 農産局長は、重要野菜等の作柄の動向等からみて特に必要があると

認めるときは、契約出荷団体等に対し、緊急需給調整の実施を検討す

る会議の開催を要請し（併せて地方農政局（北海道にあっては北海道

農政事務所、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局）及び都道府県

に参加を要請）、緊急需給調整実施計画を作成するよう求めることが

できるものとします。 

(ｸ) 全国生産出荷団体、県生産出荷団体、産地農協、系統外生産出荷団

体等並びに共同出荷組織等及び特定出荷団体等は、緊急需給調整実施

計画の作成及びその実施に当たっては、関係行政機関と密接な連絡を

とるものとします。 

イ．緊急需給調整の実施状況の確認 

全国生産出荷団体、県生産出荷団体、産地農協、系統外登録出荷団体等

並びに共同出荷組織等及び特定出荷団体等は、緊急需給調整の実施状況の

確認を次により行うとともに、その結果を取りまとめの上、産地農協は県

生産出荷団体に、県生産出荷団体は全国生産出荷団体に、全国生産出荷団

体、系統外登録出荷団体等、共同出荷組織等及び特定出荷団体等は機構に

それぞれ届け出ます。機構は、当該団体等の所在地を管轄する都道府県知

事に通知します。 

なお、地方農政局長（北海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県に

あっては内閣府沖縄総合事務局長）は、管轄区域において緊急需給調整が

実施された場合には、必要に応じ、その実施状況に係る現地確認を行いま

す。 

(ｱ) 産地調整に係る重要野菜等の数量の確認は、対象市場の卸売業者の

発行する仕切書等に基づいて、県生産出荷団体、産地農協並びに系統

外登録出荷団体等並びに共同出荷組織等ごとの出荷実績数量を旬別

に算定して行います。 

(ｲ) 加工用販売又は市場隔離（その他市場隔離）に係る重要野菜等の数

量、販売価格及び販売に要した諸経費の確認は、仕向先業者等の発行

する仕切書、取引事例の調査等により行います。 

(ｳ) (ｱ)及び(ｲ)における重要野菜等の数量の確認において、全国生産出

荷団体、県生産出荷団体、産地農協、系統外生産出荷団体等並びに共

同出荷組織等及び特定出荷団体等が委託関係にある生産者から買取

りにより実施した場合(買取りにより実施した重要野菜等を緊急需給

調整の実施後に対象市場に出荷した場合には、指定野菜価格安定事業

及び特定野菜等供給産地育成価格差補給事業の対象外となる。）、伝票

等の数量により確認を行います。 

(ｴ) (ｱ)及び(ｲ)における重要野菜等の確認数量は、機構が定める規格に

適合するものの数量とします。 

ウ．交付金交付申請及び交付 

(ｱ) 契約出荷団体等は、推進通知第１の１の（６）に基づき緊急需給調

整を実施した場合には、交付金額を算定し、原則として当該年の 12 月

末までに実施した緊急需給調整等については翌年の３月末までに、機

構に野菜緊急需給調整費用交付金交付申請書（以下「交付申請書」と

いいます。）を提出します。 

(ｲ) 機構は、交付申請書の内容が適正である場合には、事業年度ごとに

交付準備財産の上限額及び交付資金計画の額の範囲内で、申込期限ご

との交付金の額を考慮して、交付金を交付します。この場合、交付金

に 1/5 を乗じた交付積立資金と 4/5 を乗じた補助金資金を取り崩しま

す。なお、補助金資金に１円未満の端数が生じた場合には交付積立資

金については切り上げ、補助金資金については切捨てた上で取り崩し

ます。 
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(ｳ) 機構は、継続して事業に参加している契約出荷団体等には、前事業

年度に実施した緊急需給調整に係る交付金についても前事業年度の

交付準備財産の上限額及び交付資金計画の額の範囲内で交付金を交

付します。 

エ．実績報告の提出 

交付金の交付を受けた契約出荷団体等は、契約出荷団体等と委託関係の

ある生産者から、需給均衡運用通知第１の２の（３）に規定する買取りを

した場合における当該買取り数量分に係る交付を除き、速やかに緊急需給

調整に関係した生産者まで交付金を交付し、その交付実績（について機構

に報告します。 

オ．契約出荷団体等による買取り分の記載 

実績報告書に記載する交付実績に契約出荷団体等と委託関係のある生

産者から、需給均衡運用通知第１の２の（３）に規定する買取りをしたも

のが含まれる場合には、当該買取り分を記載し、当該買取り分以外に生産

者に交付した交付金も含まれる場合には、それぞれの交付金額が分かるよ

うに記載します。 

カ．交付金の額の確定及び精算払い 

機構は、実績報告書の内容が交付申請書の内容に沿ったものと認めると

きは、契約出荷団体等に対し、交付金の額の確定及び精算払いを行うもの

とします。 

キ．賦課金の納入 

交付金の交付を受けた契約出荷団体等は、その交付額の５分の１に相当

する額（１円未満の端数が生じた場合にあっては、これを切り上げた額）

を交付積立資金に充てるための賦課金として、以下に掲げる期限までに納

入します。 

(ｱ) 緊急需給調整を実施した年度に交付金を交付した場合 

① 当該年度の４月から１月までに ⇒ 当該年度の２月末日 

交付した交付金に係る賦課金 

② 当該年度の２月から３月までに ⇒ 翌年度の４月末日 

交付した交付金に係る賦課金 

(ｲ) 緊急需給調整を実施した年度の  ⇒ 交付金を交付した月の翌 

  翌年度に交付金を交付した場合    月末日 

以上説明した事務手続きの流れは、第Ⅸ図のとおりです。 

 

第第ⅨⅨ図図  緊緊急急需需給給調調整整のの実実施施にに関関すするる事事務務手手続続ききのの流流れれ  
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【注意】緊急需給調整への参加促進措置 

緊急需給調整実施時に参加しなかった団体等への交付金を減額し、実施した

産地の不公平感の解消を図ります。 

緊急需給調整事業の対象となる重要野菜・調整野菜の申込みをした場合にお

いて、価格の大幅な低落時（東京都又は大阪市の市場価格が連続して２旬以上平

年比 70％以下となった場合等）（適用旬）に、一定規模（対象野菜及び対象出荷

期間の過去３ヵ年の平均出荷量割合が全国の５％以上）の登録出荷団体・登録生

産者等の関東ブロック又は近畿ブロックにおける出荷数量が全登録出荷団体等

の出荷数量合計の 10％以上の割合を占める場合に、当該登録出荷団体等が緊急

需給調整を実施しなかった、あるいは実施したもののその数量が過少であった

際には、当該登録出荷団体等における翌年度の指定野菜価格安定対策事業の産

地区分を一段階引き下げるものです。運用方針の詳細は農水省の通知を参照し

て下さい。 

 

３３．．緊緊急急需需給給調調整整推推進進事事業業のの内内容容  

(1) 緊急需給調整推進費助成事業 

登録出荷団体等が緊急需給調整の推進及び確認等を行う場合に要する経

費の２分の１以内を機構が補助します。 

(2) 野菜需給情報等交換会の開催 

機構が農林水産省と連携しながら、野菜の需給安定に向けた検討を行うた

めの野菜需給情報等交換会を開催し、国民に現在の需給情報を周知するとと

もに消費拡大を行います。 

(3) 産地情報調査員の設置 

登録出荷団体等が、都道府県段階における重要野菜、調整野菜の作付面積、

生産出荷動向等の情報（系統外を含む。）収集を行うための産地情報調査員を

設置した場合に要する経費を機構が定額補助します。 

(4) 緊急需給調整連絡協議会の開催 

登録出荷団体等が、出荷期間中の供給過剰が予想される時点において、効

果的な緊急需給調整の検討、実施体制の構築、生産者に対する啓蒙活動を行

うため、行政、系統、系統外等から構成される緊急需給調整連絡協議会を開

催した場合に要する経費を機構が定額補助します。 

(5) 供給過剰時の消費拡大事業 

登録出荷団体等が、野菜の供給過剰時に短期的、集中的に行うテレビ広告、

新聞広告、料理レシピ配布等による消費拡大に向けた取組を行う場合に要す

る経費の２分の１以内を機構が補助します。 
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ⅩⅩ  国国産産野野菜菜周周年年安安定定供供給給強強化化事事業業  

 

我が国の園芸作物の生産は、農家戸数の減少や生産者の高齢化等により生

産基盤が弱まってきているほか、近年の多発する気象災害により作柄が不安

定となっていること等から、安定的な供給を求める外食産業、卸売業及び小

売業等の実需者のニーズに対して十分な対応ができておらず、加工・業務用

を中心に輸入品が一定の割合を占めている状況になっています。 

本事業は、輸入からのシェア奪還を見据え、国内産が需要に応えきれてい

ない品目や作型の作付拡大等を推進し、周年安定供給体制の構築に向けて、

実需者との契約栽培に取り組む産地に対して支援するもので、令和４年度か

ら６年度に実施した大規模契約栽培産地育成強化事業の後継事業として、令

和７年度（当初予算）に拡充された事業です。 

なお、この事業の実施については、持続的生産強化対策事業実施要領（令

和４年４月１日付け３農産第 3175 号、３畜産第 1993 号農林水産省農産局長、

農林水産省畜産局長通知。以下「実施要領」といいます。）及び国産野菜周

年安定供給強化事業補助実施要領（令和７年４月１日付け７農畜機第 93 号。

以下「補助実施要領」といいます。）に則して進めています。 

 

１１．．事事業業内内容容  

(1) 国産野菜周年安定供給強化推進事業 

加工・業務用を中心に国内産が需要に応えきれていない品目や作型の

作付拡大等を推進し、周年安定供給体制の構築に向けて、実需者との契

約栽培に取り組む取組主体に対し、事業対象面積に応じて一定の助成単

価を機構が補助する事業です。 

(2) 国産野菜周年安定供給強化支援事業 

(1)の推進事業等の効率的かつ円滑な実施を図るために、機構又は県

法人が必要な取組を実施するとともに、当該県法人の取組に要する経費

について機構が補助する事業です。 

 

 

 

２２．．国国産産野野菜菜周周年年安安定定供供給給強強化化推推進進事事業業  

(1) 取組主体 

取組主体は、農業協同組合連合会、農業協同組合、農事組合法人、農

地所有適格法人、特定農業団体及び農業者の組織する団体で、原則とし

て一つの都道府県の区域を越えないものとします。 

(2) 対象品目 

ア．加工・業務用 

たまねぎ、にんじん、ねぎ、ほうれんそう、スイートコーン、えだ

まめ、ブロッコリー、ごぼう、トマト（８～10 月出荷）、セルリー

（６～12 月出荷）、にんにく、しょうが、さといも、えんどう（１

～７月又は 11 月～12 月出荷）、キャベツ（11 月又は 1～５月出荷）、

レタス（11～３月出荷）、かぼちゃ（11～６月出荷）、だいこん（４

～７月又は 10 月出荷）の 18 品目です。 

イ．生食用 

かぼちゃ（11～６月出荷）、トマト（８～10 月出荷）の２品目で

す。 

注１：括弧書きは対象出荷期間（括弧書きのない品目は通年）。 

２：都道府県知事が特に必要と認める場合にあっては、所定の手続きによ

り上記以外の加工・業務用の品目（ばれいしょ、かんしょを除く。）

についても、対象品目として認められます。 

(3) 取組期間 

１計画当たり、３年間です。 

(4) 助成単価 

事業対象面積につき、10 アール当たり 15 万円です（なお、１年に複

数回の作付けを行う面積の延べ面積による助成単価の算定は行わないも

のとします）。 

(5) 事業対象面積 

事業対象面積は、加工・業務用については 10 ヘクタール以上 50 ヘク

タール以下、生食用については５ヘクタール以上 50 ヘクタール以下と

します。ただし、対象品目において１年に複数回の作付けを行う場合は、

(6)のウの補助要件を満たすこととなった実面積以上 50 ヘクタール（実
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面積）以下とします。なお、(8)の対象契約が面積契約の場合は当該面

積、数量契約の場合は当該契約数量を当該品目の 10 アール当たりの平

均的な収穫量（原則として、取組主体が所在する都道府県の平均的な収

穫量又はこれに準ずる収穫量とします。）で除して算出した面積又は

(7)に掲げる取組を実施する面積のいずれか低い方を上限とします。 

 (6) 事業の補助要件 

ア．事業参加農家が５戸以上であること。 

イ．事業対象面積が、対象品目の需給の均衡を保ち、かつエからカまで

に掲げる要件を満たすことができる妥当な面積であること。 

ウ．事業対象面積は、対象品目ごとに加工・業務用については 10 ヘク

タール以上、生食用については５ヘクタール以上であること。ただし、

対象品目が１年に複数回作付けを行うものである場合は、当該複数回

作付けされる面積の延べ面積で、加工・業務用については 10 ヘクタ

ール以上、生食用については５ヘクタール以上であること。 

エ．(7)のアの実需者ニーズに対応した生産・流通体系の構築及び出荷

期間の拡大のための取組を、事業の取組期間中にわたり継続して実施

することが確実であること。 

オ．(7)のイの作柄安定技術の導入のための取組を、事業の取組期間中

に計画的に実施することが確実であること。 

カ．(8)の対象契約に基づく取引が、(9)のアに掲げる目標年度まで継続

的かつ安定的に行われることが確実であり、かつ、目標年度以降も当

該取引関係の継続が見込まれること。 

キ．(9)の成果目標を定め、かつ、当該目標の実現が見込まれること。 

ク．取組主体が、実施要領及び補助実施要領並びに機構、県法人その他

関係機関からの指示等を遵守することを約していること。 

ケ．都道府県における野菜の生産振興の方針に反していないこと。 

コ．事業ほ場に対する同様の取組について、本事業又は国等のほかの助成

事業により支援を受け、又は受ける予定となっていないこと。 

(7) 事業の実施基準 

ア．実需者ニーズに対応した生産・流通体系の構築及び出荷期間の拡大

のための取組 

取組主体は、取組期間中、事業ほ場の全域において、以下の全ての

対策を行うものとします。 

(ｱ) 事業ほ場の設定 

(ｲ) 一定期間の事前契約の締結 

(ｳ) 新規作型の導入 

(ｴ) 生産コストの低減 

(ｵ) 流通コストの低減 

(ｶ) トレーサビリティシステム等の活用 

(ｷ) 出荷量の安定に向けた取組 

イ．作柄安定技術の導入のための取組 

取組主体は、以下の対策について、事業の取組期間の１年目は３つ

以上、２年目は２つ以上、３年目は１つ以上を事業ほ場の全域におい

て取り組むものとします。 

(ｱ) 土層改良・排水対策 

(ｲ) 病害虫防除・連作障害回避対策 

(ｳ) 地温安定・保水・風害対策 

(ｴ) 土壌改良資材施用 

(8) 対象契約 

ア．契約の相手方 

契約の相手方は、次に該当する国内の実需者等とします。 

 (ｱ) 加工・業務用 

①対象品目を原料又は材料として使用することにより食品の製造

又は加工を行うことを業とする者 

②対象品目を調理して提供し、又は販売することを業とする者 

③対象品目を取組主体から買い受け又は委託を受けて、①又は②

に定める者に販売する者 

④取組主体自らが対象品目を原料又は材料として使用することに

より製造又は加工を行ったものを取組主体から買い受け一般消費

者等に販売することを業とする者 

⑤取組主体自らが対象品目を原料又は材料として使用することに

より製造又は加工を行ったものを取組主体から買い受け又は委託

― 175 ―　― 174 ―　



を受けて、④に定める者に販売する者 

(ｲ) 生食用 

①対象品目を生食用として一般消費者等に販売することを業とす

る者 

②対象品目を取組主体から買い受け又は委託を受けて、①に定め

る者に販売する者 

イ．契約書等 

対象契約は、原則として書面により行い、当該契約書（契約書に準

ずるものとして、取組主体及び実需者等が共同で作成する書類を含

む。）には、契約年月日を明らかにした上で、次に掲げる全ての事項

を定めるものとします。 

(ｱ) 当該契約の対象品目（品種が定められている場合は当該品種の名

称を含む。） 

(ｲ)当該対象品目の供給の期間（契約期間） 

(ｳ) 契約数量（供給する品目の数量を契約の内容とする場合） 

(ｴ) 契約面積（供給する品目の作付面積を契約の内容とする場合） 

(ｵ) 当該対象品目の用途 

(9) 成果目標 

ア．目標年度 

本事業の目標年度は、採択された年度の前年度から起算して３年後

とします。 

イ．成果目標 

取組主体は、対象品目について、次に掲げる(ｱ)及び(ｲ)を本事業の

成果目標として設定するものとします。 

(ｱ) 対象出荷期間における出荷割合の確保 

目標年度において、事業ほ場における契約取引の全体の出荷量の

うち、20％以上を対象出荷期間に出荷すること。 

(ｲ) 対象出荷期間における出荷量の増加  

目標年度において、取組主体における契約取引による対象出荷期

間の出荷量が、現状に比べて 10％以上増加する目標を設定するこ

と。 

(10)事業の評価 

取組主体は、目標年度の翌年度において、事業実施計画に定められた

成果目標の達成状況について自ら評価を行い、機構理事長が定める成果

報告書を作成し、目標年度の翌年度の７月末日までに、原則として県法

人を経由して、機構理事長に提出するものとします。機構理事長は、成

果報告書の内容について検討し、成果目標の達成状況について評価を行

い、成果報告書とともに農産局長へ報告します。農産局長は、機構理事

長から報告のあった評価結果について、外部の有識者で構成される委員

会に諮るものとし、当該委員会の意見を踏まえ、最終的な評価結果を取

りまとめるものとします。 

機構理事長は、目標年度において、成果目標が達成されていないと判

断した場合、改善計画を提出させるなどの適切な措置を講じるものとし

ます。ただし、以下に該当する場合において、機構理事長がやむを得な

いと認めるときは、前段の委員会に諮り、成果目標を変更し、又は評価

を終了することができることとします。 

ア．自然災害等により取組が困難となるような事態が生じている場合 

イ．社会経済情勢の変化により成果目標の達成が困難となるような事態

が生じている場合 

機構理事長は、改善計画の取組終了後、取組主体に対し再度成果報告

書を提出させるものとします。 

 

３３．．国国産産野野菜菜周周年年安安定定供供給給強強化化支支援援事事業業  

(1) 取組主体 

取組主体は、推進事業の取組主体（以下「推進事業主体」という。）、

推進事業を実施しようとする団体又は過年度に加工・業務用野菜生産基

盤強化推進事業、端境期等対策産地育成強化推進事業若しくは大規模契

約栽培産地育成強化推進事業を実施した取組主体が所在する都道府県の

県法人（当該県法人がその定款等の制約により本事業の事務の実施がで

きない場合にあっては機構）とします。 

(2) 事業の実施基準 

ア．事業実施計画の確認 
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(ｱ) 県法人は、推進事業主体から提出された事業実施計画の内容が、

２の(６)の事業の補助要件等を全て満たすものであるかどうか確認

するものとし、確認のために必要な範囲で、現地での調査等を行う

ものとします。 

(ｲ) (ｱ)において需給の均衡の観点から確認を行うときは、当該推進

事業主体の過去の契約数量等を基本としつつ、野菜需給調整関係事

務処理要領（平成 14 年９月２日付け 14 生産第 2795 号生産局長通

知）第１の１に規定する需給ガイドライン（当該需給ガイドライン

を踏まえ都道府県等が作成する作付指標等がある場合は、当該作付

指標等を含みます。）との整合性を確認するものとします。 

(ｳ) 県法人は、(ｱ)の確認に当たり、当該都道府県と取組の内容の妥

当性、支援の必要性等に係る協議を行うものとします。この場合に

おいて、当該都道府県において複数の事業実施計画の内容の協議を

行うときは、当該都道府県における政策上の優先度に係る協議を併

せて実施するものとします。 

(ｴ) 県法人は、(ｳ)の協議を踏まえ、事業実施計画の内容が事業の趣

旨に照らして適当でないとき又は不備が認められたときにあっては、

当該事業実施計画の修正について推進事業主体に指示を行い、事業

実施計画の内容が事業の趣旨から著しく逸脱している場合にあって

は、当該事業実施計画の取下げについて推進事業主体に助言します。 

イ．交付申請書の確認 

(ｱ) 県法人は、推進事業主体から提出された交付申請書の内容が適当

であるかどうか確認するものとし、確認のために必要な範囲で、現

地での調査等を行うものとします。 

(ｲ) 県法人は、交付申請書の内容に不備が認められたときには、当該

交付申請書の修正について推進事業主体に指示を行うものとします。 

ウ．実績報告等の確認 

(ｱ) 県法人は、推進事業主体から提出された実績報告書等の内容が適

当であるかどうか確認するものとし、確認のために必要な範囲で、

現地での調査等を行うものとします。 

(ｲ) (ｱ)において、事業対象面積の確認に当たっては、２の(８)の対

象契約の履行状況を確認するとともに、２の(７)の取組を実施した

面積について、当該ほ場の所在地の地図や農地基本台帳その他これ

に準ずる書類から面積を算出するほか、必要に応じて実測を行い、

面積の確認を行うものとします。 

(ｳ) (ｱ)において、２の(７)の取組が実施されたことの確認に当たっ

ては、当該取組に係る作業日誌や写真等の証拠書類の確認等により

行うものとします。 

(ｴ) 県法人は、(ｱ)の確認の結果、実績報告書等の内容に不備が認め

られたときには、当該実績報告書等の修正について推進事業主体に

指示を行うものとします。 

エ．事業実施状況報告書及び成果報告書の確認 

(ｱ) 県法人は、推進事業主体から提出された事業実施状況報告書及び

成果報告書（以下「事業実施状況報告書等」という。）の内容が適

当であるかどうか確認するものとし、確認のために必要な範囲で、

現地での調査等を行うものとします。 

(ｲ) 県法人は、(ｱ)の確認の結果、事業実施状況報告書等の内容に不

備が認められたときには、事業実施状況報告書等の修正について推

進事業主体に指示を行うものとします。 

(ｳ) 県法人は、(ｱ)の確認の結果、事業の成果目標に対して達成が遅

れていると判断したとき又は目標年度において成果目標が未達成で

あったときには、都道府県と協議して、推進事業主体に対し必要な

指導を行います。この場合において県法人（機構を除く。）は、必

要に応じ、改善指導等必要な措置を講ずるべき旨及び改善指導等の

措置の内容について機構理事長に意見具申を行うものとします。 

オ．都道府県への情報提供 

県法人は、機構理事長及び推進事業主体から受領し、又はこれらの

者へ発出する通知等の内容について、都道府県に情報提供するものと

します。 

カ．その他必要な取組 

アからオまでに掲げるほか、県法人は、推進事業等の効率的かつ円

滑な実施に必要な書類の経由等に係る事務を行うものとします。 
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(3) 委託 

本事業の実施に当たり、必要と認められる場合は、事務の一部を都道

府県等に委託することができるものとします。 

(4) 事業の対象となる経費等 

ア．本事業の対象となる経費は、実施要領別表１の支援事業の補助対象

経費の範囲とし、範囲となる補助対象経費の費目、細目、内容、注意

点は実施要領別表３のとおりとします。 

イ．補助金の限度額は、各年度につき、１県法人当たり 100 万円です。 

ただし、過年度に採択された加工・業務用野菜生産基盤強化推進事

業、端境期等対策産地育成強化推進事業及び大規模契約栽培産地育成

強化推進事業の推進事業主体が所在する都道府県の県法人の場合には、

当該事業が採択された年度ごとに 100 万円を加算することができるも

のとします。 

 

４４．．推推進進事事業業のの実実施施状状況況  

 

注１：加工・業務用野菜生産基盤強化推進事業は、平成 26 年度から令和元

年度まで採択されており、令和５年度に事業終了。 

（採択年度） （実施年度）
H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

H26採択

H27採択

H28採択

H29採択

H30採択

R元採択

R２採択

R３採択

R４採択

R５採択

R６採択

国産野菜周年
安定供給強化
推進事業

R７採択

加工・業務用
野菜生産基盤
強化推進事業

端境期等対策
産地育成強化
推進事業

大規模契約栽
培産地育成強
化推進事業

事業実施期間

５年間

事業実施期間

３年間

２：端境期等対策産地育成強化推進事業は、令和２年度から令和３年度ま

で採択されており、令和５年度に事業終了。 

３：大規模契約栽培産地育成強化推進事業は、令和４年度から令和６年度

まで採択されており、令和８年度に事業終了。 
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